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は し が き  

 
 
 英語教員研修研究会は、現職英語教員の研修のあり方を中心テーマに実証

的な研究を進めてきたが、幸い平成 12 年度から 4 年間科学研究補助金の交

付を得ることができた。  
 そこで初年度の研究として、平成 11 年 11 月から平成 12 年 12 月にかけて、

群馬県、福島県、茨城県、高知県、埼玉県、青森県の中学校・高等学校英語

教員対象の初任者研修会、5 年次ないし 10 年次研修会、及び文部省指導者講

習会の参加者計 344 名に対して「自己研修に関する実態調査」を行った。  
その結果、「日常的に自己研修をしている教員」の数は、そうでない教員の

数より少ないという事実は変わらないものの、「自己研修の必要を感じている

教員」の数は、「感じていない教員」の数より圧倒的に多いこと、また行われ

ている研修は教員が自己で行う研修が主体であることが判明した。また、教

科内研修が行われている学校は極めて少なく、その研修を阻んでいる理由と

して｢多忙である｣と感じている教員の多いことも改めて確かめられた。この

ような事実と同時に、教員が望んでいる自己研修の目的は、①「英語のコミ

ュニケーション能力を高めるため」、②「授業力を高めるため」、③「総合的

な英語力を高めるため」が圧倒的な多数を占めた。また、英語だけで授業が

できると考えている教員の数は、できないと考えている教員の数より２倍以

上も多いという事実も確認された。  
このような調査結果は、平成 12 年度の研究成果報告書として『現職英語

教員の教育研修の実態と将来像に関する総合的研究』にまとめられ、各都道

府県教育センターの研修主事、教育委員会の指導主事、大学・短大の英語科

教育法担当者、英語教育関係の学会・研究会に送付された。また、大学英語

英語教育学会第 40 回全国大会、IATEFL スロベニア第 9 回大会でも研究成

果を発表した。国内外で大きな反響を呼び、あらためて本研究の意義と重要

性を認識させられた。  
 平成 12 年度の調査は、研修会や講習会の参加者が調査対象者であり、

限定された調査結果であったために、平成 13 年には中学校、高等学校の現

職英語教員を対象とした全国調査を実施することとなった。同年 10 月に実

施した調査では、調査対象校として中学校 1,891 校 (全国 11,191 校の 16.9％ )
及び高等学校 1,110 校 (全国 5,479 校の 20.3%)の計 3001 校を抽出し、各校の

校長宛に 2 名の回答者を選定していただくよう依頼した。回収数は「中学校

739 通」、「高等学校 521 通」、「その他 18 通」の計 1,278 通 (回収率 21.3%)
であった。この高い回収率は、全国規模のこの種の全国調査では他に類を見

ないものである。  
本報告書のデータはこれからの現職英語教員の研修のあり方を検討する

ための基礎資料として活用されることを期待している。  



 
最後に、ご多忙の中、本アンケート調査に対してご理解をお示しくださり、

かつ多大なるご協力をくださった全国の校長先生はじめ、英語科の先生方に

は、厚く御礼を申し上げる次第である。  
 
アンケートのデータ処理に際しては、清泉女子大学英語英文学科研究室助

手渡辺里少さん、清泉女子大学人文科学研究科言語文化修士課程院生倉田豊

子さんから終始惜しみない協力が得られた。その献身的な働きに心から感謝

している。  
 

石田 雅近  
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序章  アンケート調査の目的、実施、データ処理等 
               

石田 雅近 

 
 

I 背景 

 
平成 11 年から現職英語教員の自己研修に関する実態について調査を開始

した。予備調査では、「授業準備以外の研修は行っていない」教員が 58.7%
という実態が明らかになった。さらに、平成 11 年 11 月から平成 12 年 12 月

にかけて、群馬県、福島県、茨城県、高知県、埼玉県、青森県の中学校・高

等学校の英語教員対象の初任者、5 年次、あるいは 10 年次研修会参加者、文

部省指導者講習会参加者の計 344 名に対して、調査項目を整理して「自己研

修に関する意識・実態調査」を行った。その結果、やはり「日常的に自己研

修をしている教員」の数は、そうでない教員の数より少ないという事実は変

わらないものの、「自己研修の必要を感じている教員」の数は、「感じていな

い教員」の数より圧倒的に多いこと、また行われている研修は教員が自己で

行う研修が主体であることが判明した。また、教科内研修が行われている学

校は極めて少なく、その研修を阻んでいる理由として｢多忙である｣と感じて

いる教員の多いことも改めて確かめられた。このような事実と同時に、教員

が望んでいる自己研修の目的は、①「英語のコミュニケーション能力を高め

るため」、②「授業力を高めるため」、③「総合的な英語力を高めるため」が

圧倒的な多数を占めた。また、英語だけで授業ができると考えている教員の

数は、できないと考えている教員の数より２倍以上も多いという事実も確認

された。 
これらの結果は，調査対象者数や地域が限定された調査から得られたもの

であることから、さらに調査項目等を吟味して、引き続き全国規模の調査を

することとなった。 
 
 

II 調査目的  

 

現職教員の研修に対する考えや意識に関する実態を把握するためにアンケ

ート調査を行った。その目的は、現職英語教員の「英語指導力」や「英語力」

を向上させるための研修のあり方を探ることにある。 

この調査の重点項目は次の 3 点である。 
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１． 研修そのものをどのように捉えているか｡ 

２． どのような研修を望ましいと考えているのか。 

３． 教科指導と密接な関係にある教員自身の「英語力」や評価の一環であ

る｢定期試験｣をどのように考えているのか。 

 

III  調査方法 

 
 調査対象校及び調査対象者の選定は次のような方法に拠った。 
１． 調査対象校の選択 

(1) 全国区：『全国学校総覧(2001 年版)』(原書房)の中学校及び高等学校

の名簿に基づき、(2)の 3 府県を除いた全国の設置校から、記載順に

10 校につき 1 校を抽出した。その結果、中学校は 889 校、高等学校

は 630 校が調査対象校として選択された。 
(2) 3 府県(青森県、大阪府、鹿児島県)：地域性を考慮して、この 3 府県 

については、上記『総覧』に記載されているすべての中学校及び高

等学校を調査対象校とした。その結果、青森県：中学校 192 校、高

等学校 92 校、大阪府：中学校 526 校、高等学校 282 校、鹿児島県：

中学校 285 校、高等学校 105 校が選択された。 
２． 調査対象者の選択 

上記の学校の校長宛に依頼文書を送付し、英語科から 30 歳代の教員 

1 名と 40～50 歳代の教員 1 名、計 2 名を推薦してもらう形をとった。従

って、全校が 2 名ずつ全員回答した場合の、回答総数は 6002 となる。 

  
 

IV 調査項目 

 
 回答に時間や手数のかからない、多肢選択を中心としたアンケート法を採

った。ただし、選択肢の中に該当するものがない場合を想定して｢その他｣と

して記述できるように配慮した、また項目の最後に自由記述欄を設けた。 
 
１． 質問項目数 

  アンケートは 6 つのパートと全 24 質問項目で構成されている。それぞれ

パートに盛られている質問項目数は次の通りである。 
I  あなた自身について・・・・・・・・・・・・・・5 項目 

     II 教授法や授業指導に関する研修について・・・・・3 項目 
    III   教師の英語運用能力について・・・・・・・・・・2 項目 
 IV  英語科内の研修について・・・・・・・・・・・・7 項目 
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 V   定期試験について・・・・・・・・・・・・・・・4 項目  
 
２． 質問内容 

 各パートには次のような質問を設定した。 

「あなた自身について」・・・勤務校、性別、年齢、勤務校の種類、教育歴。 

「教授法や授業指導に関する研修について」・・・研修場所・時期・方法、 

校外研修、研修内容。 

「教師の英語運用能力について」・・・望ましい英語運用力、英語運用能力を

向上させるための研修。 

「英語科内の研修について」・・・活発にする方法、研修の可能性、研修の費

用、研修評価に対する賛否、研修成果の評価者、研修成果を評価する方

法。 

「英語力について」・・・能力試験の受験の有無、試験結果、英語で授業を行

う英語力、英語力向上のための実践方法。 

「定期試験について」・・・定期試験の実施回数、試験範囲、試験項目、試験

実施の目的。 

 

３． 自由記述 

 上記２４の質問項目で反映できない意見等を、自由に書き込めるように多

くのスペースを用意した。しかし、この記述欄についてはあくまでも随意に

選択できることを明らかにした。 

 

 

V  回収方法 

 
勤務校については記入する欄を設けたが、無記名での回答を依頼した。ま

た、アンケート回収には「郵送料着払方式」を採用した。これは回収側が、

送付されて来るアンケート分のみの郵送料を支払う便宜上の問題だけでなく、

回答者が本アンケートに回答しない場合でも、精神的負担を負わないように

配慮した。 

 

 

IV データ処理法 

 

１． 統計処理ソフト等 

 アンケートデータの集計と解析には、統計ソフトの『ＳＰＳＳ

(ver.10.0.5J)』を使用し、クロス集計、因子分析、カイ 2 乗(χ2)検定 の処理
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を適宜行った。また、図表作成、表計算等は Excel 2000(SR-1)を活用し、さ

らに送付先の学校住所等の入力から検索までの処理は住所専用ソフト『筆ま

め』(ver.12.0)に拠った。 
 

２． 不備項目 

 アンケート項目の作成には十分注意を払ったつもりであるが、調査実施後

に校正上の見落としが 2 箇所あることが判明した。項目 12 の選択肢③｢どち

らかというと可能である｣は「どちらかというと不可能である」の誤りであり、

また項目 19 の選択肢 2)｢英検準 2 級程度｣は「英検準 1 級程度」の誤記であ

る。これらは共に、回答者が逐次答えていく段階で、他の選択肢との関係や

並べ方から判断して、適正に修正しながら回答できる範囲のものであるが、

本調査結果としては「無効データ」として処理することとした。 
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第 1 章 回答者基礎データ 
石田 雅近 

 

I 質問の構成とねらい 

 
「あなた自身について」から得られる回答者に関する基礎データは、II「教

授法や授業指導に関する研修について」、II「教師の英語運用能力について」、

III「英語科内の研修について」、IV「英語力について」、V「定期試験につい

て」の内容に密接な関係があると考え、次の 5 項目を設定した。 
１． 勤務校：学校名を記入する形式をとったが、この項目設定のねらいは、

本調査結果を回答者の勤務校に返送する際に必要不可欠な情報と必要

と考えたからである。 
２． 性別：単に男女の比率を見ることにとどまらず、性別により研修に関

する意識が異なる可能性をも考慮してあえて設定した。 
３． 年令：10 才を一区切りとして「20 代」から「50 代以上」の 5 段階に

分けた。 
４． 勤務校の種類：あえて校種を 6 種類(中学校、高校(全日制)、高校(定時

制)、高専、教育センターまたは指導課、その他)に分けた。この類別

は、全国から 3,001 校を抽出した結果、回答者の勤務校が多様になる

可能性があることも視野に入れて細分した。 
５． 教育歴：研修に対する教員の意識は、その「教育歴」に応じて変化す

るものであろうという前提で、「初任者」から「20 年以上」までに 7
段階に分けた。ただし、その両端の間は、均等に分けず、「初任者」か

ら「10 年未満」は「3 年未満」と「6 年未満」を含めて 4 段階に分け

た。また、それ以上の教職歴は「15 年未満」、「20 年未満」、「20 年以

上」の 3 段階とした。 
 
 

II 結果 

 
１． 勤務校 

表 1-1                                       人数(%)    
記入者 未記入者 合計 

1227(96.0) 51(4.0) 1278(100) 
 

全回答者 1278 名のうち 96%(1227 名)もの多くの方々に勤務校を記入し
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ていただいたことは特筆すべきである。勤務校に関しては「本調査結果で

データをご返送する際に必要」であると注記を付してあったものの、これ

だけの高率で学校名を記入していただいたということは、良心的な回答者

が多いということを示すだけでなく、本調査結果に対して大きな関心が寄

せられていることを示している。本アンケート調査実施当事者にとっては、

調査結果のデータをフィードバックするに当たって極めて重要な参考資料

となる。 
 

２．性別 
  回答数の割合は男性が 576 名で約 45％、女性は 699 名で約 55%、記載

ミスと思われる無回答は 3 名である。下記の文部統計の全国中学校・高校

教員の男女の割合と比べると、本調査回答者については女性の回答者の割

合では 22%多く、男性では 22%少ないという特徴が見られる。 

図 1-1 　性別
(ｎ＝1278)

 女
699人

（54.7%）

 無回答
3人

（0.2%）

 男
  576人
（45.1%）

 
 

なお、学校別の男女の内訳を見ると、中学校では女性の回答者は男性よ

り約 27％多く、一方高校では男性は女性を約 7%上回っている。 

 

表 1-2  学校別の男女の内訳                        人数(%)  
 男性 女性 合計 

中学校 288(36.6) 449(63.4) 737(100) 

高校(全日制+定時制) 277(53.3) 243(46.7) 520(100) 
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その他   11（61.1）   7(38.9)  18(100) 

合  計 576      699    1275    

注：｢その他｣には中高一貫校 16 名が含まれている。 
 

男女別による勤務校の内訳は次の通りである。 
 
表 1-3  男女別の勤務校の内訳                 人数(%)  
  中学校 高校（全日制）高校（定時制） 高専 その他 合計 

男性 288(50.0) 265(46.0) 12(2.1) 0    11(1.9) 576(100)

女性 449(64.2) 240(34.3) 3(0.4)  1(0.2) 6(0.9) 699(100)

無回答 2    1   0     0 0    3     

合計 739    506   15 1 17    1278     

注：｢その他｣には中高一貫校 16 名が含まれている。 
 

ちなみに、『文部統計要覧』(平成 13 年版)に基づいて、平成 12 年 5 月 1
日現在の中・高の専任教員を男女別にその勤務校の内訳を出してみると次

のようになっている。 
 
表 1-4  全国における男女別の勤務校の内訳     人数(%) 

 中学校 高校 合計 

男性 153,290(43.4) 200,180(56.6) 353,470(100) 

女性 104,315(60.2) 68,847(39.8) 173,162(100) 

合計 257,605       269,027      526,632      

 
               
３．年令 
  回答者の年令構成は、20 才代と 30 才代の合計が 723 名(56.6%)で全体

の半数を超え、40 才以上の 551 名(43.1%)を約 14%上回っている。アンケ

ートを送付した中学校、高校の校長宛ての文書により、「20～30 歳代の教

員 1 名と 40 歳代～50 歳代の教員 1 名、計 2 名」を選定してもらった結果、

次のように各年代にばらついた分布状況が生じた。 
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図 1-2　年齢
(n=1278)

60代以上
7人

（0.5%）

無回答
4人

（0.3%）
50代
163人

（12.8%） 20代
326人

（25.5%）

30代
397人

（31.1%）

40代
381人

（29.8%）

  
 

各年代別の中・高教員の内訳は次の通りである。 
 

表 1-5  年代別の中・高教員の内訳（全国）         人数(%) 
 中学校 高 校 その他 合計 

２０代 213( 65.4) 108( 33.1) 5(  1.5) 326(100) 

３０代 238( 59.9) 151( 38.0) 8(  2.0) 397(100) 

４０代 209( 54.9) 159( 41.7) 13(  3.4) 381(100) 

５０代 76( 46.1) 80( 49.1) 7(  4.3) 163(100) 

６０代以上 2( 28.6) 5( 71.4) 0       7(100) 

無回答 1        3       0       4      

合計 739        506       33       1278      

 
また、３府県別の年代別分布と中・高教員の内訳は、それぞれ次の表に 

示す通りである。 
  
表 1-6  ３府県の年代別分布                 人数(%) 

 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 その他 合計 

青森県 43(27.9) 55(35.7) 29(18.8） 26(16.9) 1(0.7) 154(100)

大阪府 29(15.2) 61(31.9) 80(41.9) 20(10.5) 1(0.5) 191(100)

鹿児島県 61(42.4) 42(29.2) 20(13.9) 19(13.2) 2(1.3) 144(100)
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表 1-7 3 府県別の中・高教員の内訳        人数(%) 
中学校 高校 その他 合計 

青森県 99(64.3)   52(33.7) 3(2.0) 154(100) 

大阪府 81(42.4) 103(53.9) 7(3.8) 186(100) 

鹿児島県 79(54.9) 63(43.7) 4(1.4) 144(100) 

 
 
４．勤務校の種類 
  中学校の教員の回答者が 6 割弱(57.8%)で、高校(全日制及び定時制)教員

の 4 割強(40.8%)を大幅に上回る結果をなっている。「その他」として中学

校、高校、高専以外に勤務している教員 16 は中高一貫校である。 
 

図　1=3　勤務校　(n=1278)

中学校
739名
(57.8%)

無回答
1名

(0.1%)

高校(全日制）
506名
(39.6%)

高校(定時制）
15名
(1.2%)

高専
1名

（0.1%)

その他
16名
(1.2%)

 
 
 
    なお、本調査では全国で 3001 校を抽出したが、この校種を「全国区」

と「3 府県(青森県、大阪府、鹿児島県)」に分けると、その内訳は次のように

なる。 
表 1-8 全国区と 3 府県の校種分布                           校数 

 中学校 高等学校 高専 その他 無回答

北海道 26 17 0 0 0

東北(青森県を除く) 61 23 0 0 0

関東甲信越 145 94 0 6 1
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中部 71 45 0 2 0

関西(大阪府を除く) 27 21 0 1 0

中国・四国 57 37 1 1 0

九州・沖縄(鹿児島県を除く) 54 33 0 0 0

青森県 99 52 0 0 0

大阪府 81 103 0 5 0

鹿児島県 79 63 0 1 0

   合   計 700 488 1 16 1

 
 
５．教育歴 
  「初任者」と「3 年未満」の合計は 11.3%(144 名)、「6 年未満」が 13.2%(169

名)、「10 年未満」が 13.4%(171 名)、「15 年未満」が 16.5%(211 名)、「20
年未満」が 17.1%(219 名)というように回答者の教育歴がほぼ拮抗した割

合で分布している。ただし、｢20 年以上｣が 27.1%(346 名)と全体の 4 分の

1 を超え、最も多い割合を占めている。 

図 1-4　教育歴
(n=1278）

15年未満
211名

（16.5%）

10年未満
171名
(13.4%）

6年未満
169名

（13.2%）

3年未満
87名

（6.8%）

　 初任者
57名

（4.5%）

20年未満
219名

（17.1%）

20年以上
346名

（27.1%）

無回答
18名
（1.4%）
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III まとめ 

 

   調査対象者の基礎データを得る目的で設定した「あなた自身について」

の 5 項目から得られた回答者の特徴は以下の通りである。 

 

1) 勤務校の記入者は 96%(1278 名中 1227 名)に上る。 

2) 全体では女性の回答者が男性より約 10%多い。ただし、中学校で

は女性は男性より約 27％多く、一方高校では男性が女性より約

7%多くなっている。 

3) 回答者の年齢構成は 60 代を別にすれば、30 代(31.1%)と 40 代

(29.8%)が拮抗しており、以下 20 代(25.5%)、50 代(12.8%)と続い

ている。 

4) 勤務校別では中学校教員が 6 割弱(57.8%)、高校教員が 4 割強

(40.8%)を占めている。 

5) 回答者の教育歴は「20 年以上」(27.1%)が、全体の４分の１強を

占めているが、あとは「20 年未満」(17.1%)、「15 年未満」（16.5%）、

｢10 年未満｣(13.4%)、「3 年未満」(6.8%)「初任者」（4.5%）とい

う分布状況である。 
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第 2 章 教授法、指導、教科内研修 

緑川 日出子 

          

I  背景 

 
 平成 12 年度に中学校・高等学校の５年次・10 年次研修に参加した 344 名を

対象に TERG が行った現職英語科教員の研修実態調査の結果から、現職教員は

英語力と授業力の強化の必要を感じながら、実際に研修を行っているのは45.9%
で、その方法は個人的な英語力強化の研修が中心であること、授業力強化の研

修は時間的、その他の制約のために行われにくい状況であることが明らかにな

った。教科内研修は 70%の学校でほとんど実施されていないということも判明

した。さらに、授業力向上を目的とした研修の効果について、平成１１年度の

英語教育指導者講座参加者 438 名に対して行った講座評価のアンケート調査の

結果からは、回答者 145 名中のほとんどすべてにとって、講座参加は授業法改

善や生徒理解に有効であったが、一方では、3 週間学校を空けることの物理的、

精神的負担や、参加者が講座参加後に個人のレベルを超え、校内や学区内、研

究会等で授業改善の求心力にはなりにくいという状況も明らになった(TERG 

2002)。このように部分的ではあるが、現職英語教員の研修に関する実態が明ら

かになり、本年度は、現職英語教員の研修の在り方を考えるための手掛かりを

求めるために教員研修に関する意識調査を実施した。その中から、教授法と指

導技術、及び、教科内研修についての質問項目と回答を以下にまとめた。 

 

II  質問の狙い 

 質問の答えから次の情報を得ることを目的とした。 
1. 教授法と指導技術に関する研修 

１）望ましいと思う研修場所、時期、方法（質問 6） 

２）望ましいと思う研修期間（質問 7） 

３）研修内容の種類とその必要度（質問 8） 

 

２．英語科内の研修について 

１）現実的かつ有効と思う科内研修活発化のための方法（質問 11） 

２）授業改善を目的とした校内研修実施の可能性（質問 12） 
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３）望ましいと思う教員研修費用の負担先 (質問 13) 

III  調査結果 

 以下は、質問の順に結果をまとめたものである。データ処理の方法は、各質

問の直後に示した。 

 

１．教授法や授業指導に関する研修について 

 

１）望ましいと思う教授法や授業指導に関する研修 

 
（質問）６．研修場所と時期，方法に関する質問です。先生が望ましいものを 

順位をつけて３つ選んでください。 

選択肢  

１）授業数調整・平日校内研修        
２）土曜日・定期的校内研修 
３）公立研修センター研修              
４）大学院休業制度利用研修           
５）民間その他の研究機関・週末研修 
６）一定期間海外研修 
７）その他                

 

２）データ処理の方法：第１順位には３ポイント、第２順位には２ポイント、 
第３順位に１ポイントの負荷を与えて合計ポイントを算出し、その中で各ポイ 
ントが占める割合をパーセントで求めた後、データを以下の通りにまとめた。 

 
① 全国集計 
② 全国中・高等学校の教員比較 
③ 全国の年代別教員（20 – 50 代）比較 

   （60 代は少数のため除外した。） 
 ④ ３府県（青森県、大阪府、鹿児島県）教員の比較 

 
３）集計結果 
 
① 全国集計の結果 
② 全国の中・高等学校教員比較 
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表 2-1-1   望ましいと思う研修場所と時期、方法       ％ 
 全国 中学 高校 

授業数調整・平日校内研修 20.3 22.4 17.7 

土曜日・定期的校内研修 5.0 5.1 5.0 

公立研修センター研修 18.6 20.8 15.8 

大学院修学休業制度利用研修 14.6 12.1 17.9 

民間その他の研究機関・週末研修 10.9 9.7 11.9 

一定期間海外研修 27.8 27.0 29.0 

その他 1.8 1.9 1.8 

無回答 1.0 1.1 1.0 

計（人数） 1278 739 506 

       
表 2-1-1 から、現職教員の研修で、望ましいと思う研修は、「一定期間海外研修」、

「授業数調整・平日校内研修」「公立研修センター研修」が全国的傾向であるこ

とがわかった。「授業時間数を調整して校内研修」を行うことが望ましいと考え

る教員は約 20 パーセントいた。一方、「土曜日の校内研修」は最も望ましくな

いと考えられており、「週末の外部研修」も敬遠されるようである。また、「大

学院修学休業制度の利用」についても、望ましいと考える教員は少ないことが

わかる。これらから、「海外研修」を除いて、教員研修の場所、時期、方法は就

業時に時間を保障されて行うのが望ましいというのが、全国の標準的考え方で

はないかと推察できる。 
また、同表から、中学校は、全国の傾向に一致、高等学校では、「授業調整に

よる平日校内研修」より「大学院修学休職制度を利用した研修」を望ましいと

考えている様子がわかる。一方、土曜日や週末研修に対する希望が少ないのは

両者に共通している。教員研修の場所、時期、方法は就業時に時間や期間を保

障されて行うのが望ましいという認識は、中学校、高等学校においても変わら

ないと見てよい。 

 
③ 全国の年代別教員の比較（20 – 50 代） 

         

表 2-1-2          望ましいと思う研修場所、時期と方法        ％       

 20 代 30 代 40 代 50 代 

授業調整・平日校内研修 18.5 21.5 19.9 21.9
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土曜日・定期校内研修 6.5 4.2 4.8 4.2

公立研修センター研修 18.9 19.6 17.3 19.2 

大学院休業制度利用研修 14.1 14.1 16.3 12.4

民間その他の機関・週末研修 10.5 10.2 11.2 12.3 

一定期間海外研修 30.0 27.5 27.1 26.2

その他 0.5 1.9 2.6 2.6

無回答 1.1 1.1 1.3 1.3

計（人数） 326 397 381 163 

 
表 2-1-2 によって、年代別に比較しても、全国的傾向とほぼ一致している。しか

し、特に 20 代の教員は、ほぼ３人に１人が「一定期間行われる海外研修」を最

も望ましいと考えている。また、数値は小さいが、40 代は「大学院修学休業制

度」を他の年代より望ましいと考えていることがわかった。 

 
④ ３府県（青森県、大阪府、鹿児島県）教員の比較 

 
表 2-1-3     望ましい研修場所と時期、方法、府県別比較     % 

 青森 大阪 鹿児島 

授業調整・平日校内研修 18.9  21.4 19.4 

土曜日・定期校内研修 4.5 2.9  6.5 

公立研修センター研修 24.1 17.2 19.0 

大学院休業制度利用研修 13.9 17.0 13.1 

民間その他の機関・週末研修 12.0 12.1 8.7 

一定期間海外研修 23.5 26.3 32.3 

その他 1.4 2.7 1.0 

無回答 1.6  0.8 0 

計（人数） 154 191 144 

 
 表 2-1-3 から、望ましいと思う研修の上位３項目は、全国の傾向に一致してい

ることがわかる。しかし、「一定期間の海外研修」を望んでいる教員が他に較べ

て多いのは鹿児島県である。一方、「公立研修センター研修」が望ましいと思う

教員は、青森県が最も多く、僅かではあるが「一定期間の海外研修」以上にこ

の研修を望ましいと考えている様子がわかる。「土曜日に行う校内研修」や「大

学院修学休業制度の利用による研修」については、大阪府が若干ではあるが、

他と異なる傾向を示している。  
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５）望ましい校外研修期間について 
（質問）７．上記１の３），４），５），６）は校外研修についてですが，これら

のいずれかを選んだ方は，この項目にお答えください。校外研修につ

いて，先生が最も望ましいと思うものを順位をつけて２つ選んでくだ

さい。 

   

選択肢 

１）週間程度 ２）２週間程度 ３）３週間程度 ４）１ヶ月程度 

５）１学期程度 ６）１年間定期・継続的 ７）その他 

  

６）データ処理の方法：順位をつけて２つ選ばれた回答について、第１順位に 
は２ポイント、第２順位には１ポイントの負荷を与えてデータ処理を行なった。 
 
７）集計結果 

 
① 全国集計の結果 
② 全国の中・高等学校教員比較 

 
表 2-１-4       望ましいと思う校外研修期間    ％ 

 全国 中学校 高等学校 

１週間程度 15.8 18.2 12.7 

２週間程度 8.0 7.9 8.4 

３週間程度 3.7 3.4 4.0 

１ヶ月程度 14.4 14.9 13.8 

１学期程度 16.3 15.3 17.2 

１年間定期・継続的 35.2 34.2 36.1 

その他 3.1 2.5 4.0 

無回答 3.6 3.5 3.8 

計（人数） 1278 739 506 

 
表 2-1-4 から、校外研修期間は、「１年間定期的・継続的に行う」のが望まし

いと考える教員が全国的に 35%以上で、他の期間を大きく引き離している。し

かし一方では「１週間程度」が３番目に望ましいと考えられ、「３週間程度」は

望ましくないという共通の認識があるようだ。まとめて見れば、教員研修は長

期に渡って行うのが望ましいというのが全国的意識とみることができるだろう。 
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また、同表から、研修期間については、高等学校の教員に較べ、中学校教員

に「１週間程度」の短期研修の支持が高いようだ。しかし、「１年程度の定期・

継続的」研修が望ましいと考える点では、中学校教員も高等学校教員も同じで

ある。 

 
③ 全国の年代別（20 – 50 代）比較 
④ ３府県教員の比較 

            
     表 2-1-5  望ましい考える校外研修期間     ％  

 20 代 30 代 40 代 50 代

１週間程度 15.6 16.2 18.2 14.5

２週間程度 9.6 7.6 7.0 7.6

３週間程度 4.4 2.7 6.1 3.0

１ヶ月程度 13.4 13.8 15.5 15.1

１学期程度 16.7 14.8 16.8 16.3

年間継続的  34.5 38.2 30.1 29.2

その他 2.5 3.8 2.5 2.4

無回答 3.4 3.0 3.9 3.8

回答者数 326 397 381 163

 
表 2-1-5 から、年代別に見た望ましいと思う校外研修期間で、最も支持が多い

のは、「１年間の定期的・継続的」研修である。「１週間程度」は、30 代、４０

代では、2 位である。しかし、１ヶ月に満たない研修期間は望ましくないと思う

傾向は、年代を超えて共通の認識と思われる。 

 
表 2-1-6 望ましい考える校外研修期間 % 

 青森 大阪 鹿児島

１週間程度 25.8 13.8 10.4

２週間程度 12.1 6.8 6.3

３週間程度 4.1 3.0 3.5

１ヶ月程度 12.3 10.5 18.1

１学期程度 8.0 19.3 18.1

年間継続的 31.6 38.4 38.4

その他 2.8 4.5 2.3

無回答 3.2 3.7 3.0
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回答者数 154 191 144

 
表 2-3 によって、望ましいと思う研修期間にも、若干の地域差があるようだ。

青森県では「１週間程度」、または「２週間程度」を望ましいと考える教員が、

大阪府や鹿児島県に較べて多いことが明らかになった。 

 
７）研修内容とその必要度について  
（質問）８．研修内容について，先生はどの程度必要と感じていますか。下の

４段階の数値を使ってお答えください。 

① 必要，②どちらかというと必要，③ どちらかというと不必要  

④不必要 

選択肢 

    １）外国人とコミュニケーションする能力 

２）ALT とのティームティーチングをする力 

３）教科書やワークブック等の教材を扱う技術 

４）教材を作成する技術 

５）英語の教授法の知識 

６）生徒を指導する技術 

７）生徒理解に関する知識 

８）評価に関する知識 

９）評価の技術 

１０）授業を運営する技術 

１１）コンピュータその他の教育機器を効果的に用いる技術 

 

８）データ処理の方法：この項目には因子分析法を用いた。「必要」と答えたも

のに４ポイント，「どちらかというと必要」と答えたものに３ポイント，「どち

らかというと不必要」と答えたものに２ポイント，「不必要」と答えたものに１

ポイント，無回答に０ポイントを与えて集計し，主因子分析によって因子を抽

出した結果、表-2-3 に示す３因子を抽出した。回転法は Kaiser の正規化を伴う

バリマックス法を用い，因子得点の計算方法は回帰法に従った。 

 
表 2-1-7         因子別負荷量表 

 第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子

外国人とコミュニケーションする能力 -0.058 -0.020 0.394

ALT とのティームティーチングをする力 -0.052 -0.056 0.542

教科書やワークブック等の教材を扱う技術 0.291 -0.130 0.001
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教材を作成する技術 0.223 -0.098 0.013

英語の教授法の知識 0.187 -0.076 0.011

生徒を指導する技術 0.317 -0.132 -0.028

生徒理解に関する知識 0.154 0.065 -0.044

評価に関する知識 -0.091 0.523 -0.080

評価の技術 -0.080 0.375 -0.046

授業を運営する技術 0.140 0.137 -0.047

教育機器を効果的に用いる技術 -0.111 0.125 0.086

 
表 2-1-7 から，この調査では因子が３つあるとわかる。３つの因子に名前を付け

る。この表を見ると第１因子については，「教科書やワークブック等の教材を扱

う技術」と「生徒を指導する技術」が 0.25 より高いので「生徒への指導への研

修の思い」と考え「指導法」と名付ける。第２因子は「評価に関する知識」と

「評価の技術」が 0.25 より高いので「評価への研修の思い」と考え「評価」と

名付ける。第３因子は「外国人」と「ALT」が 0.25 より高いので，「外国人と

話せる能力への研修」と考え「外国人」と名付ける。このアンケートに答えた

教員の「研修に対する」深層心理はこの３つの因子によって形成されていると

考えられる。次に，この３つの因子に対して各教員の因子得点を出す。その得

点の平均値を中学校教員若年層（20 代と 30 代），中学校教員壮年層（40 代以上）

と高校教員若年層（20 代と 30 代），高校教員壮年層（40 代以上）で出してみた。 

 

表 2-1-8   教員グループ別因子得点の平均 

 指導法 評価 外国人 

中学校教員若年層 0.138091 0.074391 0.010399

中学校教員壮年層 -0.01829 0.039342 -0.02855

高校教員若年層 -0.07384 -0.09768 0.063278

高校教員壮年層 -0.16064 -0.11624 -0.07344
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図-2-1   教員グループ別因子得点の平均 

 

従来は中学校での評価は相対評価が一般的であったが，絶対評価で成績をつ

けることができるようになるので，中学校教員は若年層及び壮年層共に「評価

研修」についての意識が高いことがわかる。逆に高校の教員は「評価研修」の

意識が低いこともわかる。「指導法」も中学校教員の意識が高い。「外国人」に

おいて唯一高校の若年層が中学校教員より意識が高くなる。高校の壮年層は３

つの因子において意識が低いと言える。（4)の統計分析と解説 酒井志延） 

 
２．英語科内の研修について 

１）科内研修を活発にさせるための方法について 

 
（質問）11．英語科内の研修を活発化させるにはどのよう方法が，現実的かつ

有効的だと思いますか。順位をつけて３つお選びください。 
     選択肢 

１）公立研修センターが研修テーマや教材を準備したものに基づ

いて各教員が任意に研修する 

      ２）授業を自由に公開して相互に技術や意見を交換する 

      ３）近隣の学校と協力して研究会等を行う 

      ４）教師が順番に公的研修期間の研修に参加する 

   ５）英語教育関係の図書やビデオ教材を充実させるために、科内

予算を計上する 
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      ６）学校でインターネット環境を充実させ、教師がインターネッ

トで自由に勉強できるようにする  

      ７）ALT を常駐させる 

      ８）長期休業中に海外研修に参加する 

      ９）その他 

 

３）集計結果  
 

① 全国集計 (回答者総数 1278 名) 
② 全国中・高等学校教員の比較 
 

表-2-1-9 科内研修を活発化させるための方法              ％  

 全国 中学校 高校 

公立研修センターの指導の下で個人研修 11.0 11.5 10.0

授業を自由に公開・相互に技術や意見交換 19.3 19.8 18.4

近隣の学校と協力・研究会等の実施 8.2 9.2 6.3

教員が順に公的研修機関での研修参加 12.3 12.4 11.9

図書やビデオ教材等充実のための科内予算計上 7.0 7.2 6.6

校内インターネット環境 4.0 2.9 5.6

ALT の常駐 17.0 17.3 17.0

長期休業中の海外研修 18.7 16.6 21.3

その他 1.0 1.0 1.1

無回答 1.9 2.1 1.9

計（人数） 1278 739 506

 

表 2-1-9 から、科内研修を活発にさせる現実的かつ有効な方法として上位に選

ばれたのは、「授業公開」、「長期休業中の海外研修」、「ALT の常駐」である。一

方、「図書や教材の充実のための予算計上」や、「近隣の学校との研究会」、「イ

ンターネット環境の整備」等による科内の研修活発化が現実的、かつ有効であ

るとは考えにくいことが数値から明かである。 

また、同表から、現実的でかつ有効な科内研修の中・高比較も、ほとんど類

似の傾向を示している。しかし、中学校教員は高等学校教員に較べて「長期休

暇を利用した海外研修」が科内研修として有効、かつ現実的であるという回答

が少ない。 

 

③ 全国の年代別教員の比較（20 – 50 代） 



 11

        

表 2-1-10 科内研修を活発化させるための方法  ％  

 20 30 40 50 

公立研修センターの指導

の下で個人研修 

10.3 11.8 11.9 6.4 

授業を自由に公開・相互

に技術や意見交換 

19.0 19.2 23.1 9.2 

近隣の学校と協力・研究

会等の実施 

9.0 9.0 8.1 3.0 

教員が順に公的研修機関

での研修参加 

8.8 12.1 17.8 6.5 

図書やビデオ教材等充実

のための科内予算計上 

7.1 6.3 8.0 4.0 

校内インターネット環境 3.9 4.6 4.4 1.4 

ALT の常駐 18.4 17.3 19.3 7.4 

長期休業中の海外研修 21.4 16.7 20.5 10.1 

その他   0.5 1.3 1.7 0.2 

無回答 1.6 1.6 2.2 1.9 

計（人数） 326 397 381 163 

 

表 2-1-10 から、どの研修に対しても現実的で有効だという答えが平均的に多

かったのは３０代である。また、「授業公開」が有効と答えたのは、３０代４０

代の教員であり、２０代はそれよりやや低い。５０代の教員は他の年代層に較

べて、選択肢として選ばれた科内研修活発化のための研修は現実的、かつ有効

であると評価していないことが判明した。 

 

⑤ ３府県（青森県、大阪府、鹿児島県）教員の比較 

 
表 2-1-11 科内研修を活発化させるための方法   ％ 

 青森 大阪 鹿児島 

公立研修センターの指導

の下で個人研修 

14.6 11.1 8.0 

授業を自由に公開・相互

に技術や意見交換 

22.5 18.0 15.7 
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近隣の学校と協力・研究

会等の実施 

11.4 4.9 8.7 

教員が順に公的研修機関

での研修参加 

11.4 11.6 11.5 

図書やビデオ教材等充実

のための科内予算計上 

6.1 7.7 7.4 

校内インターネット環境 1.3 4.7 5.4 

ALT の常駐 14.4 21.6 16.4 

長期休業中の海外研修 15.7 17.4 21.9 

その他   1.3 2.1 2.1 

無回答 1.6 2.1 4.0 

回答者総数 154 191 144 

 

表 2-1-11 によって、「公立センターの活用」や、「授業公開」について現実的、

かつ有効と考える教員が最も多いのは青森県である。大阪府の教員は「ALT の常

駐」が科内研修に有効であると考える教員が他に較べて多い。「インターネット

環境の整備」によって科内研修を進めることには、どこの県でも５パーセント

程度の支持しか集めていない。 

最後に、この質問には「実現可能性」と「有効性」という２種類の判断基準

を 1 つにまとめて質問したために、どちら一方が優先してこのような結果にな

った可能性があるのではないかと思われる。  
    

６）校内で授業改善を目的とした研修の可能性について 

 

（質問）12．最近，海外では授業改善を目指した教師の科内研修が盛んになっ

てきています。先生の学校の英語科で定期的に次のような研修をし

たいと考えたときの可能性を，下の４段階の数値でお答えください。 

｢可能｣ ｢どちらかと言えば可能｣「どちらかと言えば不可能」 

「不可能」 

     選択肢 

      １）授業の相互公開        

２）授業の相互批評 

３）授業の問題点協議 

      ４）問題点解決のためのワークショップ 

      ５）問題点解決のための実験的授業実施 
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７）データ処理の方法：上記の質問の 1部に誤りがあったために、データを、「可

能」「不可能」「無回答」「無効データ」に分けてまとめ、実数とパーセントで表

記して、全国集計のみ行った。 

 

８）集計結果 (回答者総数 1278 名) 
 

① 全国集計  

 

 表 2-1-12    科内研修の可能性        ％ 

 可能 不可能 無回答 無効 

授業の相互公開 53.4 4.5 2.4 39.7 

授業の相互批評 34.0 6.7 2.8 56.6 

授業の問題点協議 34.7 4.4 2.6 58.3 

ワークショップ 12.1 9.5 2.9 75.5 

実験的授業 11.3 11.5 2.9 74.3 

  

 

表 2-1-12 が示すとおり、「可能」と「不可能」の２極のみを比較すると、

どの項目についても「不可能」という回答は比較的少なかった。しかし、絶

対に「可能」であるという答えは、項目ごとに差が激しい。「科内の相互授業

公開」には、５０％以上の積極的支持があるが、科内で協力して「問題解決

のためのワークショップ」を開いたり、「問題点解決のための実験的授業の実

施」の可能性は１０％を僅かに超える支持である。２極についてのみ考えれ

ば、問題の授業を科内会議で取り上げて検討し、改善策を話し合って、新た

な授業を行うという、いわゆるアクション・リサーチ的な科内研修の方法は、

積極的支持を得ていないということがわかる。しかし、本来は「可能」｢不可

能｣の傾向をより明らかに示す筈だった無効データ数が有効データを超えて

いるので、ここに示すデータのみでは、残念ながら全体像を掴むことはでき

ない。  

 
９）教員の研修費用の負担について 
 

(質問)13．先生が教授法や指導技術，またご自身の英語運用能力を高めるた

めに特に費用を要する研修に参加しようとする場合，費用の負担に

ついてどれが望ましいと思いますか。 



 14

      選択肢 
１） すべて公費負担 
２） 1 部私費負担 
３） 1 部公費負担 
４） すべて私費負担 
５） その他 

 
１０）データ処理の方法：１．２）参照 
１１）集計結果 
 

① 全国集計 
② 全国の中・高等学校教員の比較 

 
表 2-1-13 望ましいと思う研修費用の負担先 % 

 全国 中学 高校 

すべて公費負担 28.4 27.9 28.7 

 １部私費負担 55.0 55.1 55.1 

１部公費負担 10.3 10.6 10.1 

すべて私費負担 1.7 1.8 1.6 

その他 2.0 1.6 2.0 

無回答 2.7 3.1 2.2 

  計（名） 1278 739 506 

 
表 2-1-13 によって、研修費用はすべて公費で賄われるべきだとする考えも約

30％あるが、平均的にみれば、50％以上の教員が、１部は受益者負担でもよい

という考えを示している。しかし、どちらかと言えば、教員研修は「公費負担」

中心という考え方が全国教員の認識であるようだ。 
また、同表から、中学校教員も高等学校教員の比較においても、全国集計の

結果とほとんど一致している。  

 
③ 全国の年代別（20 – 50 代）比較 

 
表 2-1-14 望ましいと思う研修費用の負担先 ％  

 20 代 30 代 40 代 50 代 

すべて公費負担 26.7 29.2 31.2 23.3 

１部私費負担 59.2 52.9 56.0 51.5 
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１部公費負担 8.3 12.3 6.3 16.6 

すべて私費負担 1.8 0.8 2.6 1.2 

その他 1.8 2.8 1.8 0.6 

無回答 2.4 2.0 2.1 6.7 

  計（名） 326 397 381 163 

  
表 2-1-14 から、年代別でも、研修費用は１部を除き、公費負担であるべきだ

という考えが全体的傾向である。 

 
④ ３府県教員の比較 

 
表 2-1-15 望ましいと思う研修費用の負担先 ％  

     青森 大阪 鹿児島 

すべて公費負担 16.2 35.1 27.1 

１部私費負担 65.6 52.4 57.0 

１部公費負担 12.3 7.3 7.0 

すべて私費負担 1.9 1.6 1.4 

その他 0.6 1.6 2.1 

無回答 3.4 2.1 5.6 

  計（名） 154 191 144 

 
表 2-1-15 から、府県別に見ると、「1 部私費負担」を最も支持しているのは青

森県である。また、「すべて公費負担」が望ましいとする傾向が強いのは大阪府

である。しかし、いずれの府県でも研修はできるだけ公費でと考える傾向は、

全国集計の結果と一致している。 

 
  

まとめ 
 この調査は、①全国集計に加えて、②中・高等が校別教員の比較③年代別教

員の比較④府県別教員の比較を試みた。結果は、校種、年代、地域による若干

の相違が明らかになったが、全体としては、どの質問についても全国調査の結

果を大幅に覆す結果はなかった。従って、ここでは、全国集計の結果をまとめ

と今後の課題として研究・検討すべき点を提示したい。 

  
１．授業法や授業指導に関する研修について 
１）研修場所・時期・方法 
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望ましい研修は「一定期間の海外研修」「平日の授業時間調整による校内研

修」「公立教育センター研修」の順である。 
  この結果から、教員研修は上記の３項目について、どうすれば実施が可能

になるかの方法論を考える必要がある。研修と評価、研修の成果の共有の問題

や,費用、人的措置等考えなければならない問題が山積している。しかし、教員

の授業力、英語運用能力が生徒の英語学習を効果的に助けるためには、これら

の研修に向けての可能性を検討することで必要である。さらに、この質問から、

法論検討がぜひほしいところである。さらに、教員の研修場所として公立教育

研修センターが適当であることもわかった。現在行われている義務研修では、

専門分野の研修時間が限られていること、各都道府県の専門科目の任意研修は

希望者が少ないという実態等を考え合わせて、公立教育研修センターの効果的

な利用法の検討が必要である。 
２）望ましい研修期間 

望ましい研修期間は、｢１年間定期的・継続的｣｢１学期程度｣「１週間程度」 

の順である。全国的に、１ヶ月以上の研修を望む傾向が強い。「３週間程度」 

が最も望ましくないという背景は、これまでの調査で、３週間では、講師等 

の措置がなれず問題であるという指摘を裏付けるものであるかもしれない。 

短期研修にも教員の負担を軽減する措置を検討すること、さらに、長期・継 

続的に研修を行いたいという意向を反映させるためには、それを可能にする 

ための方法論の検討が必要である。 

 
３）研修内容と必要度 
ここでは、中学校教員は高等学校教員より、「生徒指導や教科指導」「評価の

知識や評価方法」についての研修の必要性をより強く意識している。高等学校

教員は、「外国人との共同授業や自らの「英語コミュニケーション能力の研修」

の必要性を中学校教員に較べてやや強く感じている。高校壮年層（40 年代以後）

は、その研修内容について必要度の意識が低い。そこで、この層が校内研修の

中核になり、研修の必要を感じている若年層を助けて教授法や指導法改善が可

能になるようにするために、英語科内の協力体制について検討を加えることが

必要である。 
２．英語科内の研修について 
１）科内研修を活発化させるための方法論 
  自由な授業公開と意見交換」「長期休暇中の海外研修」「ALT の常駐」が上

位３つに入った。しかし、いづれの方法も 20％以下の支持率で、絶対的に支持

されているものはないように思われる。これは選択項目が多かったことにしれ

ない。しかし、教員研修はどちらかといえば個人の問題と捉えられがちで、共
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同で研修を行うという意識はまだ普及していないようだ。しかし、個人研修が

可能な「インターネット環境整備」にほとんど支持がない。この原因は、再び、

「現実的で有効な研修」という質問の問い方のために、実現性の低い方法論が

避けられた可能性がある。質問かへの回答を手掛かりに、科内研修の実態をさ

らに詳しく調べ、教員が効果的な科内研修の方法論を検討する必要がある。 

２）授業改善を目指した科内研修の可能性について 

授業改善を目指したアクション・リサーチの手順を示して、どこまで可能か

調査したところ、全国の半数以上の回答者が可能としたのは「授業の相互公開」

「相互批評」「問題点の協議」は３割強、問題解決のための「ワークショップ」

や「実験的授業」の支持は１割強という結果が明らかになった。この数値から、

校内に居ながらにして授業改善を進めるアクション・リサーチ的授業改善法は、

まだ一般的でないと思われる。データに問題はあったが、新しい研修法につい

ては、教授法を専門とする大学関係者、公立教育センター担当者と教員の連携

がどのように可能になるか方法論の検討が必要である。 

３）教員研修のための費用負担について 

 ｢１部私費負担｣「すべて公費負担」「１部公費負担」の順に全国の傾向が明ら

かになった。しかし、研修参加費用の１部は私費で負担してもよいという考え

が、回答者の５割を越えていることは注目に値する。どこまでを 1 部とみなす

かについては、研修の種類や期間、方法と関係して考え合わせることが必要で

あろう。また、この質問から、研修費用はすべて個人負担という西欧的な発想

は、まだ日本には馴染んでいないことが明らかである。公費負担の可能性を求

める一方で、個人の職業上の資質を高めるためにどこで費用を負担すべきかに

ついて、教員側も再検討する必要がありそうである。 

 以上のように整理すると、公的機関で検討されるべき問題、学校単位で解決

すべき問題、個人のレベルで解決すべき問題が混在している。この研究プロジ

ェクトの最終目標は、実践的コミュニケーション能力の育成を目標に掲げた日

本の中・高等学校英語教育の効果を上げるためには、教員研修が不可欠という

考えの下、明らかになった問題点の解決策を求めてさらに研究を続けることに

なる。最後に、アンケートにご協力くださった全国の先生方に心から感謝する

と共に、今後も全国の関係諸機関、学校、個々の先生方のご協力をぜひお願い

したい。 

 

参考文献 
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第 3 章 英語力と自己英語研修 
 

久村 研 
 

I  背景 

 
教員の英語力については，個人，団体，組織，機関などからさまざまな見解

や意見が出されている。誰が言い出したか特定はできないが，英語教師の望ま

しい英語力は実用英語能力検定（→英検）1 級，TOEFL600 点以上だという説

をよく耳にする。また，中・高の教員採用試験に際し，例えば，北海道では英

検準 1 級以上，国連英検 A 級以上，TOEFL520 点以上，TOEIC650 点以上の取

得者は，申請により専門検査（I）の免除措置を受けられる。宮城県では，英検

1 級，TOEFL550 点以上の取得者は第１次試験を免除される（管 2001）。一方，

大学によっては，英語科教育法あるいは教育実習の履修者を「英検 2 級以上の

取得者に限る」（例：明海大学）などの基準を設けているところもある。このよ

うに「英語教師としての望ましい英語運用能力」，「教員採用時の英語力」，「教

員養成課程における履修者の英語力」については，測定・評価基準が定まって

いない。 
一方，本研究会の 2000 年度の調査結果では，「校務や生徒指導で忙し過ぎて

研修する暇などない」という声が多く，自己研修をしていない教師がしている

教師を上回った。しかし，大多数の教師が研修の必要性を認め，英語力を伸ば

すための研修を望んでいることも判明した。 
こうした状況にもかかわらず，「英語教師の望ましい英語力に対する現職教員

の認識」，「校務と英語研修時間確保に関する教員の希望」，「現職教員の自己研

修の実態」についての全国的な調査・研究は，全くと言っていいほど行われて

こなかった。 
2001 年 7 月に回収した，英語教育指導者講座中央研修（56 名），同じく中部・

中国地区ブロック研修（計 28 名），総計 84 名（内訳：中学 41 名，高校 42 名，

教育委員会１名）に対する本研究会の調査の中に，上記 3 項目に関する質問を

含めた。その結果，「英語教師としての望ましい英語力」及び「英語で授業を行

うのに必要な英語力」は共に「英検準 1 級」と認識している教員が多いこと。「英

語力」に対する目安は，ほぼ英検を中心とし，TOEFL, TOEIC は現職教員にあ

まり浸透していないということ。「海外研修」や「教育センターでの研修」を受

けやすくしてほしいという希望が多いこと。英語力を向上させるために日頃行

っている勉強のうち，「ＡＬＴと機会があればできるだけ英語で話す」「英語の

歌を聞いたり歌ったりしている」「英語の映画を見るよう心がけている」「でき

るだけ授業で英語を使うよう努めている」「学校外で行われている研修会や講演

会に参加している」「ラジオやテレビの英会話番組を視聴する」「英語や英語教
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育の雑誌・専門誌を読むよう心掛けている」が多いことが判明した。 
しかし，この調査は限られた人数，限られた地域の結果であるため，今回，

同じ質問項目を使って，全国レベルで調査することになった。 
 
 

II 質問項目のねらい 

 
本章に関して，アンケートの中では「II 教師の英語運用能力について」と「IV 

英語力について」という見出しをつけて 2 箇所でたずねている。前者は，英語

教師としての望ましい英語力，及び，校務と英語力向上のための研修との関連，

後者は，個人の英語力や自己研修を調査の観点とした。 
質問項目の第 1 のねらいは，現職の英語教員は「教師としての望ましい英語

力」をどのようなレベルで設定しているのか。また，個人の英語力を能力試験

との関連でどの程度把握しているのかという点を明らかにすることである。 
第 2 のねらいは，英語力向上のための研修に対するニーズを，校務との関連

で調査することである。研修の必要性を感じてはいるが，「忙しい」「時間が足

りない」と言う教員が多い中で，どのような形態あるいは内容の研修を望んで

いるかについてのニーズ･アナリシスを行うことである。 
第 3 は，自己英語研修の実態を明らかにすることである。教員の自己研修・

成長の方法や内容に関しては，Roberts (1998)，八田（2000），Pickering (2000)
などが詳しく論じているが，本調査ではそれらを参考にして，できるだけ日本

の教育現場や生活環境の実態に合わせて項目を立てた。 
 
 

III 結果 

 
１．教師の英語運用能力について 
 
１）望ましい英語力 
 
（質問）9．コミュニケーション重視の英語教育の必要性が叫ばれています。教

師はどの程度の英語運用力を持つことが望ましいと考えますか。1 つ選んでくだ

さい。 
1） 英検 2 級程度， 2）英検準 1 級程度， 3）英検 1 級程度 

 ただし，TOEFL，TOEIC のテストをよくご存知の先生は，それぞれまたは，

どちらかの望ましい得点を記入してください。 
    TOEFL （     ）    TOEIC （     ） 
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      表 3-1 望ましい英語力―英検   人数（%） 
英検 2級程度 236 (18.5)
英検準 1級程度 706 (55.2)
英検 1級程度 271 (21.2)
無回答 65 (5.1)
合計 1278 (100)

 
   表 3-1-1 望ましい英語力―TOEFL，TOEIC  人数（%） 

TOEFL TOEIC 
500 未満 6  (2.9) 600 未満 8 (3.9)
500～ 42 (20.1) 600～ 29 (14.1)
550～ 84 (40.2) 700～ 85 (41.2)
600～ 77 (36.8) 800～ 69 (33.5)
合計 209 (100) 900～ 15 ( 7.3)
無回答 1069 合計 206 (100)
回答率 (16.4) 無回答 1072
 回答率 (16.1)

      （注）この表に限り，パーセンテージは，回答数合計を分母とした。 
 
 全国的に，英検準 1 級を支持する教員が過半数以上いることが判明した。一

方，TOEFL，TOEIC の浸透率は 20％以下であり，それらを知っている教員の

大多数は，TOEFL550 点以上，TOEIC700 点以上を「望ましい」と考えている。 
 この結果をさらに詳しく見るために，中・高別のクロス集計，年代別のクロ

ス集計，さらに，個別の 3 府県の集計を取ってみた。ただし，TOEFL，TOEIC
に関しては，欠損値が大きく，データとしての信頼性に欠けるので，英検だけ

を集計の対象とした。 
 
① 中・高別の集計結果 
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  図 3-1 望ましい英語力―中・高別（中学：n=739，高校：n=506） 
注：上記の図には，高校定時制，高等専門学校，その他を併せ 33 名からの回 
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答は含まれていない。 
 

中学と高校では教師としての望ましい英語力に対する認識の差があることが

判明した。英検準 1 級を「望ましい」とした割合は，両者ともトップであるが，

中学の方が 3％近く多い。しかし，それ以上の差は，2 級と 1 級にある。2 級で

は，中学が高校の約 2 倍強，1 級では逆に高校が中学の 2 倍強となっている。高

校教員の方が中学教員より，望ましい英語力に対する認識が高いと言える。 
 

② 年代別の集計結果 
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  図 3-2 望ましい英語力―年代別 

（20 代：n=326，30 代：n=397，40 代：n=381，50 代：n=163） 
（注）上記の表には 60 代以上の 7 名と年代の無回答 1 名は数が少ないため含め 

ていない。 
 
 上記の図において，50 代の数が他の代の半数またはそれ以下なので，資料と

して比較するのはバランスを欠いていると考えられる。従って，20～40 代を比

べてみる。この図だけでは年代によって差があるとは断じ得ない。各年代の中・

高の所属別も関連する。20 代は中学の回答者の率（65.4%）がかなり高く，年

代ごとに中学の回答者が減り，高校が増えている（表 1-5 参照）。従って，50 代

を除外すると年代順に英検 1 級を支持する率が高くなるのは，中・高の所属の

割合にも関係しているだろう。つまり，望ましい英語力の認識に関しては，年

代差はそれほど有意とは言えないのではないか。ただし，高校所属を含む 20 代

の準 1 級への支持率（60.7 %）は特徴的と言える。 
  
③ 3 府県の集計結果 
 
 中・高すべての学校にアンケートを出した青森，大阪，鹿児島を集計し，地

域差があるかどうかを見る。 
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  図3-3 望ましい英語力―府県別（青森：n=154，大阪：n=191，鹿児島n=144） 
 
 調査した３府県の結果にはかなりのバラツキが見られる。全国平均の 2 級の

割合に近似しているのは青森だが，準 1 級と 1 級は全国と差がある。大阪は 2
級が極端に少なく，1 級が相当多い。準 1 級と 1 級を合計すると 85.4%になり，

これは高校教員の全国平均よりも高い。鹿児島は 1 級の割合が全国平均の半分

以下である。ちなみに，3 府県の中・高別，年代別の分布表（表 1-6，表 1-7 参

照）を見ると，回答者の所属（中学だけを見ると，青森：64.3%，大阪：42.4%，

鹿児島 54.9%），年代（40 代では，青森：18.8%，大阪：41.9%，鹿児島：13.9%）

にバラツキはあるものの，望ましい英語力に対する認識には，地域差が認めら

れると言える。青森と鹿児島の準 1 級への支持率の高さは， 20 代の特徴と似て

いる。 
 
２）校務と研修 
 
（質問）10．先生が「英語運用能力」を向上させる研修を恒常的に受けるには，

どれが現実的で，また効果的であると思いますか。順位をつけて 3 つお選びく

ださい。 
  1 番（     ） 2 番（     ） 3 番（     ） 

1) 授業時数を調整して，都道府県の研修センターで運用能力訓練を目的とし

た研修を継続的に受ける。（→センター） 
2) 校内または近隣の学校に ALT を配置して，放課後に運用力強化の研修を行 
う。（→ALT） 

3) 授業時数を調整して，自由な勉強時間を持つ。（→自由勉強） 
4) 授業時数を調整して，民間の英会話学校に通えるようにする。(→会話学校) 
5)英検，TOEFL,TOEIC の得点を基準としてある段階に達した場合に昇給す 
る。（→能力試験） 

6) 長期休業中に，海外研修に参加しやすくする。（→海外研修） 
7) その他（       ） 

（注）（→ ）の中の用語は以降それぞれの略称として用いる。 
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 ここでは，英語力向上のための研修についてのニーズ・アナリシスを行うこ

とが調査の観点である。まず，ポイント算出をすることによって綜合集計を出

し，参考として各順位の集計を提示しておく。次に。また，中・高別，年代別，

府県別集計によってそれぞれに差異があるかどうかを見る。 
 
① 総合集計結果 
 
順位をつけてもらった調査なので，ポイント制で総合結果を出す。すなわち，

1 番に 3 pnt，2 番に 2 pnt，3 番に 1 pnt をそれぞれ掛け，3 つを加えて構成比

率をもとめた。 
表 3-2 校務と研修   %     
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 また，1～3 番それぞれの集計結果は次表のとおりである。 

表 3-2-1 校務と研修―各順位の集計結果           人数（%） 
 1 番 2 番 3 番 

センター 281 (22.0) 251 (19.6) 240 (18.8)
ALT 216 (16.9) 253 (19.8) 209 (16.3)

自由勉強 154 (12.0) 151 (11.8) 156 (12.2)
会話学校 82 ( 6.4) 190 (14.9) 162 (12.7)
能力試験 65 ( 5.1) 123 ( 9.6) 115 ( 9.0)
海外研修 433 (33.9) 260 (20.4) 318 (24.9)
その他 25 ( 2.0) 17 ( 1.3) 15 ( 1.2)
無回答 22 ( 1.7) 33 ( 2.6) 63 ( 4.9)
合計 1278 (100) 1278 (100) 1278 (100)

 
 以上の結果，「海外研修」，「センター」，「ALT」が上位 3 位である。さらに，

この 3 項目は 1～3 番のいずれもトップ 3 を占め，相当数の回答者が 1～3 番の

いずれかに入れていることになる。「自由勉強」と「会話学校」が拮抗して次に

来るが，総合で「会話学校」が「自由勉強」の下に位置するのは，1 番への支持

率が少ないためである。しかし，2 番，3 番では支持率は高い。また，能力試験

への支持が意外に少ない。総じて，自己研修より内外を含めた機関や母語話者

センター 20.7 
ALT 17.8 

自由勉強 12.0 
会話学校 10.3 
能力試験 7.3 
海外研修 27.8 
その他 1.6 
無回答 2.5 
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に頼る傾向が見られるが，これは「研修を恒常的に受けるには」という質問に

影響されているからかもしれない。あるいは，日常的にも，長期休暇中にも，

自己研修をする時間がない，という声が反映されているとも考えられる。 
 
② 中・高別の集計結果 
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図 3-4 校務と研修―中・高別（中学：n=739，高校：n=506） 

注：高校（定時制），高専，その他はわずかなので除外した。 
 
 「自由勉強」「会話学校」を除いて，順位は両者とも総合と同じである。だが，

「センター」「ALT」「会話学校」に対するニーズは中学，「自由勉強」「能力試

験」「海外研修」は高校の方が，それぞれ若干高いことが判明した。つまり，ど

ちらかというと，中学の回答者の方が機関や母語話者への傾倒が強く，高校の

回答者は，自由研修に対するニーズが中学より高いと言える。 
 
③ 年代別の集計結果 
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図 3-5 校務と研修―年代別（20 代：n=326，30 代：n=397，40 代：n=381，50 代：n=163） 
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注：50 代は先にも見たとおり比較的に人数が少ないので除外した。 
 
順位はこれまでと変わらないものの，20 代が他の年代と若干異なることがわ

かる。20 代の「海外研修」「ALT」への支持が高いのは，現代の教育環境が反映

されているということだろう。一方，「自由勉強」が他の世代より低いのは，ま

だ自由研修より「訓練」を求める回答者が比較的多いからかもしれない。 
 

④ 府県別の集計結果 

%
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35

センター ALT 自由勉強 会話学校 能力試験 海外研修 その他 無回答

青森 大阪 鹿児島 全国

 
図 3-6 校務と研修―府県別（青森：n=154，大阪：n=191，鹿児島 n=144） 

 
 府県別でも上位 3 項目は変わらない。つまり，「海外研修」「センター」「ALT」
は研修形態として全国的に支持されていると言える。しかし，地域によってそ

れぞれの支持の程度が若干異なっている。青森は，「海外研修」と「センター」

が拮抗している。平均年齢が 30 代前半，中学教員が 65％近くを占めていると

しても，「センター」への支持率が高い。青森の教員には「センター」に期待す

る特別な理由がありそうである。一方，鹿児島は平均年齢の若さ（30 歳前後）

のためか，あるいは地域的な特徴のためか判断できないが，「海外研修」が突出

している。さらに，中学の回答者が多いのに「自由勉強」が高い。大阪はほぼ

全国並と言えよう。こうしてみると，確かに上位 3 項目は全国的に支持される

研修形態と言えるが，地域によって温度差がある。つまり，地域ごとにニーズ・

アセスメントを行う必要があるということである。それによって，優先順位や

重点項目を設定する必要があろう。 
 
２．英語力に関して 
 
 本研究項目に関しては，4 つの質問を用意した。 
 
１）能力試験受験の有無 
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（質問）17. 先生は英検，TOEIC，TOEFL 等の能力試験をお受けになったこ

とがありますか。 
     1) ある     2）ない 
 
① 全国の集計結果 

表 3-3 能力試験受験の有無―全国              人数（%） 
ある 783 (61.3) ない 436 (34.1) 無回答 59 (4.6) 合計 1278 (100)

 
② 中・高別の集計結果 
  表 3-3-1 能力試験受験の有無―中・高別       人数（%） 

 ある ない 無回答 合計 
中学校 454 (61.4) 245 (33.2) 40 (5.4) 739 (100) 
高校 310 (61.3) 179 (35.4) 17 (3.3) 506 (100) 

（注）高校(定時制)，高専，その他の 33 人は数が少ないため除外した。 
 
 この結果，中・高に差がないことが判明した。 
 
③ 年代別の集計結果 

表 3-3-2 能力試験受験の有無―年代別        人数（%） 
 ある ない 無回答 合計 

20 代 243 (74.5) 68 (20.9) 15 (4.6) 326 (100) 
30 代 262 (66.0) 124 (31.2) 11 (2.8) 397 (100) 
40 代 215 (56.4) 145 (38.1) 21 (5.5) 381 (100) 
50 代 58 (35.6) 93 (57.1) 12 (7.3) 163 (100) 

 
 能力試験受験に関してははっきり年代差があり，若い世代ほど受験率が高い

ことが判明した。 
 
④ 府県別の集計結果 

表 3-3-3 能力試験受験の有無―府県別         人数（%） 
 ある ない 無回答 合計 

青森 96 (62.3) 49 (31.8) 9 (5.9) 154 (100) 
大阪 112 (58.6) 73 (38.2) 6 (3.2) 191 (100) 
鹿児島 89 (61.8) 48 (33.3) 7 (4.9) 144 (100) 
全国 783 (61.3) 436 (34.1) 59 (4.6) 1278 (100) 

 大阪の平均年齢が他の 2 県より高いことを考慮に入れれば，多少の差が出て

くると考えられる。従って，３府県は全国平均に近似しており，能力試験の受

験に関してはほぼ地域差はないと言える。 
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２）能力試験の受験結果 
 
（質問）18．17.で「ある」とお答えになった先生におたずねします。 
(1) 受験した能力試験の結果を教えてください。 

英検（    ）級，TOEIC（    ）点，TOEFL（    ）点 
その他（               ） 

(2) 上記の能力試験を最後に受けたのはいつですか。 （    ）年前 
 
 本項目の集計は，全国のみとする。ただし，複数回答もあるので個々の能力

試験別に集計した。 
 
① 能力試験受験結果 
  表 3-4 能力試験受験結果                  人数（%） 

英検 1 級 68 (11.4) TOEFL600 点以上 15 (35.7)
英検準 1 級 180 (30.1) TOEFL580 点以上 4 ( 9.5)
英検２級 349 (58.5) TOEFL550 点以上 23 (54.8)
合計 597 (100) 合計 42 (100)

TOEIC900 点以上 4 (11.7)
TOEIC810 点以上 11 (32.4)
TOEIC730 点以上 19 (55.9)

合計 34 (100)
 
 まず，TOEIC の受験者が 34 名，TOEFL は 42 名で，その他に受験者が含ま

れているとしても，受験数は極めて限られている。この結果から，中・高では

TOEICとTOEFLは浸透していないことが判明した。一方，英検は受験者の 76%
以上を占め，圧倒的な浸透率となっている。また，英検内の 60%弱が 2 級，30%
強が準１級，10%強が 1 級を取得している。この結果は，教師としての望まし

い英語力を準 1 級とする率が高いことを裏付けている。 
 
② 能力試験の受験時期 

表 3-4-1 能力試験受験時期   人数（%） 
1 年未満 45 ( 5.7)
3 年未満 104 (13.3)
6 年未満 124 (15.9)

10 年未満 118 (15.1)
15 年未満 146 (18.6)
15 年以上 211 (26.9)
その他 35 ( 4.5)
合計 783 (100)
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 受験時期が 6 年以上も経過している回答者が 60%を超えている。もし英語を

継続して勉強していなければ「賞味期限」がとっくに切れている時期である。

しかし，それだからこそ，受験したイメージが残っていて，受験したレベルよ

りも上位のレベルが望ましい英語力と判断したのかもしれない。この結果は，

現職となってからの受験者が少ないことを意味していると言えよう。現職に受

験する機会を積極的に与え，昇給や奨励金などの褒章制度を作れば，教師とし

ての望ましい英語力に対する認識も能力試験の成績も，結果は全く異なるもの

になるかもしれない。 
 
３）英語で授業を行う英語力 
 
（質問）19．先生は，英語で授業を行うのに必要な英語力を「能力試験」のレ

ベルで考えると，どのくらいのレベルが適切だと思われますか。１つお選びく

ださい。 
  1）英検 1 級程度  2）英検準 2 級程度  3）英検 2 級程度 
  4）TOEIC900 点以上  5）TOEIC810 点以上  6）TOEIC730 点以上 
  7）TOEFL600 点以上  8）TOEFL580 点以上  9）TOEFL550 点以上 
  10）その他（       ）＊TOEFL は従来方式の点数でお願いします。 
 
 この質問項目に対しては重大なミスプリントがあった。つまり，選択項目２）

は「英検準２級」ではなく，「英検準 1 級」の誤りであった。従って，2）を選

択した回答を無効票として集計を出すにとどめる。 
   表 3-5 英語で授業を行う英語力    人数（%） 

英検 1 級程度 302 (23.6)
無効 218 (17.0)
英検 2 級程度 433 (33.9)
TOEIC900 点以上 9 (0.7)
TOEIC810 点以上 48 (3.8)
TOEIC730 点以上 62 (4.9%
TOEFL600 点以上 26 (2.0)
TOEFL580 点以上 13 (1.0)
TOEFL550 点以上 30 (2.3)
その他 48 (3.8)
無回答 89 (7.0)
合計 1278 (100)

 
４）英語の自己研修について 
 
（質問）20．先生は日頃ご自身の英語力を向上させるためにどのような勉強を



 12

されていますか。次の項目で，当てはまる場合は２，当てはまらない場合は１

でお答えください。 
1) ラジオやテレビの英会話番組を視聴するようにしている（→会話番組） 
2) できるだけ授業で英語を使うよう努めている（→授業英語） 
3) 職場の日本人の同僚と英語で話すよう心掛けている（→同僚英語） 
4) できるだけ英語でメモや日記を書くよう努めている（→メモ日記） 
5) 英和辞典を使わず，英英辞典を使うよう努めている（→英英辞典） 
6) ＡＬＴと機会があればできるだけ英語で話すようにしている（→ALT） 
7) 英語母語話者の友人を作って英語で話すようにしている（→母語話者） 
8) 日本で発行されている英語や英語教育の雑誌や専門誌を読むよう心掛けて

いる（→雑誌類） 
9) 日本で発行されている英字新聞を読むように心掛けている（→英字新聞） 
10) 英会話学校に通っている（→会話学校） 
11) 英語の歌を聞いたり歌ったりしている（→英語歌） 
12) 英語の漫画，童話，小説などを読むようにしている（→英語読書） 
13) 英語のインターネットを利用して英語力を高めている（→ネット） 
14) 英語の映画を見るよう心がけている（→英語映画） 
15) 英検や TOEFL，TOEIC などの能力試験の勉強をしている（→能力試験） 
16) BBC, CNN などのラジオやテレビ番組を視聴している（→海外放送） 
17) TIME, NEWSWEEK などの英米の新聞，雑誌を購読している（→海外雑誌） 
18) 学校外で行われている研修会や講演会に参加している（→研修会） 
19) その他（      ） 
 
 表は度数，図は比率で示した。ただし，図では「その他」「無回答」を除いた。 

表 3-6 自己英語研修                 人数 
質問項目 当てはまる 当てはまらない 無回答 

会話番組 769 455 54 
授業英語 771 450 57 
同僚英語 74 1146 58 
メモ日記 255 965 58 
英英辞典 355 862 61 
ALT 1032 188 58 
母語話者 405 814 59 
雑誌類 618 600 60 
英字新聞 426 794 58 
会話学校 131 1089 58 
英語歌 878 342 58 
英語読書 530 689 59 
ネット 401 819 58 
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英語映画 913 307 58 
能力試験） 288 930 60 
海外放送 434 784 60 
海外雑誌 228 992 58 
研修会 511 704 63 
その他 2 14 1262 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

会話番組

授業英語

同僚英語

メモ日記

英英辞典
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母語話者

雑誌類

英字新聞

会話学校

英語歌

英語読書

ネット

英語映画

能力試験

海外放送

海外雑誌

研修会

当てはまる 当てはまらない

  図 3-7 自己英語研修（n=最小 1215，最大 1224） 
 

 回答者の半数以上が「当てはまる」と答えた項目は，多い順に次の６項目で

ある。 
  1．ALT（80.8 %）   2. 英語映画（71.4 %）    3. 英語歌（68.7 %） 
   4. 授業英語（60.3 %）   5. 会話番組（60.2 %）   6. 「雑誌類」（50.7%） 
多くの教師が何らかの形で日常英語に接していることが判明した。2000 年度

の調査で，自己研修をしていないと答えた教師が多いのだが，この 6 項目の回

答率から見れば，その結果と一致しない。その理由を推測してみると，この 6
項目は「研修」あるいは「勉強」と意識されていないせいかもしれない。自己

の英語力向上のために，計画的に進めているのではなく，「楽しんでいる」だけ

なのかもしれない。「会話番組」や「雑誌類」を除いても，目的意識と計画性を

持てば，立派な自己研修となるはずである。また，特に ALT の存在が，教員に
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「英語を話す機会」を与えていることがはっきりと示された。 
一方，「英英辞典」（27.8 %）「英字新聞」（33.3 %）「ネット」（31.4 %）「海外

放送」（34.0 %）「海外雑誌」（17.8 %）は一般的にかなり普及していると思われ

るのだが，利用者が意外に少ない。もっと利用するよう方策を立てる必要があ

ろう。「母語話者」(31.7%)は，最近接する機会が増えてはいるが，地域やチャ

ンスの問題かもしれない。「会話学校」 (10.3 %)「能力試験」(22.5 %)は，英語

力向上を意識的にはかろうとしなければ取り組めない。「メモ日記」（20.0 ％）

は日常的な習慣である。「英語読書」(41.5 %)は，「英語映画」「英語音楽」と並

び趣味的要素があるが，総合的な英語力をつける基本である。「同僚英語」

（5.8 %）「メモ日記」(20.0 %)は少ないだろうと予想はしていたが，後者が意外

に多かった。最後に「研修会」（40.0 %）だが，頻度の差はあろうが，かなりの

教員が参加していると判断できる。最近の減少傾向にある研修会への参加人数

からすれば，意外な感がある。 
 
① 中・高別の集計 
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図 3-8 自己英語研修：「当てはまる」と答えた中・高別 

 
全国集計で上位に上がった 6 項目の中で，特に違いが顕著なものは「授業英

語」である。中学の教員ができるだけ授業で英語を使う，つまり，コミュニカ

ティブな授業を展開しようとしている姿勢が窺える。中学においては，英語を

使って授業をする傾向が定着してきたと考えられる。一方，高校にはオーラル・
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コミュニケーションの授業があるのだが，それにしては率が低い。担当者が偏

っているか，まともにコミュニケーションの授業をしていないか，あるいは，

ALT に任せてしまっているかのいずれかかもしれない。次に違いがあるのは，

「英語歌」で，9％弱の差がある。中学教員の方が若いためか，あるいは，中学

の授業で歌を導入している回答者が多いからかもしれない。逆に「雑誌類」は

高校が 9％弱上回る。年代差からくる傾向だろう。「ALT」は両者ともトップで

ある。ALT とのティームティーチングが主な要因であり，中学の方がその頻度

が高いと言えよう。他の２項目はほぼ拮抗している。 
 このほか，10％以上離れている項目は，「英字新聞」「英語読書」「海外放送」

「海外雑誌」である。「ネット」も準じる。いずれも「英語の総合力」をつける

ための勉強で，中学教員で「当てはまる」が少ないのは，やや気にかかるとこ

ろである。 
 以上から，中学と高校の教員の勉強内容には，項目によって差があることが

判明した。 
 
② 年代別の集計 
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図 3-9 自己研修：「当てはまる」と答えた年代別 

注：50 代は，回答者数が他の半数であったので除外した。 
 若い回答者ほど取り組んでいる率が高いのは，差の大きな順で見ると，「英語

歌」「母語話者」「英語映画」「能力試験」「授業英語」「英英辞典」「ALT」「ネッ
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ト」となる。特に「母語話者」と「英語歌」は 20％程度の差がある。逆に年代

が高くなるにつれて取り組む率が高くなるのは，「英字新聞」「「海外放送」「海

外雑誌」「雑誌類」「英語読書」である。 
 以上から，年代によって自己研修の内容に差があることが判明した。 
 
③ 府県別の集計 
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図 3-10 自己研修：「当てはまる」と答えた府県別 

 
 項目によって府県の間にバラツキがあるように見える。しかし，3 府県の回答

者の中・高別，年代別構成を考慮に入れると，この違いはうなずける。つまり，

青森は中学の教員が多く，大阪の回答者は高校が多くて年代も高い。鹿児島は

年代が若い。それでも，項目によって，地域に特徴的な傾向がいくつか見られ

る。鹿児島の「英英辞典」「英語映画」，大阪の「会話番組」「英字新聞」「英語

読書」は，所属と年代構成からみてもかなり高い。逆に，大阪は「授業英語」

が低い。青森の「雑誌類」「研修会」は，中学教員が多いことを考慮しても，高

い。以上から，自己研修の内容には地域差があると言える。 
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IV   まとめ 

 
１．教師の英語運用能力について 
 
１） 望ましい英語力 
 
① 調査結果のまとめ 
 「英検準 1 級」を望ましい英語力と認識している教員が，中・高いずれの 

場合も過半数を超えている。 
 高校の教員の方が中学の教員より望ましい英語力を高く設定している。 
 20 代から 40 代では，年代が高くなるほど，望ましい英語力を高く設定する

傾向がある。特に 20 代は，「英検準 1 級」とする教員が突出している。 
 望ましい英語力に対する認識には，地域差が認められる。 
 
② 課題 
 飯野／清水（1985）は英語教員の資質の第 1 に「英語に堪能であること」を

あげている。塩沢他（1993）は，「英語教師は英語の伝達能力と知識を身につけ

ていなければならない」とする。同様に，伊藤他（1995）も，「（英語教師は）

英語そのものについての確実な知識と技能を身につけていることが望まれる。

英語の教師が英語を十分に運用することができなければ，生徒にそれを指導す

ることなどはとうてい期待できない」と断じている。 
さて，多数の教員が支持する「英検準 1 級」が，このように論じられる教師

の英語力にふさわしい回答となりえるだろうか。英検などの能力試験は，それ

ぞれねらいや目的，評価方法が異なっているが，特殊なもの（通訳ガイド試験

など）を除いて，ほぼ総合的な実用英語 (English for General Purpose→EGP)
の運用能力をはかる試験と言える。「英検準 1 級」は，多くの現職教員が「望ま

しい」としているのだから，EGP 能力として決して低いレベルとは言えないだ

ろう。この観点からすれば，すべての英語教員が到達すべきレベルと解釈でき

るかもしれない。 
一方，JACET 教育問題編（2001）では，教員の具体的な能力にまで言及して

いる。「読む力においては，教科書を使用するのであるから，教科書の内容を読

み取る力，すなわち，行間の内容まで理解できる力が必要である。書く力は，

教科書のレッスンの教材をやさしくパフレーズして生徒に紹介できるくらいの

力が望まれる。聞く面では，まず，ALT の言うことが聞けること，ABC，BBC
などの外国語放送を聞いて，大意がわかる力があるとよい。話す面では，ALT
とのティーム・ティーチングが容易に行えるくらいの力が望まれる。」ここで述

べられている英語力は，EGP 能力だけではカバーしきれない特殊性を含んでい

る。その能力以外に，教室での特別な英語（English for Specific Purpose→ESP）
の運用力が必要ということである。 
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村野井（2001）は，英語教員養成段階において，「新しい英語力の基準とその

基準に対する到達度を測定・評価する英語教員養成独自の制度」の必要性を論

じている。この提案は，そのまま現職英語教員の研修制度にも延長できそうで

ある。 
中・高，年代，地域によって多少の差はあるものの，EGP 運用能力として「英

検準 1 級」が多くの英語教員によって支持されている。今後は，教室での ESP
運用能力に関する調査・研究をすることによって，EGP の力とあわせた基準を

作成し，その到達度を測定・評価する枠組みを構築していく必要があるだろう。 
 

２）校務と研修 
 
① 調査結果のまとめ 
 全国，中・高別，年代別，府県別のすべての集計で，1 番，2 番，3 番とな

ったのは次の 3 項目である。 
1 番：長期休暇中に，海外研修に参加しやすくする。 
2 番：授業時数を調整して，都道府県の研修センターで運用力訓練を目的と 

した研修を継続的に受ける。 
3 番：校内または近隣の学校に ALT を配置して，放課後に運用力強化の研 

修を行う。 
 中・高，年代，地域によって，研修内容に対するニーズの度合いが多少異な

る。 
 
② 課題 
 新たな教員研修システムを構築する手始めとして，ここに上がった「海外研

修」「センターでの研修」「ALT を活用した研修」を研修形態の 3 本柱として研

修プログラムを立案したらどうだろうか。その際，中・高，年代によってニー

ズに差があるので，各地域ごとに調査を行い，その結果を持って予算配分や人

員の配置，研修規模などに優先順位をつけて実行に移していったらどうだろう

か。 
 
２．英語力に関して 
 
１） 調査結果のまとめ 
 
① 能力試験受験の有無 
 60％を超える教員が能力試験を受験した経験がある。 
 能力試験の受験率は，若い世代ほど高いが，中・高，あるいは，地域の差は

ない。 
 
② 能力試験の受験結果 
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 英検は浸透しているが，TOEIC, TOEFL はあまり浸透していない。 
 英検受験者の中では，2 級の取得者が最大多数である。 
 受験時期が６年以上前の教員が多数を占めている。 
 
③ 英語の自己研修について 
 日常何らかの形で，英語に接している教員の数は多い。 
 日常的に英語力を向上させるために取り組んでいる自己研修のうち，回答者

の過半数を超える項目は次の６つである。 
１位： ALTと機会があればできるだけ英語で話すようにしている（84.6%）。 
２位：英語の映画を見るように心がけている（74.9%）。 
３位：英語の歌を聞いたり歌ったりしている（72%）。 
４位：できるだけ授業で英語を使うよう努めている（63.1%）。 
５位：ラジオやテレビの会話番組を視聴するようにしている（62.8%）。 
6 位：日本で発行されている英語や英語教育の雑誌や専門誌を読むよう心掛 

けている。(50.7%) 
 中・高，年代，地域によって，自己研修内容の傾向に違いが認められる。 
 
２）課題 
 
 日常的に何らかの形で英語と接している教員が多いことが判明した。しかし，

調査では，その接し方が計画的であるか，継続して行われているものであるか

は判断できない。また，上位項目を見ると，比較的趣味・娯楽的要素の強い項

目，あるいは，教室英語に関わる項目が多いことがわかる。逆に，「英字新聞」

「海外雑誌」「インターネット」「海外放送」など，実用的な英語力向上に対す

る項目が比較的低い。能力試験の受験状況を見ても，自らの英語力の測定に対

しては消極的であると言えるだろう。 
 
 「海外研修」「センターでの研修」「ALT を活用した研修」を 3 本の柱として

研修プログラムが作成されること。そこでは，単なる「訓練」のための研修で

はなく，EGP 運用能力，教室での ESP 運用能力の双方が向上し，「自己成長」

を促すための研修が行われること。この過程で，英語教師の英語力を測定・評

価する基準が作られ，現在の英語教育が抜本的に改善される，新たな教員研修

システムが構築されることを願って，本章を結ぶ。 
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第4章 教員研修評価 

 

笹島 茂 

I 背景   

 

 教員評価に関しては、笹島（2001）が指摘しているように、2 通りの観点

が併行して議論される傾向がある。つまり、1）人事考課としての評価と、2）

授業内容などの改善にかかわる評価である。教員研修の評価という点に関し

てもこの観点がそのまま適用される。合衆国、英国、カナダ、シンガポール、

台湾など多くの国では、多少のシステムのちがいはあっても、研修は評価と

連動しているのが当然のように受け止められている。研修は資格の取得とも

密接に結びつき、資格取得により、昇進、あるいは、よりよい職種、職場、

また、給与と連動している。また、研修は義務として、年間何時間などとい

うように義務化されている。自己研修は授業改善や自己の資質向上のために

は当然であり、それはポートフォリオなどの形式で評価されるし、また、個

人の履歴としても重要な役割を果たしている。このようなシステムが、およ

そ教育改革の一環として評価システムを機能させようと努力している国にお

いては、標準的な傾向である。 

日本においても、「教員人事考課」として全国的に次第に導入される傾向

が出ている。すでに東京都をはじめてとして実施あるいは検討中である都道

府県が増えているが、問題も指摘されている。特に、研修に関しては教員で

あれば当然のこととして義務づけられていると考えられているからである。

また、教育委員会や校長は教員に研修の機会を与えなければいけないとされ

ている。つまり、法的には研修はきちんと奨励され、計画されているので、

その運用が問題となっている。問題は、そのような研修の実行に関して、明

確な評価の基準も方法もないことにある。 

この教員研修の評価の問題を英語教員に限定して、その内容を考えてみよ

う。いくつかの問題点を列挙すると次のような点があげられる。 

1） 英語教員の英語力が測定されたことはあるだろうか。 

2） 授業観察はどのように実施され、評価されているだろうか。 

3） 英語指導力あるいは授業力（実際の授業の力量）というものはどのよ

うに評価されているだろうか。 

4） 学習指導とは教科（英語）指導だけを指しているだろうか。 

5） 英語教員に適切な研修内容が提供されているか。 

6） だれがどのように英語教員の研修を評価することが適切なのか。 

7） 研修（資格取得など）はどのようなかたちで評価されるべきか。 

今回の調査では、研修の評価、評価者、評価の成果の 3 点のみを調査してい

る。研修の評価のあり方を主たる目的とした調査ではないので詳しいデータ
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は得られていないが、今後の英語教員の研修のあり方を考える意味で参考と

なる結果が出たと考える。 

 

 

II 質問項目のねらい 

 ここでは、アンケート項目の 13,14,15 について、1）結果と 2）その傾向

及び特徴について言及する。その際、他の項目との関連（特に、年齢、性別、

勤務校、研修場所と内容、費用など）を調べる。また、３つの質問はいずれ

も教員の研修にかかわる評価についての質問であり、互いに関連した内容と

なっているので、相互にどのようにかかわっているかも調べることにする。 

 

 

III  結果 

 

1. 教員研修の評価 

 

  

 

「教員の研修は評価されるべきか」の質問に対して、50.7％（648 /1278 人）

図４-１．　研修評価 n=1278

いいえ
１４６人
（11.4%）

どちらとも言え
ない

４５９人
（35.9%）

無回答
２５人（2.0%）

はい
648人（50.7%）

質問 14．教員の研修は評価されるべきだと思いますか。 

 

１）はい   ２）いいえ     ３）どちらとも言えない 
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が「はい」と回答した。実に半数もの英語教員が賛成しているということに

なる。「いいえ」はわずか 11.4％（146/1278 人）でしかない。しかし、35.9％

（459/1278 人）が「どちらとも言えない」と回答している点に、評価の問題

の複雑さが見て取れる。 次に、この「教員研修の評価」に対する意識を他

の項目とどのように関連するかをクロス集計でみる。まず、2.性別とのクロ

ス集計では、男女において異なる傾向が見えた（Pearson のｶｲ 2 乗（以下χ

２）検定において、統計検定量 14.837、有意確率 0.022＜α＝0.05）。男性で

は、「はい」という肯定的な意見が 55.9％（322/576 人中）と高く、女性では

「どちらとも言えない」が 40.1％（280/699 人中）、「はい」が 46.5％（325/699

人中）と拮抗している。しかし、3.年齢、4.勤務校、5.教育歴、地域とのク

ロス集計ではそのような傾向は特に見られない。 

 次に、6.研修場所と時期、方法（1 番を選んだ項目）では、統計的にも何

らかの傾向があることがうかがわれる（χ２検定において、統計検定量

34.575、有意確率 0.031＜α＝0.05）。つまり、研修評価に「はい」と回答し

た教員は、研修の場所や方法や時期の項目で、「大学院」を選んだ教員の割合

は 54.1％（53/98 人中）、「週末民間」を選んだ教員の割合は 53.7％（44/82

人中）、「海外」を選んだ教員の割合は 57.5％（265/461 人中）と高くなって
表４? ２．研修場所、時期、方法 と 研修評価 のｸﾛｽ表

はい いいえ どちらとも言えない 無回答 合計

平日研修 161 44 143 9 357
45.1% 12.3% 40.1% 2.5% 100.0%

土曜校内研修 21 6 16 43
48.8% 14.0% 37.2% 0.0% 100.0%

研修センター 95 23 81 5 204
46.6% 11.3% 39.7% 2.5% 100.0%

大学院 53 9 33 3 98
54.1% 9.2% 33.7% 3.1% 100.0%

週末民間 44 7 30 1 82
53.7% 8.5% 36.6% 1.2% 100.0%

海外 265 47 142 7 461
57.5% 10.2% 30.8% 1.5% 100.0%

その他 9 9 12 30
30.0% 30.0% 40.0% 0.0% 100.0%

無回答 1 2 3
0.0% 33.3% 66.7% 0.0% 100.0%

合計 648 146 459 25 1278
50.7% 11.4% 35.9% 2.0% 100.0%

研修評価

研
修
場
所
時
期
方
法

表４? １．　性別 と 研修評価 のｸﾛｽ表

はい いいえ どちらとも言えない 無回答 合計

男 322 67 177 10 576

55.9% 11.6% 30.7% 1.7% 100.0%

女 325 79 280 15 699

46.5% 11.3% 40.1% 2.1% 100.0%

無回答 1 2 3

33.3% 0.0% 66.7% 0.0% 100.0%

合計 648 146 459 25 1278

50.7% 11.4% 35.9% 2.0% 100.0%

研修評価

性
別



 4

いる。この 3 種類の研修はいずれも勤務校を離れての研修である点が共通し

ている。また、研修評価で「はい」を選んだ中で、「海外」を研修場所に選ん

でいる割合が 40.9％（265/648 人中）と他の項目を引き離して高い数値を示

している。このことは英語教員としての資質向上意識の高い人が研修に対し

て何らかの評価を望んでいるということが考えられる。 

 8.研修内容ともクロス集計を行った。結果は、2）ALT、6）生徒理解、7）

評価知識、９）評価技術、10）授業運営、11）教育機器となんらかの関連が

あることが示された。ここでは、その中で、6）生徒理解（χ２検定において、

統計検定量 680.467、有意確率 0.000＜α＝0.05）と 10）授業運営（χ２検

定において、統計検定量 610.112、有意確率 0.000＜α＝0.05）をとりあげて

その特徴を述べておく。どちらも研修評価に「はい」と回答している教員が、

生徒理解や授業運営の必要性を強く感じている傾向が読み取れる。生徒理解

に関しては、研修評価に「はい」と回答している教員のうち 59.1％（383/648

人中）が生徒理解にかかわる研修の必要性を感じている。また、同様に、授

表4-3-1.　生徒理解と研修評価のクロス表

必要 どちらかとい
うと必要

どちらかとい
うと不必要

不必要 無回答 合計

はい 383 198 45 20 2 648
59.1% 30.6% 6.9% 3.1% 0.3% 100.0%

研
修

表4-3-2.　授業運営と研修評価のクロス表

必要 どちらかとい
うと必要

どちらかとい
うと不必要

不必要 無回答 合計

はい 438 159 34 15 2 648
67.6% 24.5% 5.2% 2.3% 0.3% 100.0%

研
修

表4-4-1.. 費用負担 と 研修評価 のｸﾛｽ表

はい いいえ どちらとも言えない 無回答 合計

すべて公費負担 193 48 119 3 363
53.2% 13.2% 32.8% 0.8% 100.0%
362 69 270 2 703

51.5% 9.8% 38.4% 0.3% 100.0%
65 16 50 131

49.6% 12.2% 38.2% 100.0%
すべて私費負担 9 7 5 1 22

40.9% 31.8% 22.7% 4.5% 100.0%
その他 12 5 8 25

48.0% 20.0% 32.0% 100.0%
無回答 7 1 7 19 34

20.6% 2.9% 20.6% 55.9% 100.0%
合計 648 146 459 25 1278

50.7% 11.4% 35.9% 2.0% 100.0%

多くは公費だ
が、一部私費
多くは私費だ
が、一部公費費

用
負
担

研修評価
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業運営の必要性を感じている割合は 67.6％（438/648 人中）にも達している。 

13.研修の費用負担とのクロス集計でもある傾向があることが示された

（χ２検定において、統計検定量 548.984、有意確率 0.000＜α＝0.05）。研

修費用の支出に関して、「すべて公費負担」と回答している教員のうち、研修

評価で「はい」と回答している教員が 53.2％（193/363 人中）と最も高い数

値を示している。次に高い割合が、「多くは公費だが、一部私費負担」と「は

い」と回答した教員の 51.5％（362/703 人中）となっている。また、研修評

価で「はい」と回答した教員のうち、「すべて公費負担」（29.8％：193/648

人中）と「多くは公費だが、一部私費負担」（55.9％：362/648 人中）とで大

半を占めている。このデータからは、英語教員は研修評価と研修の費用の両

面に対して意識が高いと言える。 

 もうひとつおもしろいデータがある。24.教員が行う定期試験の目的（1 番

に選んだ目的）と教員評価との関係である。このクロス集計でもなんらかの

関連があることが分かった（χ２検定において、統計検定量 52.285、有意確

率 0.000＜α＝0.05）。特に顕著な傾向は、研修評価で「はい」と回答した教

員のうち実に 59.9％（388/648 人中）が、定期試験の目的を「生徒個人の習

熟度把握」と回答している点である。「生徒に勉強させるため」と回答した中

で、研修評価で「いいえ」と回答した教員が 24.0％（35/149 人中）、「どちら

とも言えない」と回答した教員が 18.3％（84/459 人中）となっている。それ

に比べて研修評価で「はい」と回答した教員は 15.1％（98/648 人中）とやや

表4-4-2.　研修評価 「はい」と 費用負担 のｸﾛｽ表

すべて公費負
担

多くは公費だ
が、一部私費
負担

多くは私費だ
が、一部公費
負担

すべて私費負
担

その他 無回答 合計

はい 193 362 65 9 12 7 648
29.8% 55.9% 10.0% 1.4% 1.9% 1.1% 100.0%

研修
評価

表4-5.　研修評価 と 定期試験の目的（1番に選んだもの） のｸﾛｽ表

生徒個人の習

熟度把握

学習者評価

データ

学習者集団全

体の順位付

授業成果の評

価

授業改善の

データ

生徒に勉強さ

せるため

その他 無回答 合計

388 88 5 43 6 98 2 18 648

59.9% 13.6% 0.8% 6.6% 0.9% 15.1% 0.3% 2.8% 100.0%

74 19 1 10 1 35 1 5 146

50.7% 13.0% 0.7% 6.8% 0.7% 24.0% 0.7% 3.4% 100.0%

256 59 3 30 7 84 8 12 459

55.8% 12.9% 0.7% 6.5% 1.5% 18.3% 1.7% 2.6% 100.0%

無回答 13 2 1 3 6 25

52.0% 8.0% 4.0% 12.0% 24.0% 100.0%

合計 731 168 9 84 14 220 11 41 1278

57.2% 13.1% 0.7% 6.6% 1.1% 17.2% 0.9% 3.2% 100.0%

はい

いいえ

どちらと

も言えな

研

修

評

価

定期試験の目的
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低い数値を示している。教員としての自分自身の研修評価に賛成の人は、生

徒に対する評価でも、なんらかの客観的な形成的な評価を定期試験に期待し

ている点がうかがわれる。 

 

2. 教員研修の評価者 

 

  

「だれによって評価されるべきか」の質問に対して、回答のばらつきが目立

った。「その他」が 21.9％（280/1278 人中）と最も多く、また、「無回答」が

19.6％（250/1278 人中）にも達している。評価はだれによってされるかとい

う明確な考えがないか、あるいは、この質問になんらかの瑕疵があったこと

が予想される。その点を考慮して以下議論をすすめる。 

結果では、選択された回答項目では、「外部の第 3 者評価機関」が 19.8％

（253/1278 人中）と最も高い数値を示した。しかし、現在の日本ではそのよ

うな評価機関はない。現在のシステムからすると、「校長、教頭」が妥当な評

価者にあたるわけであるが、その数値は 13.8％（177/1278 人中）と比較的低

い。東京都などですすめられている人事考課制度に対する批判とも受け取ら

れるが、全体的に教員評価と評価者に対するシステムがいまだ整備されてい

質問 15．教員の研修の成果はだれによって評価されるべき 

    だと思いますか。 

1）校長、教頭 2）教育委員会 3）外部の第 3 者評価機関 

4）同僚    5）その他 

図4-2.　教員研修の評価者　n=1278

無回答
250人（19.6%）

校長、教頭
177人
(13.8%)

教育委員会
94人（7.4%）

外部の第三者
評価機関

253人（19.8%）
同僚

224人（17.5%）

その他
0人（21.9%）
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ない実態が背景にあると考えられる。 

 次に、他の質問とのクロス集計を研修評価と同様に見てみる。総じて研修

評価に対する傾向と同様であり、2.性別（χ２検定において、統計検定量

29.880、有意確率 0.001＜α＝0.05）、6.研修の場所と時期、方法（χ２検定

において、統計検定量 63.275、有意確率 0.002＜α＝0.05）でなんらかの関

連があることが分かった。また、8.必要と感じる研修内容のうち、生徒指導

（χ２検定において、統計検定量 37.069、有意確率 0.011＜α＝0.05）、生徒

理解（χ２検定において、統計検定量 65.240、有意確率 0.000＜α＝0.05）、

評価知識（χ２検定において、統計検定量 66.608、有意確率 0.000＜α＝0.05）、

評価技術（χ２検定において、統計検定量 72.834、有意確率 0.000＜α＝0.05）、

授業運営（χ２検定において、統計検定量 78.437、有意確率 0.000＜α＝0.05）、

教育機器（χ２検定において、統計検定量 69.045、有意確率 0.000＜α＝0.05）

でなんらかの関連があることが分かった。さらに、13.研修費用の負担（χ２

検定において、統計検定量 140.688、有意確率 0.000＜α＝0.05）、24.定期試

験の目的（1 番に選んだもの）（χ２検定において、統計検定量 58.681、有意

確率 0.007＜α＝0.05）でもなんらかの関連が示されたが、年齢、勤務校な

どとは関連が示されなかった。それぞれ特徴的な点は次のようにまとめられ

る。 

 女性英語教員の 18.9％（132/699 人中）が評価者に「同僚」を選んでい

る。 

 「大学院」を研修場所等に選んでいる教員は、「外部の第 3 者評価機関」

を好む傾向（「大学院」27.6％（27/98 人中）；「週末民間」24.4％（20/82

人中）；「海外」22.1％（102/461 人中））がある。 

 評価者に「校長、教頭」を選んでいる教員は、研修内容として生徒指導、

生徒理解、授業運営の必要性を感じている割合が高い。評価者に「校長、

教頭」を選んでいる教員のうち、生徒指導の必要性を感じている教員は

75.7％（134/177 人中）、生徒理解の必要性を感じている教員は 61.6％

表4-6.　性別と研修評価者のクロス表

校長、教頭 教育委員会第三者評価機関 同僚 その他 無回答 合計

79 51 116 132 170 151 699
11.3% 7.3% 16.6% 18.9% 24.3% 21.6% 100.0%

評価者

女

表4-7.　研修場所、時期、方法と研修評価者のクロス表

校長、教頭 教育委員会第三者評価機関 同僚 その他 無回答 合計

11 5 27 19 23 13 98
11.2% 5.1% 27.6% 19.4% 23.5% 13.3% 100.0%

13 2 20 11 20 16 82
15.9% 2.4% 24.4% 13.4% 24.4% 19.5% 100.0%

58 25 102 74 103 99 461
12.6% 5.4% 22.1% 16.1% 22.3% 21.5% 100.0%

評価者

大学院

週末民間

海外
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（109/177 人中）、授業運営では 70.6％（125/177 人中）となっている。 

 研修費用では、「すべて公費負担」と回答している教員のうち、「同僚」

を評価者に選んでいる教員が 19.3％（70/363 人中）と、「その他」、「無

回答」を除いて、高い数値を示している。 

 定期考査の目的では、「授業の成果を評価するため」と回答した教員が、

「その他」を除いて、「校長、教頭」を評価者として選んだ割合が 20.2％

（17/84 人中）と高く、他の項目の分布がほとんど「第 3 者外部評価機関」

に集中しているのと異なっている。 

その他の特徴としては、地域的には、青森、大阪、鹿児島で微妙な差が出

た。大阪と鹿児島は評価者に「校長・教頭」を選ぶ割合が他の地域に比べて

極端に低かった。大阪は 7.3％(14/19１人中)、鹿児島は 6.3％(9/144 人中)

（全国は 16.7％：122/729 人中）となっている。 

全体的に、教育委員会、校長、教頭を評価者とする現在の動向には必ずし

表 4-9 .　定 期 試 験 の 目 的  と 評 価 者  の ｸﾛｽ 表

校 長 、教
頭

教 育 委 員
会

第 三 者 評
価 機 関

同 僚 そ の 他 無 回 答 合 計

116 58 138 130 151 138 731
15 .9 % 7 .9 % 1 8 .9 % 1 7 .8 % 20 .7 % 18 .9 % 100 .0 %

19 14 41 30 36 28 168
11 .3 % 8 .3 % 2 4 .4 % 1 7 .9 % 21 .4 % 16 .7 % 100 .0 %

1 3 2 1 2 9
11 .1 % 3 3 .3 % 2 2 .2 % 11 .1 % 22 .2 % 100 .0 %

17 8 15 9 21 14 84
20 .2 % 9 .5 % 1 7 .9 % 1 0 .7 % 25 .0 % 16 .7 % 100 .0 %

2 2 1 9 14
14 .3 0% 14 .3 0% 7 .1 0% 64 .3 0 % 100 .0 0%

21 11 47 39 60 42 220
9 .5 % 5 .0 % 2 1 .4 % 1 7 .7 % 27 .3 % 19 .1 % 100 .0 %

1 1 5 4 11
9 .1 0% 9 .1 0% 45 .5 0% 36 .4 0 % 100 .0 0%

3 3 6 11 5 13 41
7 .3 % 7 .3 % 1 4 .6 % 2 6 .8 % 12 .2 % 31 .7 % 100 .0 %
177 94 253 224 280 250 1278

13 .8 % 7 .4 % 1 9 .8 % 1 7 .5 % 21 .9 % 19 .6 % 100 .0 %
合 計

定
期
試
験
の
目
的

評 価 者

生 徒 個 人 の
習 熟 度 把 握
学 習 者 評 価

デ ー タ
学 習 者 集 団
全 体 の 順 位
授 業 成 果 の

評 価
授 業 改 善 の

デ ー タ
生 徒 に 勉 強 さ

せ る た め

そ の 他

無 回 答

表 4 - 8 .　 評 価 者  と  研 修 内 容 （ 生 徒 指 導 ）  の ｸﾛｽ 表

必 要 どち ら か と い
う と 必 要

どち ら か と い
う と 不 必 要

不 必 要
無 回 答

合 計

1 3 4 2 9 6 8 1 7 7
7 5 .7 % 1 6 .4 % 3 .4 % 4 .5 % 1 0 0 .0 %

6 7 1 9 8 9 4
7 1 % 2 0 % 9 % 1 0 0 %

1 7 4 6 0 1 2 6 1 2 5 3

6 8 .8 % 2 3 .7 % 4 .7 % 2 .4 % 0 .4 % 1 0 0 .0 %

1 7 3 3 7 1 0 4 2 2 4
7 7 .2 % 1 6 .5 % 4 .5 % 1 .8 % 1 0 0 .0 %

1 7 6 7 0 2 4 1 0 2 8 0
6 2 .9 % 2 5 .0 % 8 .6 % 3 .6 % 1 0 0 .0 %

1 6 1 7 1 1 0 8 2 5 0
6 4 .4 % 2 8 .4 % 4 .0 % 3 .2 % 1 0 0 .0 %

8 8 5 2 8 6 7 0 3 6 1 1 2 7 8
6 9 .2 % 2 2 .4 % 5 .5 % 2 .8 % 0 .1 % 1 0 0 .0 %

合 計

校 長 、
教 頭
教 育 委
員 会
第 三 者
評 価 機
関評

価
者

生 徒 指 導

同 僚

そ の 他

無 回 答



 9

も賛成していない現場の声が垣間見られる。それとともに、評価者に関する

このようなばらつきは、評価という概念、教員評価の目的を明確に設定する

ことが急務であることを示唆している。今後の同様のアンケート項目ではそ

の点を明確に定義し、人事考課としての評価、授業改善としての評価、教員

個人としての自己評価などを詳細に調査することが必要となろう。 

 

3.  教員研修の成果 

 

  

 研修がどのようなかたちで成果として評価されるかについての意識を明ら

かにしようと意図した質問であるが、「その他」が 26.5％（339/1278 人中）、

「無回答」が 17.8％（227/1278 人中）と高い数値を示した。このことの意味

が正確に何を意味するかは明らかではないが、評価はだれがするのかという

問題と同様の背景があることが予想される。つまり、研修が評価の対象とな

るという概念が希薄である、あるいは、質問の意図が明確でないなどの可能

性を残した。 

 そのことを前提としても、特徴的なことは「給与、手当て」に成果が反映

されるべきだと考える教員が 35.2％（450/1278 人）を占めたことは、勤評闘

質問 16．教員の研修の成果はどのようなかたちで評価されるべきだと思い

ますか。 

   1）給与、手当て    2）表彰、顕彰  

   3）異動、昇進      4）その他   

図4-3.　教員研修評価の成果

異動、昇進
140人（11.0%）

無回答
227人（17.8%）

その他
339人（26.5%）

表彰、顕彰
122人（9.5%）

給与、手当て
450人（35.2%）
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争などの過去の歴史を考慮しても、意味のある数値となっている。一点注意

の要する点は、この質問はあくまで研修に対する評価の成果を問題にしてい

るのであって、すでに言及した通り、教育評価という用語のあいまいさを忘

れてはならない。「無回答」が多くなった一因として、その点が背景にあるこ

との可能性を否定することはできないだろう。 

 以上の点を考慮して、他の質問とのクロス集計を同様の項目について見る

ことにする。 

 まず、性別とのクロス集計では、やはり男女のちがいが出ている（χ２検

定において、統計検定量 20.823、有意確率 0.008＜α＝0.05）。男性教員は、

成果を「給与、手当て」に期待している割合が 39.4％（227/576 人中）と他

に比べて高いが、女性教員では 31.9％（223/699 人中）となり、「その他」

（25.9％：181/699 人中）や「無回答」（21.0％：147/699 人中）の割合が高

くなっている。これは、研修評価や研修評価者の項目と同様の傾向を示して

いる。教員評価に関しては男女差を考慮する必要がたしかにあることがデー

タからわかる。 

  年齢とのクロス集計では、研修評価や研修評価者の項目と異なりなんら

かの関連があることが示された（χ２検定において、統計検定量 41.636、有

意確率 0.003＜α＝0.05）。傾向として、若い世代の方が「給与、手当て」な

どの成果を求めていると言える。それぞれ、20 代が 42.0％（137/326 人中）、

30 代が 35.5％（141/397 人中）、40 代が 32.8％（125/381 人中）となってい

る。また、この傾向は、教育経験年数でも同様の傾向を示した。しかし、勤

務校との関連は見られなかった。地域的に特徴的なことは、大阪で「表彰・

顕彰」が極端に好まれていない点であろう（4.2％：8/191 人中）。 

 研修評価や研修評価者で示された研修場所と時期、方法との関連は、研修

表4-10.　年齢 と 研修評価の成果 のｸﾛｽ表

給与、手当て 表彰、顕彰 異動、昇進 その他 無回答 合計

20代 137 34 35 56 64 326
42.0% 10.4% 10.7% 17.2% 19.6% 100.0%

30代 141 33 48 105 70 397
35.5% 8.3% 12.1% 26.4% 17.6% 100.0%

40代 125 31 42 117 66 381
32.8% 8.1% 11.0% 30.7% 17.3% 100.0%

50代 43 22 15 57 26 163
26.4% 13.5% 9.2% 35.0% 16.0% 100.0%

60代以上 3 2 1 1 7
42.9% 28.6% 14.3% 14.3% 100.0%

無回答 1 3 4
25.0% 75.0% 100.0%

合計 450 122 140 339 227 1278
35.2% 9.5% 11.0% 26.5% 17.8% 100.0%

年
齢

評価の成果
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評価の成果とのクロス集計では統計的には見られなかった。必要と感じる研

修内容とのクロス集計では、生徒理解（χ２検定において、統計検定量 30.840、

有意確率 0.014＜α＝0.05）、評価知識（χ２検定において、統計検定量 30.672、

有意確率 0.015＜α＝0.05）、評価技術（χ２検定において、統計検定量 29.000、

有意確率 0.024＜α＝0.05）、授業運営（χ２検定において、統計検定量 28.231、

有意確率 0.031＜α＝0.05）、教育機器（χ２検定において、統計検定量 35.350、

有意確率 0.004＜α＝0.05）に関してなんらかの関連があることが分かった。

具体的には次のような特徴が見られた。 

 生徒理解の研修が「必要」と感

じている教員は、教員評価の成

果に関しては「表彰、顕彰」を

期待する割合が 59.0％（72/122

件）と高く、また、「無回答」の

割合も 61.2％（139/227 人中）

と高くなっている。 

 授業運営で「不必要」あるいは

「無回答」とした教員が、研修

評価の成果で「その他」を選ん

でいる割合が注目すべき数値を

示している。「不必要」で「その

他」が 43.8％（14/32 人中）、「無

回答」で「その他」が 52.6％（10/19 人中）を示している。同様の傾向

が、評価知識、評価技術、教育機器にも見られる。 

 研修費用の負担とのクロス集計では、研修評価や研修評価者と同様になん

らかの関連がやはり認められた（χ２検定において、統計検定量 64.523、有

意確率 0.000＜α＝0.05）。「給与、手当て」との関連では、「すべて公費負担」

が 31.3％（141/450 人中）、「多くは公費負担」が 58.2％（262/450 人中）と

なっている。また、「すべて公費負担」で「給与、手当て」という成果を期待

する教員の割合は 38.8％（141/363 人中）、「多くは公費負担」でも 37.3％

（262/703 人中）となり、研修費用の負担や研修成果の給与等への成果は、

多くの教員が期待していると言える。 

 次に、定期試験の目的（1 番として選んだもの）との関連を見ると、やは

りなんらかの関連があることがうかがわれる（χ２検定において、統計検定

量 44.925、有意確率 0.022＜α＝0.05）。定期試験の目的として、「生徒個人

の習熟度把握」を選んだ教員のうち、研修評価の成果で「給与、手当て」と

回答している割合は 38.9％（284/731 人中）であり、「給与、手当て」を選ん

だ教員のうち、「生徒個人の習熟度の把握」と回答している割合で見ても、

83.1％（284/450 人中）となり、全体から見ても高い数値を示している。逆

に、定期試験の目的を「生徒に勉強させるため」を選んだ教員のうち、研修

評価の成果に「その他」と回答した割合が 33.6％（74/220 人中）と他に比し

生 徒 理 解
必 要

給 与 、 手 当 て 2 3 8
5 2 .9 %

表 彰 、 顕 彰 7 2
5 9 .0 %

異 動 、 昇 進 7 1
5 0 .7 %

そ の 他 1 8 4
5 4 .3 %

無 回 答 1 3 9
6 1 .2 %

合 計 7 0 4
5 5 .1 %

評
価
の
成
果

表 4 - 1 1 .　 評 価 の 成 果  と 生 徒
理 解  の ｸﾛｽ 表
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て高い割合を示している。それに対して、「給与、手当て」は 27.7％（61/220

人中）と比較的低い数値になっている。このことが正確に何を意味するかは

明らかではないが、英語教員の学習評価観と教育評価、教員評価に関する考

え方とはなんらかの関係があるものと予測される。 

 

 

IV  考察 

 

教員研修評価に対する考え方を、実施の賛否、その評価者、そして評価の

成果にかかわる意識調査から見てきた。まとめる、教員評価は行われるべき

だと多くの教員は感じているが、だれが、どう評価するのかといった点に、

疑問を感じていると考えられる。また、その評価がどのように成果として反

映されるかという点においても、他の国の教員評価の事情とは異なり、研修

を通して資質の向上を図ること、あるいは、資格を取得することが、必ずし

も、教員個々の力量を反映しないものとして扱われ、あいまいなかたちで今

日に至っている。このことが教員評価システムの沈滞を招き、教員の間にも

混乱をきたしている事情がアンケートの結果から読み取れる。 

このアンケート項目では、性別、年齢などで微妙に異なる傾向が見られた

が、勤務校や地域などでの差は見られなかった。主に、研修場所、時期と方

法、研修内容、研修費用、定期試験の目的との関連を見た。研修評価がそれ

らとなんらかの関連があることがある程度分かったが、詳細はこの調査から

ははっきりしなかった。さらに教員評価に焦点を絞った調査が必要となろう。

しかし、英語教員をとりまく環境が研修評価との関連から明確になった点は、

大学院や海外での研修機会、そのための財政援助などが、教員評価と密接に

かかわりあっているという点であろう。 
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 さいごに、研修評価と研修評価者と研修評価の成果の関連を見てみよう。 

 

表 4-12-2 .　評 価 者  と 評 価 の 成 果  と 研 修 評 価 「いいえ 」 の ｸﾛｽ表

研
修
評
価

評 価 者
給 与 、手 当

て
表 彰 、顕 彰 異 動 、昇 進 そ の 他 無 回 答 合 計

6 1 1 1 9

66 .7% 11 .1% 11 .1% 11 .1% 100 .0%

26 .1% 10 .0% 16 .7% 1 .5% 6 .2%

1 1

100 .00% 100 .00%

16 .70% 0 .70%

3 4 4 11

27 .3% 36 .4% 36 .4% 100 .0%

13 .0% 40 .0% 6 .0% 7 .5%

6 2 18 3 29

20 .7% 6 .9% 62 .1% 10 .3% 100 .0%

26 .1% 20 .0% 26 .9% 7 .5% 19 .9%

3 2 2 38 7 52

5 .8% 3 .8% 3 .8% 73 .1% 13 .5% 100 .0%

13 .0% 20 .0% 33 .3% 56 .7% 17 .5% 35 .6%

5 1 2 6 30 44

11 .4% 2 .3% 4 .5% 13 .6% 68 .2% 100 .0%

21 .7% 10 .0% 33 .3% 9 .0% 75 .0% 30 .1%

23 10 6 67 40 146

15 .8% 6 .8% 4 .1% 45 .9% 27 .4% 100 .0%

100 .0% 100 .0% 100 .0% 100 .0% 100 .0% 100 .0%

い
い
え

第 三 者 評 価
機 関

同 僚

そ の 他

無 回 答

合 計

校 長 、教 頭

教 育 委 員 会

評 価 の 成 果
表4-12-1.　評価者 と 評価の成果 と 研修評価「はい」 のｸﾛｽ表

研
修
評
価

評価者
給与、手当

て
表彰、顕彰 異動、昇進 その他 無回答 合計

65 10 20 14 9 118
55.1% 8.5% 16.9% 11.9% 7.6% 100.0%
21.5% 17.9% 22.5% 13.0% 9.7% 18.2%

37 5 16 3 8 69
53.6% 7.2% 23.2% 4.3% 11.6% 100.0%
12.3% 8.9% 18.0% 2.8% 8.6% 10.6%

103 14 19 12 12 160
64.4% 8.8% 11.9% 7.5% 7.5% 100.0%
34.1% 25.0% 21.3% 11.1% 12.9% 24.7%

37 19 16 26 13 111
33.3% 17.1% 14.4% 23.4% 11.7% 100.0%
12.3% 33.9% 18.0% 24.1% 14.0% 17.1%

29 6 5 38 16 94
30.9% 6.4% 5.3% 40.4% 17.0% 100.0%
9.6% 10.7% 5.6% 35.2% 17.2% 14.5%

31 2 13 15 35 96
32.3% 2.1% 13.5% 15.6% 36.5% 100.0%
10.3% 3.6% 14.6% 13.9% 37.6% 14.8%

302 56 89 108 93 648
46.6% 8.6% 13.7% 16.7% 14.4% 100.0%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

校長、教頭

教育委員会

第三者評価
機関

同僚

その他

合計

は
い

無回答

評価の成果

表4-12-3.　評価者 と 評価の成果 と 研修評価「どちらとも言えない」 のｸﾛｽ表

研
修
評
価

評価者
給与、手当

て
表彰、顕彰 異動、昇進 その他 無回答 合計

15 10 12 7 6 50

30.0% 20.0% 24.0% 14.0% 12.0% 100.0%

12.4% 18.5% 26.7% 4.6% 6.8% 10.9%

13 4 5 2 24

54.2% 16.7% 20.8% 8.3% 100.0%

10.7% 7.4% 11.1% 1.3% 5.2%

29 17 9 19 7 81

35.8% 21.0% 11.1% 23.5% 8.6% 100.0%

24.0% 31.5% 20.0% 12.6% 8.0% 17.6%

26 13 10 24 10 83

31.3% 15.7% 12.0% 28.9% 12.0% 100.0%

21.5% 24.1% 22.2% 15.9% 11.4% 18.1%

20 5 6 84 18 133

15.0% 3.8% 4.5% 63.2% 13.5% 100.0%

16.5% 9.3% 13.3% 55.6% 20.5% 29.0%

18 5 3 15 47 88

20.5% 5.7% 3.4% 17.0% 53.4% 100.0%

14.9% 9.3% 6.7% 9.9% 53.4% 19.2%

121 54 45 151 88 459

26.4% 11.8% 9.8% 32.9% 19.2% 100.0%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

校長、教頭

評価の成果

無回答

合計

教育委員会

第三者評価
機関

同僚

その他
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この３つのデータはともに教員の研修に対する評価にかかわる質問であるた

めに、当然相互になんらかの関連があることはほぼ予測がつく（χ２検定に

おいて有意確率 0.000＜α＝0.05）。研修評価で「はい」と回答した教員のう

ち、評価者に「外部第 3 者評価機関」を選び、評価の成果として「給与、手

当て」を選び回答した割合は研修評価「はい」全体の中では 15.9％（103/648

人中）を占め、研修評価の成果の中では 34.1％（103/302 人中）、評価者の中

では 64.4％（103/160）を占めている。研修評価で「いいえ」と回答した教

員の大半は、評価者では、「同僚」、「その他」、「無回答」を選び、教員研修の

成果では「その他」、「無回答」を選んでいる。つまり、研修評価で「いいえ」

と回答した教員のうち 69.8％（102/146 人中）の教員が、評価者及び研修評

価の成果に関して、「校長、教頭」、「教育委員会」、「外部の第 3 者評価機関」、

「給与・手当て」、「表彰・顕彰」、「異動・昇進」を選んでいない。研修評価

で「どちらとも言えない」と回答した教員のうち、評価者と研修評価の成果

で同様の回答をした割合は 43.1％（198/459 人）となっている。 

 以上のことから、研修評価に関しての意識は決して低くないが、現状にお

いては評価の観点が英語教員間でもばらつきがあり、英語教員としての専門

性と英語教員としての専門性の資質向上やその評価システムに対する懸念が、

英語教員間にあることが予測される。 

 

 

V まとめ 

 
この調査から明らかになった点を整理すると次のようになる。 

 の関係がある。 

 教員評価「教員の研修は評価されるべきか」の質問に対して 50.7％（648 

/1278 人）が賛成している。 

 教員研修評価にかかわる問題では男女の意識が異なる。 

 研修では、「大学院」（54.1％：53/98 人中）、「週末民間」（53.7％：44/82

人中）、「海外」（57.5％：265/461 人中）を選ぶ傾向がある。 

 研修内容では、教員は生徒理解（59.1％：383/648 人中）と授業運営

（67.6％：438/648 人中）にかかわる研修の必要性を感じている。 

 英語教員は研修評価と研修の費用の両面に対して意識が高い。 

 全体的に教員評価と評価者に対するシステムがいまだ整備されていない。 

 教育委員会、校長、教頭を評価者とする現在の動向には必ずしも賛成し

ていない。 

 評価という概念、教員評価の目的を明確に設定することが急務である 

 「給与、手当て」に成果が反映されるべきだと考える教員の割合が多い。 

 生徒理解を重視する教員は教員評価の成果で「表彰、顕彰」を期待する
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割合が高い。 

 研修費用の負担や研修成果の給与等への成果は、多くの教員が期待して

いる。 

 英語教員の学習評価観と教育評価・教員評価に関する考え方とはなんら

かは行われるべきだと多くの教員は感じているが、だれが、どう評価す

るのかといった点に、疑問を感じている。 

以上のような点が調査から明らかになった主な点である。教員の研修にか

かわる点のみの調査であるが、いずれも広くは教員評価と結びつく問題であ

る。人事考課制度のみがかたちとなって導入され、教員にとって重要な教科

研修にあまり重点が置かれない傾向が目立つ。その背景となる考えは、教員

は「研究と修養に努める」とされているからである。そのような状況は世界

的に見てもたいへん貧しい発想である。 

英語教員の場合は、英語という言語をコミュニケーション能力育成という

観点から指導することが要求されている。そのためには、日常的な英語情報

の入手とコミュニケーションのための実践の技能を向上させるように努力す

る必要がある。これに関連した研修として考えられる手近な内容と方法は、

ALT との関係、インターネット、テレビ・ラジオ、映画・ビデオなどのメデ

ィア、新聞・雑誌などのメディア、ボランティア、海外旅行、各種研修会な

どである。その他の研修（生徒指導など）も含めて回答した可能性を考慮し

ても、このような英語教員の自己研修としての日常の努力を正当に評価する

システムが望まれている。さらには、このような教科にかかわる自己研修を

支援するシステムがもっと整備される必要がある。つまり、研修と評価が有

機的に結びつくシステムの確立が急務だということが、このささやかな調査

から明らかになったと考える。 
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第 5 章 定期試験 
 

酒井 志延 

 

 

I 背景 
 

平成 11 年から，「コミュニカティブな」授業が教育現場に浸透していかない

のは，現職英語教員の研修に原因があるのではないかと考え，アンケート調査

を実施してきた。初期の調査で，高校の教員が「日頃教えている」授業と「自

由に選択できれば教えてみたい」と思っている授業との間にギャップがあるこ

とが判明した。その後の調査で，「日頃教えている」科目は「読解」や「文法」

のような伝統的な科目で，「教えたい」と希望する科目は「コミュニカティブな」

科目であることが判明した。そのギャップがある原因については，「入試」の制

約と同時に，「学年統一進度と学年統一テスト」の制約をあげる意見が目立った。

過去において，「学年統一進度と学年統一テストの制約」で，コミュニカティブ

な授業が自由にできないという実態についてはほとんど科学的に調査されたこ

とがなかった。そのため，本研究会で調査することにした。まず，本研究グル

ープが平成 10 年，11 年度にかけて東日本の県を中心に，344 人の中学・高校の

教員を対象にした調査によると，60.5%の教員が学年統一で行われるテストを

「評価を公平に行うために当然だ」と肯定的に捉えている。また，統一テスト

を効果的に実施するときに必要であると考えられる英語教科内研修も 70.3%の

学校で，定期的にも不定期的にも教科内研修会を実施していないことが判明し

た。 

 

 

 II 目的 
 

今回，テストの問題についての全国調査を実施するにあたって目的としたこ

とは次のとおりである。 

1. 複数の教科担当で同一学年を担当している場合，統一した定期試験をす

るという問題について，今まで全国縦断的に調査した研究はなかったの

で，学年統一試験が全国的にどのくらい実施されているかどうかを調査

すること。 

2. 複数の教科担当で同一学年を担当している場合，統一で定期試験をする

場合の試験範囲の決め方についても全国的に違いがあるか調査するこ

と。 

3. 複数の教科担当で同一学年を担当している場合，統一で定期試験をする

場合，その試験項目の決め方についても全国的に違いがあるか調査する

こと。 

4. アンケートに回答していただいた教員が定期試験をする目的をどのよ
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うに考えているのかを調査することである。 

試験範囲と試験項目の決め方について調査をしようと決めたのは，前年度の

調査の結果，学科内研修の実施率が低いことが判明したので，複数の教科担

当で定期試験の試験範囲や試験項目を決める際に，綿密に授業計画を立てて

試験範囲を決めたり，試験項目を決めたりするのではなく，簡単な打ち合わ

せ程度で決めていると推測されるからである。また，試験の目的についてき

くことは，日本の中学校，高校の教員が持つ教員の信念を構成するものを解

明するために役立つと考えたからである。 

 

III 結果と考察 
 

ここでは，今回のアンケートの項目 21,22,23,24 の調査で判明した結果につい

て考察を加える。ここでは，全国的な傾向を述べることを目的としているので，

中学校(739 名)および全日制高校(506 名)のデータを用い，回答者が少数であっ

た，定時制高校（15 人），高専（１人），その他（16 人），校種を答えない回答

者(1 人)からの回答は省いた。 

 

21．統一定期試験について 

1) 毎回行う・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1014 名( 79.4%) 

2) 毎回でないが行う・・・・・・・・・・・・・・・・64 名(  5.0%) 

3) 年に１回だけ行う・・・・・・・・・・・・・・・・12 名(  0.9%) 

4) 行っていない・・・・・・・・・・・・・・・・・ 101 名(  7.9%) 

5) その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  31 名(  2.4%) 

6) 無回答・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・56 名(  4.4%) 

合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1278 名(100.0%) 

 

表 5 - 1 定期試験を統一で実施するかどうかの度数表 

 中学校 高校 青森 大阪 鹿児島 

596 名 392 名 124 名 152 名 107 名 1)毎回行う 

80.6% 77.5% 80.6％ 79.6% 74.3% 
36 名 27 名 5 名 10 名 10 名 2)毎回でないが行

う 4.9% 5.3% 3.2% 5.2% 6.9% 
7 名 5 名 2 名 0 名 2 名 3)年に 1 回だけ行

う 0.9% 0.9% 1.3% 0 % 1.4% 
40 名 58 名 10 名 19 名 12 名 4)行っていない 

5.5% 11.5% 6.5% 9.9% 8.3% 
17 名 12 名 4 名 3 名 7 名 5)その他 

2.3% 2.4% 2.6% 1.6% 4.9% 
4４名 12 名 9 名 7 名 6 名 6)無回答 
5.82% 2.4% 5.9% 3.7% 4.2% 

合計人数 739 名 506 名 154 名 191 名 144 名 
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 100% 100% 100% 100% 100% 
表 5 - 1 より，中学校と高校では，学年統一試験の実施率に若干の差がある。ま

た，青森県と大阪府は，８割を超える実施率だが，鹿児島県では７割４分と若

干差があった。しかし，「毎回ではないが行う」という項目を加算すると８割以

上の教員が実施していると答えているので，定期試験を学年統一で実施するこ

とは，全国的であり，大多数の中学校と高校の英語の授業で実施されていると

考えてよいであろう。つまり今回の調査で，日本の中学と高校の約 80％では，

英語の何らかの授業で，中間試験や期末試験などの定期試験がほぼ毎回，学年

統一試験で実施されていることが判明した。 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校

高校

青森

大阪

鹿児島

1)毎回行う

2)毎回でないが行う

3)年に1回だけ行う

4)行っていない

5)その他

6)無回答

 
    図 5 - 1 定期試験を統一で実施するかどうかについて 
 

22．試験範囲について 

1) 教員同士で事前に相談する。また，範囲を修正する 

場合も相談・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・500 名(39.1%) 

2) 教員同士で事前に軽い合意をする程度で，試験が 

近づいた段階で相談する ・・・・・・・・・・・・・ 244 名(19.1%) 

3) 教員同士で事前に合意を得る程度で，試験が近づいた 

段階で，進度が遅れている先生に合わせて修正する・・220 名(17.2%) 

   4) その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 134 名(10.5%) 

  5) 無回答及び該当せず ・・・・・・・・・・・・・・・・ 180 名(14.1%) 

合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1278 名(100.0%) 
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表 5 - 2 試験範囲の調節についての度数表 

 中学校 高校 青森 大阪 鹿児島 

280 名 204 名 56 名 72 名 59 名 1)事前に相談、試験前に修

正する場合も相談 37.9% 40.3％ 36.4％ 37.7％ 41.0％ 
129 名 111 名 26 名 39 名 21 名 2)事前に軽い合意，試験が

近づいた段階で相談 17.4% 21.9％ 16.9％ 20.4％ 14.6％ 
122 名 95 名 31 名 36 名 26 名 3)事前に合意，試験前遅れ

ている先生に合わせ修正 16.5% 18.8％ 20.1％ 18.9％ 18.0％ 
107 名 24 名 20 名 17 名 15 名 4)その他 

14.5% 4.8％ 13.0％ 8.9％ 10.4％ 
101 名 72 名 21 名 27 名 23 名 5)無回答（該当せずも含む） 
13.7% 14.2％ 13.6％ 14.1％ 16.0％ 
739 名 506 名 154 名 191 名 144 名 合計人数 

 100% 100% 100% 100% 100% 
 
表 5 - 2 より統一試験の試験範囲の決め方にも全国的にも中学校と高校によって

も差がない傾向であると判明した。試験範囲の合意の取り方は「事前に重点が

置かれている」約４割で，「試験前に重点が置かれている」が約２割で，「ペー

スの遅れている先生に合わせる」が約２割であると判明した。つまり今回の調

査で，試験範囲を事前にきちんと事前に相談して決めている教員は４割程度に

とどまり，事前には軽い合意程度で試験が近づいた段階で相談する教員が４割

弱であることが判明した。 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校

高校

青森

大阪

鹿児島
1)事前に相談、試験前に修正す
る場合も相談

2)事前に軽い合意，試験が近づ
いた段階で相談

3)事前に合意，試験前遅れてい
る先生に合わせ修正

4)その他

5)無回答（該当せずも含む）

  図 5 - 2 定期試験範囲の調節ついて 
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23．試験項目について 

1) 事前に相談し，試験項目に配慮して授業を行う・・・243 名( 19.0%) 

2) 試験項目について事前には相談しないが，試験が 

近づいてきた時相談する・・・・・・・・・・・・ 244 名( 19.1%) 

3) 事前には相談しないが，試験が近づいてきた段階で， 

試験作成担当者が作った試験原案を各教員が個別に 

検討する・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 359 名( 28.1%) 

4) 試験作成担当者が作った試験原案をそのまま使う・・143 名( 11.2%) 

5) その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 88 名(  6.9%) 

6) 無回答及び該当せず・・・・・・・・・・・・・・・201 名( 15.7%) 

合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1278 名(100.0%) 

 

表 5 - 3 試験項目の合意についての度数表 

 中学校 高校 青森 大阪 鹿児島 

148 名 85 名 35 名 34 名 30 名 事前に相談、試験項目に

配慮して授業 20.0% 16.8％ 22.7% 17.8% 20.8% 
152 名 88 名 25 名 24 名 24 名 事前相談なし、試験前相

談 20.5% 17.4％ 16.2% 12.6% 16.7% 
188 名 166 名 40 名 76 名 31 名 事前相談なし、試験原案

個別検討 25.4% 32.8％ 26.0% 39.8% 21.5% 
71 名 67 名 19 名 17 名 18 名 試験原案をそのまま使用 
9.6% 13.2％ 12.3% 8.9% 12.5% 
71 名 15 名 11 名 9 名 16 名 その他 

9.6% 3.0％ 7.2% 4.7% 11.1% 
109 名 85 名 24 名 31 名 25 名 無回答（該当せずも含む） 
14.8% 16.8％ 15.6% 16.2% 17.4% 
739 名 506 名 154 名 191 名 144 名 合計 
100% 100% 100% 100% 100% 

 
表 5 - 3 より「試験項目について事前に合意を得て，その項目に配慮して授業を

行っている」教員が約２割であることが判明した。このことは，多くの教員が，

統一試験を行うのにもかかわらず，試験項目について事前に合意を持っていな

いで授業をしていると言える。また，試験項目の決定については，事前には合

意が無く，試験作成担当者が作成した試験原案をまって，授業担当者が個別に

検討する形で決定する教員が３割で一番多数であることが判明した。また，他

の担当者が作った「試験原案をそのまま使っている」教員も約１割程度存在し，

それも中学校と高校でもまた全国的にもほぼ変わらない傾向であることが判明

した。つまり今回の調査で，統一試験を実施しているにもかかわらず，事前に

試験項目を決めそれに配慮して授業を実施している教員は２割程度であること

が判明した。そして相談もなく試験原案をそのまま使う教員も１割程度存在す
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ることが判明した。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校

高校

青森

大阪

鹿児島 事前に相談、試験項目に配慮
して授業

事前相談なし、試験前相談

事前相談なし、試験原案個別
検討

試験原案をそのまま使用

その他

無回答（該当せずも含む）

  図 5 - 3 定期試験の試験項目の合意について 
 
そこで，試験範囲と試験項目の決め方をクロス集計してみると。 
 
表 5 - 4 試験項目の合意と試験範囲の調節のクロス表 

    

 

事前相談で

試験前に範

囲修正 

事前に軽い

合意，試験

前相談 

事前に合意，

試験前遅度

修正 

その他 無回答 
（該当せ

ずも含む） 

合計 

197 名 18 名 27 名 1 名 0 名 243 名 
81.1% 7.4％ 11.1% 0.4％ 0% 100% 

配慮して

授業 

39.4% 7.4% 12.3% 0.7% 0% --- 
108 名 95 名 37 名 3 名 1 名 244 名 
44.3% 38.9% 15.2% 1.2％ 0.4% 100% 

試験前相

談 

21.6% 38.9% 16.8% 2.2% 0.6% --- 
153 名 87 名 115 名 3 名 1 名 359 名 

42.6% 24.2％ 32.0% 0.9％ 0.3% 100% 

試験原案

個名別で

検討 
30.6% 35.7% 52.3% 2.2% 0.6% --- 
30 名 41 名 35 名 35 名 2 名 143 名 
20.9% 28.7％ 24.5% 24.5％ 1.4% 100% 

試験原案

をそのま

ま使用 6.0% 16.8% 15.9% 26.2% 1.1% --- 
6 名 1 名 1 名 80 名 0 名 88 名 
6.9% 1.1％ 1.1% 90.9％ 0% 100% 

その他 

1.2% 0.4% 0.4% 59.7% 0% --- 
6 名 2 名 5 名 12 名 176 名 201 名 

3.0% 1.0% 2.5% 6.0％ 87.5% 100% 

無 回 答

（該当せ

ず も 含

む） 1.2% 0.8% 2.3% 9.0% 97.7% --- 

合計人数 500 名 244 名 220 名 134 名 180 名 1278 名 
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 --- --- --- --- --- --- 
 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
各セルの中段は「行」に対応，下段は「列」に対応している。 
 
図 5 - 4 を見ると，定期試験の試験項目の決め方と定期試験範囲の決め方に関連

があることがわかる。表 5 - 4 より，「試験項目について事前に合意を得て，そ

の試験項目に配慮して授業を行っている」教員は，約８割が試験範囲において

も事前に相談をしている。つまり，試験範囲を事前にきちんと決めていても，

かならずしもそのことが試験項目を意識した授業につながらなっていない場合

があるが，試験項目をきちんと決めている場合は，試験範囲の決め方において

も事前にきちんと相談がなされていることがわかる。逆に，試験項目の決め方

があまりきちんとしていないと，試験範囲も緩やかな合意の基で決められてい

ることがわかる。 

 

0% 50% 100%

(6 )

(5 )

(4 )

(3 )

(2 )

(1 )

試
験
項

目

試験範囲

事前に相談，試験前に
範囲修正

事前に軽い合意，試験
前相談

事前に合意を得、試験
前遅度修正

その他

 
  図 5 - 4 定期試験項目の合意と試験範囲の調節のクロス 

(1) 事前に相談し，試験項目に配慮して授業を行う。 

(2) 事前には相談しないが，試験が近づいてきた時相談する。 

(3) 試験が近づいてきた段階で，試験原案を各教員が個別に検討する。 

(4) 試験作成担当者が作った試験原案をそのまま使う。 

(5) その他。 

(6) 無回答及び該当せず。 

 

24．定期試験を実施する目的について 

先生個人が考えている定期試験の目的（実施されていること）について順位

をつけて３つ選んでください。 

1 番（    ） 2 番（    ） 3 番（    ） 

1) 生徒個人の習熟度を把握するため・・・・・・・・・・36.6% 

2) 学習者を評価するためのデータを得るため・・・・・・18.9% 
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3) 学習者集団全体の順位付けするため・・・・・・・・・ 1.9%  

4) 先生が実施した授業の成果を評価するため・・・・・・13.9% 

5) 授業を改善するデータを得るため・・・・・・・・・・ 6.2% 

6) 生徒に勉強をさせるため・・・・・・・・・・・・・・18.0% 

7) その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0.7% 
8) 無回答及び該当せず・・・・・・・・・・・・・・・・ 3.8% 

合計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 100.0% 
   
このアンケートは，回答者である教員に(1)～(6)の項目のうち３つの項目を順位

を付けて選んでもらった。 
データ処理の方法としては， 
1) 各々の教員が１番目として選んだ項目に３ポイント，２番目として選ん

だ項目に２ポイント，３番目として選んだ項目に１ポイント与えて，各

項目の総ポイントを集計した。 
2) 構成比を示すために，各項目の総ポイントを６で割り，次に，その数字

を回答者の総数で割り，百倍したものをパーセントで表示した。 
 
表 5 – 5 テストをする目的の度数表         
評価の目的 中学 高校 青森 大阪 鹿児島 
生徒個人の習熟度把握 38.7％ 33.8% 35.5％ 33.6% 39.5% 
学習者評価データ 18.7％ 19.5% 19.5% 21.3% 11.6% 
学習者集団全体の順位付 1.3％ 2.7% 1.4% 1.4% 1.0% 
授業成果の評価 14.9％ 12.5% 15.7% 11.5% 15.0% 
授業改善のデータ 7.6％ 4.3% 7.1% 5.5% 8.8% 
生徒に勉強させるため 14.8％ 22.4% 16.2% 20.1% 19.7% 
その他 0.6％ 0.6% 0.4% 0.9% 1.4% 
無回答 3.4％ 4.2% 4.1% 5.7% 3.0% 

合計 100% 100% 100% 100% 100% 

人数 739 名 506 名 154 名 191 名 144 名 
 

表 5 - 5 は，各教員集団別に，テストの目的を集計したものである。それをみる

と，中学校及び高校の教員が考える試験の目的の第１位は，同じで，３割以上

の教員が「生徒個人の習熟度把握」と答えている。２位と３位は，若干異なる。

中学では「学習者の評価データの収集」，「生徒に勉強させるため」という順で

あるが，高校では逆の順であった。３府県でも青森と大阪が中学校と同じ順位

で，鹿児島が高校と同じ順番であった。４番目が「授業成果の評価」で，５番

目が「授業改善のデータ収集」であった。つまり今回の調査で，英語の教員が

考える試験の目的は１番目が「生徒個人の習熟度把握」，２番目は「学習者の評

価データの収集」，「生徒に勉強させるため」。中学校の教員には，「学習者の評

価データの収集」という目的が強く，高校の教員には「生徒に勉強させるため」

という考えが強い。テストで「行った授業を評価したり，これからの授業の改
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善データを集める」という考えは，中学校と高校の英語教員にはあまり意識さ

れていない。 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学

高校

青森

大阪

鹿児島

生徒に勉強させるため

授業改善のデータ

授業成果の評価

学習者集団全体の順位付

学習者評価データ

生徒個人の習熟度把握

  図 5 - 5 テストをする目的 
 

 

IV  まとめ 
 

１．試験の実施について 

今回の調査の一番の意義は，「複数の教科担当であっても学年統一での定期試

験が中学校および高校で全国的な現象である」ことをデータでもって明らかに

したことである。試験範囲の決め方や試験項目の決め方についても全国的にあ

まり差がないことが判明したといえるだろう。これは，教育の面で日本がいか

に均一に近い方法をとっているのかを示す証拠と言えるだろう。これらのこと

はいままで，なんとなく，そう思われていたが，現象面からの具体的なデータ

でもって示した調査はなかった。 

 

２．試験範囲と試験項目の決め方 

本調査は，複数の教科担当で統一試験を行う場合の試験範囲と試験項目の決

め方についての日本の教員の実態を明らかにした。本調査によると，試験範囲

の決め方は，事前に合意を得る教員は４割近くいた。後の６割の教員の決定方

法は，試験の直前にきちんと合議して確定させるか，または単独でテストを実

施するため合議が必要ないケースである。試験項目の決め方は，さらに配慮さ

れていない。つまり，試験範囲の授業を行う前に試験項目を決めて，それに配

慮して行う教員は２割程度である。どちらかというと実際のテストの原案がで

きてからその項目を検討するという教員が多い。事前にしろ試験直前にしろ，

どのくらい担当者間で協議して，試験範囲や試験項目を決めるのかを調査しな
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かったので，このことも今後調査していきたい。というのは，試験範囲や試験

項目についてきちんと教科内で話し合って決めることは，現在多くの教員があ

まり実施していないが，適切な教科内研修のテーマになりうるからである。 

 

３．試験の持つ政治性について 

「テストは人が人について決定を下すために開発された道具である。したが

って，テスト開発とテストの実施は政治的活動である」(Brown 1996 in 和田

1999:27)という観点から考えると，学習者の成績を公平につけるために，学年

で統一テストを実施すること自体は問題ない。その場合，評価を客観的にする

ために，担当者間で綿密なる打ち合わせが必要である。したがって，テストを

学年で統一して実施するためには，その試験範囲の授業が始まる前に，きちん

と授業担当者で試験範囲や試験項目などについて合意をして実施をしないと，

不利益を被る生徒が出てくる可能性が高いといえる。今回の調査では，日本の

多くの教育現場において，その可能性の存在がありうることが示されている。

今後，さらに詳しい調査が必要であろう。 

 

４．新しい指導方法と学年統一試験 

教科内研修をしないでしかも試験項目を試験範囲の授業の大半が終わった段

階で決めることは，現状の指導方法の追認になりかねず，そのことは新しい指

導方法をためす機会を奪うことになりやすい。このような背景から，以前に実

施したアンケートに回答してくれたコミュニカティブな指導法を試そうとする

教員から，学年統一試験がその妨げになっているという意見があがったと考え

られる。このような教員達を支援するためにも，教科内研修を盛んにする方策

が必要である。 

 

５．テストの目的についての信念 

最後に，テストの目的に関する教員の信念ついて述べる。本調査は「生徒個

人の習熟度把握」，「生徒の評価データの収集」，「生徒に勉強させるため」で，

いずれの教員グループも７割を占めてしまうことを明らかにした。つまり，日

本の教員のテストについての意識は，生徒の学習について焦点が置かれている。

とりわけ，試験の目的の第３番目に「生徒に勉強をさせるため」がきているこ

とは，試験の持つ効果を重視していることがわかる。つまり，ある意味で試験

を脅しにして勉強させる方法である。この方法は短期的に見ると効果はあるよ

うだが，長い目で見ると，「試験のために勉強する」という生徒を多く作り出す

結果となりかねない。また，生徒の学習について意識がおかれているために，

教員の中に，テストが持つ「授業評価」や「授業改善のデータ収集」をあまり

重視しない傾向が見える。授業改善の方法はいろいろあるが，試験項目をきち

んと設計するとテストの結果から実施した授業の評価および改善のデータを得

ることが出来る。この視点が，現在の中学校や高校のテスト作成にはあまり配

慮されていない。そうであれば，中学校や高校の多くの教員達は授業改善のた

めの一つの有力な方法を活用できないままである。したがって，日本の教育現

場において，どのような試験項目を作り，定期試験を実施すれば，授業改善の
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データを得ることが出来るのかというような実践的な研究が今後の課題となる

であろう。 
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第 6 章 自由記述のまとめ 

 笹島 茂 

 

 

 アンケートのさいごに、「上記で反映できなかったご意見等を自由にお書きくださ

い」という項目があった。なんらかの記述がされていた割合は 17.5％（224 名／1278

名中）となった。そのうち、原因は不明だが同様の内容の記述が 3 名分重複してい

た。このアンケートの記述内容を種類別に分類すると下記のようになった。一つの記

述の中に観点の異なる内容が書かれているものがいくつかあったので、分類のもと

となる数は 244 件となっている。 

            

         表 6. 自由記述の意見内容の分類 

 

 ここでは、アンケートに回答していただいた意見をそのまま掲載することが意味が

あると判断し、記述内容により分類し、そのまま掲載してある。一つの意見に複数の

観点が込められた記述については、主なものを優先し分類してある。現在の英語教

員を取り巻く複雑な背景が文面から読み取ることができ、たいへん貴重な資料とな

った点をアンケートに回答していただいた方には感謝したい。 

（注：各記述の番号はアンケート整理上のものである。） 

A. 時間/多忙、教科外の仕事、授業振替/仕事補充など 

意見 件数 順位

時間／多忙 29 1
教科外の仕事 25 2
研修設定 24 3
海外 19 4
研修内容 19 4
授業内容と英語力 18 6
環境 16 7
自己研修 15 8
授業内容 15 8
授業振替 /仕事補充 14 10
教員評価 10 11

ALT 8 12
研修機会 8 12
校内 （地域 ）研修 6 14
教員資格 3 15
授業運営 3 15
大学院 3 15
英語力 2 18
教員意識 2 18
教員資質と英語力 2 18
教員養成 1 21
適材適所 1 21
人間性 1 21

計 244
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10 

・週の授業時数(２５時間）と雑務が多く大忙しで研修などできる状況などまったくな

い。・1 学級の生徒数を 25 人ぐらい程度にできるように教育行政は急いでやる必要

があります。・現場の教員だけが忙しくしている。・管理的な学校経営・運営だけで

はのびのびとした発展的な研修は望まれないように思う。（男性・60 代以上・中学

校・20 年以上） 

 

11 

私は高校教諭を経て中学校教諭をしているがどうして中学校はこんなに忙しいのか

わかりません。生徒の気持ちが不安定だったりする中学校教諭にこそ教材研究や

生徒指導をするための時間が必要だと思うのですが、1 日にあき時間は 1 時間程度

ということが頻繁にあります。学級、分掌、授業、部活…日曜日など研修に参加する

時間もなければ、英会話にかよう時間も作れないのが現状です。中学教諭にもゆと

りを…と思います。（女性・30 代・中学校・15 年未満） 

 

23 

研修は自分自身の能力をたかめるために必要だと思います。しかし今の公立中学

校の教員の現状をご存知でしょうか？授業だけでなく様々な校務、担任としての仕

事、クラブ活動の指導、生徒指導、総合等、新しい教育課程の取り組みなどに毎日

おわれている状況です。英語の授業だけに落ち着いて取り組めているわけではあり

ません。自己研修はそれらの仕事をする残りの時間でしかできません。勤務時間内

（例えば研修センターで）に研修会に参加するとなると自分の仕事を他の先生にお

願いしなければなりません。今のままでは誰か一人研修を受けるために周りに負担

をかけることになります。十分な教員数、余裕のある授業数（英語だけでなく、学活

や総合などを含めて）でなければ研修に参加できません。今の状況では教員各個

人の努力（アンケートの 20 になるようなもの）に頼っていると思います。校内の教員

同士の（同じ教科内）授業公開や研修は定期的ではなくてもやっている学校はある

と思います。公開とまでとは行かなくても色々アドバイスしたり情報交換は忙しい合

間を縫って皆さんやっていると思います。（女性・40 代・中学校・20 年以上） 

 

28 

学校現場がとにかく多忙である。本来英語教師であるが、それ以外の仕事が多す

ぎて、一日 24 時間では足りないと痛感する日々である。（男性・40 代・高校・20 年以

上） 

 

64 

本校は英語科教員が、自分を含めて二名しかおらず、互いに研修し合うには、互い

に経験も技術も不十分と考えているので、校外に研修の場を求めざるを得ない。Ａ

ＬＴはほぼ常駐しているので校内での語学研修は可能であるが、なにしろ授業時数
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など多く自由時間も少ないので、せっかくのチャンスをつぶしている。生徒が、自分

の話す英語は理解でき ALT の英語を理解できてない様子を見れば、自分の英語

をよりブラッシュアップさせたいという思いは常に強く持っている状態である。（女性・

30 代・中学校・15 年未満） 

 

69 

授業をしっかりとやりたい（教材解釈、そして準備して）という気持ちは、うちの学校

の英語教師（３人）は思っています。それも強くそう思っています。しかし、教科以外

の仕事が多すぎて、本来の仕事が何なのか忘れてしまう毎日なのです。自分を押し

殺して生活する毎日なのです。なんとかならないのでしょうか。今ある「総合学習」の

時間でさえも学校の現場にとって厄介なものの一つです。（女性・30 代・中学校・15

年未満） 

 

85 

“英語をもっと学び Skill up したい”と常に思いつつ日常に追われている毎日です。

部活動 etc によりなかなか研修にもいけません。もっと制度として確立して欲しいで

す。(女性・20 代・高校・初任者） 

 

104 

最近選択教科の生徒を中心に海外文通をやる子が少しずつ増えています。やはり

未知の人、まして知らぬ国の友人ができるというのはとても魅力的なようです。研修

への参加はやはり私が出ることによる空きの対応を他教科の先生にお願いしなくて

はならないので、一週間を超える場合は誰かを派遣して頂けると行きやすくなります。

（女性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

116 

・雑用があまりにも多すぎて授業の準備が本当に本当にできない。家に持ち帰って

も無理。・「学級崩壊」の中での授業についての研修も必要を感じる。（女性・40 代･

中学校・20 年未満） 

 

134 

研修で教員一人一人の能力を高めることよりも、もっと心のゆとりが必要である。教

員の採用数を増やし、教員ごとの空き時間を増やせばもっとレベルの高い授業、面

白い授業がいくらでもできる。それが無理ならピクチャーカードや CD 教材などの視

覚教材を全教員が無理なく使用できるようにしてほしい。今の環境では毎日に追わ

れているだけである。（男性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

153 

文部科学省と現場との差があるので、実際には研修内容が現場が必要としているこ

とと異なる場合がある気がします。また、授業以外に費やす時間・労力が多過ぎで、
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英語の研究にあまり時間が割けないのが現実。職場環境（研修を受けやすい）の改

善も急務であると強く感じています。（男性・中学校・高校・3 年未満） 

 

165 

日々、雑務に追われる中、研修の大切さをふと忘れてしまっていることに気づかせ

ていただきました。しかし、学級担任を持つなど、日々の生徒との活動に（行事）必

要な準備等の間に授業をしているような状況の中、自分の英語教師としての資質

や役割について深く考えていくと、あまりに理想とは違い、パニックになります。来年

度から、選択教科としての英語の授業も充実させなければいけないし、ますます教

師自身の英語を教えるということの意味の自覚が必要になってくるとおもいます。そ

のための研修は不可欠でありますが、同時に総合的な学習の時間、その他学校行

事といったことも避けて通れないことであり、おもちゃ箱のようになっている学校の中

で、本当に何が大切かということを見つけにくくなってしまっているように思います。

「学校・学級の管理や運営の部分」、 「生徒指導とカウンセリング（進路、生き方の

問題）の部分」、 「教科指導の部分」、 「課外活動」、 それぞれに大切な部分で

あるが、一人の教師が兼ねて行ってしまっている現状に問題がある。直面する生徒

の問題に対処していくことが優先され、教科指導がおろそかになりがち←中学校で

はこれがとても大問題！！（女性・40 代・中学校・20 年以上） 

 

178 

◎英語科教諭に英会話能力は必要。使ってなんぼの語ですから。しかし、英会話

能力さえよければいいのなら全てを Native Speakers に任せてしまえばいい。日本

人がやることに意義があるから日本人による英語教育が行われているのである。授

業全てを英語で行う教諭がもてはやされるが、それはおかしなこと。日本語と英語と

バランスよく使えばいい。◎会話能力の研修なら、お決まりの研修より、実践の方が

いい。例えば私の場合、休暇で海外へ行くと、滞在後半は感覚が戻ってきて、とっ

てもペラペ−ラになる。そんな機会を増やして欲しい。◎授業時数週２３時間。担任。

英語科主任。生徒会担当。特別活動主任。各種学年行事担当。平均して空き時

間は一日一時間。それは学級の生徒の生活ノートチェックで終わり。放課後は部活

動。その後事務仕事。帰宅は２３時。こんな生活で新しい授業を考える時間を確保

するのは困難。ゆとりを求める学校で教師にはゆとりがない。目先のことを処理する

のが精一杯。愚痴でしょうか。（男性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

183 

誰でも研修に参加し、運用力や指導力を高めたいと考えているが、現実には学校

内の校務分掌や部活動指導の忙しさがあり、参加しにくい状況にある。数日間の研

修は同僚の協力で授業をカバーしてもらえるが、数週間以上の研修となると、依頼

しにくくなる。そこで長期の研修に参加しやすくするために、各地区（域）内に研修

者の授業をカバーしてくれる代用教員（Substitute Teacher)を設けてほしい。（アメリ

カでは各校数名の代用教員が登録されている。） （男性・30 代・高校・20 年未満） 
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250 

本県の、教育センターが実施している実用英語研修は内容が充実していて、毎年

参加したいと思いますが、実際は学校行事や授業のやりくり、同僚にかける迷惑な

どを考えるとなかなか参加できず、残念に思っています。教員の研修を妨げる最大

の要因はこういう点だと思います。（女性・40 代・高校・20 年以上） 

 

270 

・研修をたくさん受けたいが学校事情により授業交換が困難・研修の数（情報）が少

ない。（女性・30 代・中学校・15 年未満） 

 

331 

昨年度、語学教育研究所の夏季講習会を受講し、隈部先生のオーラルイントロダ

クション等、刺激をたくさん頂きました。このような講習会をより受講し、力をつけたい

と思うのですが、運動クラブを担当していると、普通は土・日曜日も公式戦や練習試

合があり、参加できません。雑誌を読んだり、ラジオを聞くくらいですが、学校が落ち

着いていないと、疲れてそれさえもできない日もあります。大切なのは、「やる気」の

問題だと思いますが…。授業数を調整してというのは、行政の財政難により、教職

員の数が減らされている現状では、厳しいものがあります。（男性・40 代・中学校・20

年未満） 

 

419 

高校教員は雑務が多くほとんど自分の研修、勉強、研究のための時間が取れない

のが現状です。アンケートの項目には魅力を感じますが今、アンケートのどれかの

項目内容に参加しますか？といわれても、現実とは思えません。（男性・40 代・高

校・20 年以上） 

 

427 

担任の仕事、部活動の仕事で簡単には英語力をつけたり、授業を高めたりする時

間はない。せめて、土・日ぐらいは部活動や大会、行事がないといいと思う。（女性・

20 代・中学校・6 年未満） 

 

464 

自分の英語力を高めたいと常に思っているのですが、毎日の仕事に追われ、自分

自身の勉強時間を職場でも、家でも作り出せずにいるのが現状です。各種試験を

受けたくても、その日（休日）に仕事、部活があり、受けられないことも多々あります。

（女性・30 代・高校・3 年未満） 

 

478 

とにかく我々教育現場が忙しすぎます。部活動、校務分掌、学校事務など…私もこ
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れまで海外には 13 回ほど出かけています。（ほとんどが米国）目的は生徒に海外事

情や文化的側面を語り異文化への興味関心を喚起させ英語学習の向上につなげ

ていきたいと考えているからです。（男性・40 代・高校・20 年以上） 

 

493 

総合だ、選択だ…理想はいっぱいあるけど現実は少ない教員で行事は次々と、生

徒指導の毎日で悪循環です。どれもいいかげんで「こなす」だけになってしまいがち

です。もっと現場の状況を見て物事を動かしてほしい。教員にゆとりがなければ理

想は目指せないし向上心もわかない。一人一人の教員の仕事は「飽和状態」です。

（女性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

563 

事務雑務をはじめ個々の生徒理解に費やす時間が多い毎日です。その中で一時

間の授業について深めたり、展開したりする教材についての研修の時間を十分取

れません。一番したいこと、一番しなければならないことが、きちんと出来ない毎日

です。教科以外の研修も、生徒理解のため受けることが多く（主に心理学方面）、夏

期休業中こそはまったく勤務が外れた形で英語について思い切り研修を受けたい

と思います。（時代の流れの中では難しいでしょうか。教育現場にいて学校という枠

組みの中で目指すところが見えにくいこの頃です。）P.S.語学学習にとって 40 人単

位は難しいと思います。 前略 アンケートだけでは答えづらい所もありましたが、今

後の英語教育界に良い風が入ってくればと願っています。取り急ぎ乱筆乱文にて

失礼いたします。 （女性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

587 

語学教育の研修の必要性は重要ですが、ネックになっているのは「校務分掌」とい

われる、校内の諸組織運営に関る勤務です。行事の準備、推進、外部との交渉、

校内における合議、審議、承認などの手間…。生徒に関り、教科指導に関わるこれ

だけに集中できるような体制が望ましいところですが、現実という壁は一向に改善の

方向へ門戸を開いてくれません。日本社会の閉鎖性のなせるわざでしょうか。（男

性・40 代・高校・20 年以上） 

 

590 

教育現場は教科指導以外の校務や雑用、そして生徒の生活面での指導で多忙な

ため、なかなか教科研修ができません。（女性・50 代・高校・20 年以上） 

 

649 

実際には研修などして能力をつけたいのはやまやまだけど時間が無い。最終的に

は時間をどうとるかが問題となると思う。（女性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

659 
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長期研修等に本当に参加したいと考えている。しかしそれに踏み切るには多くの障

害がある。①クラス担任としての仕事（通知表 etc）。②部活動はかなりの実績を作っ

ているため、練習は必ず出る。③日々の生徒指導と教科指導。④校務分掌としての

生徒会顧問。⑤他の研修。（男性・20 代・中学校・10 年未満） 

 

731 

研修を受けて自分の指導能力を上げたいとはどの先生方も思っていらっしゃるとお

もいますが現実的には校内の教科以外の仕事が多く、時間の持てない場合が多い

と思います。私自身も独身で担任のなかった年度には外部の研修を受けたり toeic

の勉強をしたりしましたが、現在は育児休暇明けで、保育園に子供をあづけていま

すので放課後の研修も難しい状態です。外部の研修も時間割等、他の先生方にめ

いわくをかけることもあり、心苦しい思いをされている方も多いのではないでしょう

か？（女性・30 代・高校・15 年未満） 

 

745 

神奈川県立校に勤務しているが研修はおろか、授業や授業の教材研究さえ校内

の雑務や分掌や学年等々の仕事で合間にやっとやる時間を見つけるという状況。

私学でない公立校（特に学習意欲の低い生徒を抱えた学校）の実態を知ってほし

い。（女性・40 代・高校・20 年以上） 

 

769 

授業時数が一週間で 25 時間では忙しすぎます。英語の授業 １年と２年（４+１６時

間）、道徳（１時間）、学活（１時間）、総合的な学習の時間（2 時間）、研究推進委会

（1 時間）。（男性・40 代・中学校・20 年未満） 

 

772 

長期休業中にやはり海外での研修などに参加したいと思っても、やはり学級担任を

持っているとなかなか行けないのが現状です。平日の校外研修についても、最近の

生徒指導の多さから考えると急に行けなくなることも非常に多く、授業時数から考え

ても難しいと思います。思い切って学校を出る必要も感じますが、なかなか教員数

が少なく難しい。（女性・30 代・中学校・15 年未満） 

 

843 

本校は小規模で英語科教員が一人しかいないので英語の研修となると学校外でし

かなかなか機会がもてないのが現状である。英語科教員が一人のため、全学級全

学年（５クラス）を一人で受け持ち、部活動（運動部）も指導しなければならないので

普段ははっきり言って研修というより、毎日の授業のための教材研究に追われてい

る。研修したい気持ちはあるが、現実的になかなか難しいのも事実である。（女性・

20 代・中学校・6 年未満） 
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950 

・本校は、小規模校で英語科教員が一人しかいないので、英語の研修となると、学

校外でしかなかな機会が持てないのが現状である。・英語科教員が一人のため、全

学級全学年(5 クラス)を一人で受け持ち、部活動（運動部）も指導しなければならな

いので、普段ははっきり言って、研修というより、毎日の授業のための教材研究に追

われている。研修したい気持ちはあるが、現実的になかなか難しいのも事実である。

（女性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

858 

研修権は認められていても、授業や担任業務のために一週間や十日間というスパ

ンでの研修は参加できない。・自分自身は国際交流のボランティアをしていて、長

期休暇中の空いているときは、通訳をしたり研鑚に努めている。（男性・40 代・高校・

20 年以上） 

 

869 

時間数や持ちクラスが多く、なかなか研修まで余裕が取れないのが現状です。時間

外となると、オーバーワークは必至ですので、今のところ何とかやりくりして、平日の

公的な研修に参加したり、ラジオの英会話を聞きつづけたりしております。海外へ気

軽に研修に行けるならと思いますが…（女性・30 代・高校・15 年未満） 

 

870 

このアンケートに答えることで自分のスタイル（授業の）を見直すいいきっかけになり

ました。研修は必要なことで英語能力を向上させたい気持ちは強いのですが、毎日

の仕事に追いまくられているというのが本音です。締め付けになるという批判もありま

すが、一年間に必ず教育センターで研修することを義務づけている地域をうらやま

しく思うこともあります。学校を留守にするということは、かなり勇気と（元気）エネルギ

ーが必要です！（女性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

914 

日頃、授業以外の仕事などがあり、なかなか充分に研修の時間をとることができな

い。もっと週当たりの時間数を減らして、研修のためのゆとりの時間を確保してほし

い。このままの時間数で、強制的な官制研修を受けさせたり、校内での研修を強い

ることには絶対反対である。3 週間二人内の研修の際に、講師が配属されないと残

りの教師の負担が大きい。週に 19〜20 時間も授業をすることになってしまう。他の

先生に負担にならないで、かわるがわる研修できればよいと思う。（女性・40 代・高

校・20 年以上） 

 

948 

大学の先生方の想像できないほど、現場は生徒指導、進路指導、校務分掌、その

他の雑務で、非常に忙しい。自らの研修や教材研究の時間や体力をなかなか持て
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ない現状をもっともっと知ってほしいと思う。・大学入試が高校の教育に与える影響

は非常に大きいので、使える英語を訓練できるようにするためにも入試を変えてほし

い。根本的に！（女性・40 代・高校・20 年以上） 

 

958 

現場の実態を把握するのはこんな紙では無理だと思います。一部を除き多くの学

校の教員は教科指導以外のことで忙しく１日として学校をあけられないと思われま

す。教員の研修を考える前に悪化を続ける子供を取り巻く生活環境を正しく修正し

ていくことを考えるべきだと思います。（例えばエリート集団である官僚がつまらない

事件で新聞、テレビで話題になっているようではなんにもなりません）（男性・40 代・

高校・15 年未満） 

 

1009 

大学入試が高校での英語学習に影響を与えているのは否めない。従って多くの教

員は受験技術の指導に時間をとられ、本質的な学習、コミュニケーションをめざす

指導に目が向かず、その研修を必要としていない。大学入試問題がもっと変わらな

いと、研修に時間を割く教員は増えないと思う。また、現場は忙しすぎて教科の研

修どころではないというのが、現実。生徒と毎日面談し、書類の作成に追われ、保

護者の相談に応じ、会議が続き、朝 6 時に家を出、夜８時に帰宅という毎日では、

研修よりも休息の時間がほしいというのが本音である。 

 

1062 

日々の校内の分掌や色々なことに追われて授業に対する研究をする時間が非常

に少ない。また、日常会話等、自分自身のスキルを磨くための時間がとれにくく、

日々悩んでいます。 

 

1064 

教員がそれぞれ自分の英語力を伸ばしたり、指導力を改良すべく勉強したい意欲

はあるのですが、平均週１８時間程度ＬＨＲ、部活動の指導と大変忙しいのが現状

です。これをまず自由な時間を少しでて多くもてるようにして改善してゆかなければ

教員の勉強は非常に困難だと思います。 

 

1102 

とにかく多忙なため研修する時間を確保しないと今までアンケートに答えたことも意

味なくなってしまう。文部科学省、教育委員会はじめもう少し教師を信頼して、余計

で意味のない仕事を削ってほしい。何か新しいことを導入すると必ず文書の報告。

これまで研修の時間をどんどん書類書きの時間にむりやり変えられてきたとしか思

えない。 

 

1106 
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教員の労働条件が悪化している中、ますます充実した教員の勉強ができない状態

です。このままいくと次々倒れていく教員が増え、研修どころではなく生命の問題に

なっていくと思います。 

 

1109 

多くの教師が自分の英語能力の向上を目指していると思います。しかし、中学校の

現状では忙しくてとても考えられません。「みんな同じ。その中で意欲のある人が研

修に参加するのだ」という考えがあるとすれば、とても間違っていると思います。学級

担任や部活動、時数多（23、24/5 日間）生徒指導等で本当に余裕がない。大切な

授業は使いまわしという現実もある。定期的に出席しなければならない研修（講師も

含む）と任意の研修を組み合わせてほしい。出席しなければならない状況もあれば

思いっきり研修に参加できるのではと思う。教員を増やしてほしい。また、各個人の

意欲を高める工夫をしてほしい。 

 

1127 

英語教員は他の教科と大きく異なって科目としての英語自体に強い執着を持って

いる教員だが、クラブや学級経営、校務分掌等で、英語以外の仕事に従事する時

間が長すぎているのが現状である。他の英語を仕事にしている職業と比べてこのこ

とは本人にとって、大変不幸なことである。英語教員は英語に従事できる時間を確

保（保障）すべきである。 

 

1172 

中学校現場での英語科教師は英語を教える教員としての仕事は 30％、生徒指導

等教科にかかわらない仕事 30％、部活指導 20％、外部にかかわる仕事 10％おも

なものは上記の様であります。また、望まれるものも英語の指導力というよりも、他の

指導力を求められているのが現実であると思います。公的な教育機関での教師の

仕事内容を大幅に見直した上で英語教育改善でなくてはならないと考えています。

（男性・40 代・中学校・20 年未満） 

 

1218 

研修に関して、空き時間は担任の仕事や授業研究、放課後はクラブのため実際の

ところ自分の英語力を向上させたいとは思っても、その時間がないのが現実である

（夏休み等もクラブ活動の指導で研修にも参加しにくく）。定期試験に関して、高校

ではまだまだ相対評価の部分が残っており、平均点も基準を設けられているためか

なり制約がある。（男性・20 代・高校・3 年未満） 

 

1265 

英会話に通えないのは、授業時数よりは部活動のせいのように感じます。（休日が

ない）（女性・20 代・中学校・10 年未満） 
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B. 学校（授業）環境 

 

8 

本校では現在小人数学級での授業を行っており１クラス１８名での授業は目が届く

ので良い。この制度を広げてほしい。研修がしたくても時間がない。「英語運用能

力」を高めるためのゆとりがほしい。 

（女性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

22 

近隣の学校といっても種類もレベルも違い、他校と協力して研究会を行うのはほと

んど不可能です。また、校内での研修についても小規模な学校のため教員が少な

く（正規は 3 人）ワークショップを開くにも難しい面があります。正直言って、孤独な

日々を送っております。（女性・50 代・高校・20 年以上） 

 

103 

当地域では道東の僻遠の地のため、若い教師が多いのが特徴です。小規模校が

多く、指導上の悩みも多々あります。校内授業を実施する時も英語指導の専門的

な話し合いはできないこともあります。道立教育研究所の講座もありますが、希望者

が多ければ、参加できず、遠いので大変です。地域のサークル活動はありますが、

広域のために全体が集まって活動することはありません。個人の努力や自己研修

に負うところが大です。（男性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

133 

・年々生徒自身の日本語の指示理解、表現能力が著しく低下しており、また、外国

語学習以前の問題が教室内にはたくさんあり、その対処や対応に時間をとられすぎ

ることがこちらの研修の妨げとなっている。・新学習指導要領では英語が週三になる。

ALT との TT のあり方も根本から見直さなければならない。・実践的コミュニケーショ

ン能力を伸ばすためには現在の一クラス４０人のクラスサイズでは無理がある。習熟

度別にクラスを分けるにしても教員数が少なく、不可能である。週三に時間数を見

直すならば、現状でいけば、現場では大変な混乱が起こるような気がしてならない。

（女性・30 代・中学校・15 年未満） 

 

151 

このアンケートは英語教育に関してですが教員の”学校での全体の仕事における

教科にかけられる割合”みたいな研究もどこかでなされるといいなと思っています。

私自身「英語教師」になったつもりがだんだん「教師」になっているというジレンマが

あります。クラスのことをいろいろ子供たちと話してまとめていったりたとえば今でした

ら文化祭のクラスの劇のことをやったりというのも好きですが、管理職が何を考えて

いるかによって、仕事内容や量がとても変わってくる…というのが現状です。残念な
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ことに教科にかまけるというのが「ゼイタク」ということが多いです。それでも英語の

Discussion Class などに週一ですが通い、そこでニュース的な事、比較文化のような

ことを話したりして・・・やっとそれで少し reflesh している・・・という状況です。（それは

夜のクラスです。）ほんとうに担任などしていると(人にもよるでしょうが）普通責任感を

持っていれば、現場を一日でも空けてどこかに研修に行くなんていうことは考えられ

ません。（本当はとてもいろいろいってみたいのですが・・・。）乱筆乱文で失礼いた

しました。（女性・30 代・中学校・20 年未満） 

 

154 

本校は小規模（１年〜２名、２年〜２名、３年〜５名）なので個人指導が基本です。

（男性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

277 

本校では小規模（1 年〜２名、２年〜２名、3 年〜５名）なので個人指導が基本です。

（男性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

181 

従来の受験勉強型の英語学習から会話・リスニングを中心とするオーラル型の英語

学習への移行が見られるようになってから十年余りが経過してきているが、教員もそ

の流れに従って意識の変革、さらには教員自らの学習方法及び教授法の変革を余

儀なくされてきている。英語が言語である以上、その習得は話せることであるわけで

あるが、高校・大学へと通ずる授業内容としては会話とはかけ離れたものとなってい

る。それらを融合させるに必要な教材、評価法、授業が今後の課題かと思われる。

これからの英語は英語という教科を学ぶことではなく、英語をツールとして英語以外

の様々な知識を身につけることに主眼がおかれ、おのずと今までのものとは異なっ

たものになってくるであろうが、ただ一点だけ危惧する点は従来の学習型にあった

（これは必ずしも英語だけの問題ではないが）自学自習、とりわけ読書を含めての思

考力の養成ということが弱まっているように思える。（男性・50 代・高校・20 年以上） 

 

207 

日本の英語教育の最大のガンは大学入試だと思います。センター試験はいまだに、

リスニングテストが取り入れられていませんし、地方の国立大学の二次試験には旧

来の英文和訳や和文英訳が数多く見られます。すべての大学入試を TOEFL や

TOEIC のような一種、資格検定試験のようにすれば、少しでも高校レベルの授業内

容はそれほど時間をかけなくても一変すると常々思っています。（男性・50 代・高

校・20 年以上） 

 

267 

TOEIC や TOEFL は地方に住んでいると受験が困難です。会場までの交通費、宿

泊費を考えると力試しに気軽に受けようという気にはなれないのが残念です。（女
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性・20 代・中学校・10 年未満） 

 

280 

英語教育の内容が私達が学生時代に受けていたもとは異なるし、小学校でも導入

されたりしてどうしたらよいか正直分からない。もっと研修したいです。それから○○

○中には 40 代〜50 代の英語の教師がいないので 30 代 2 人で答えさせていただき

ました。（女性・30 代・中学校・15 年未満） 

 

311 

常に子供たちは、塾などの影響を受けて、点数をとることに集中しているところがあ

るが、実際英語は言葉であるから生活する上で大事なものである。実際に使えるよ

うに工夫し、何人か生徒もそれを分かっている。実際上の目的は何なのかを話して

いるにもかかわらず、おかしなことを言う所があるので困ります。教育は学校でなさ

れるべき。私もその一人とし、日々努力していることをへしおらないで欲しいと思う。

（女性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

337 

各県、各学校で事情は違うでしょうが、本校を含めて、岩手県内では、英語よりも事

務的仕事、部活指導、生徒指導が大きな比率を占めています。公的機関ではあま

り研修は期待できません。（男性・50 代・高校・20 年以上） 

 

368 

英語は実技教科であるので、英語専用の教室が欲しいと考える。そこには、色々な

教育機器や設備があることが望ましい。英語は活動することが多いので、普通教室

では狭い。現在私は、視聴覚室を使わせてもらっている。できれば、そのすぐ近くに、

英語が専用の準備室があればなおよい。私は今、ALT との TT か日本人との TT を

やっているが TT で授業した方が一人でするよりもずっとよい。ALT を常駐か、英語

先生を増やして欲しい。これから、選択教科でも英語をやるので！（男性・30 代・中

学校・15 年未満） 

 

374 

本校は極小規模校のため、英語の免許を持っていない教員が授業をしております。

あまりアンケートでよく分からない点があったので、参考になさらないほうがいいかも

しれません。その点を含めおきください。（女性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

437 

教師は授業がもちろん勝負なのだが、中学校ではそれよりももっと生徒指導に時間

をさけざるを得ない現実がある。授業時間数が少なくても学校外での研修は難しい

ことが多い。（女性・50 代・中学校・20 年以上） 
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444 

教員が研修を積めるかどうかは、勤務校の状況によってかなり違いがあると思いま

す。我が校の場合は生徒にほとんど英語に対する興味がなく、研修のモティベーシ

ョンがなかなか固まりません。ALT はきますが、多忙で授業のみが終わるとすぐ帰っ

てしまい、教員の研修には関わってもらえません。（女性・30 代・高校・20 年未満） 

 

573 

・writing の指導を工夫するために、全国の中学校（もしくは高校）で、姉妹校などを

設定し、定期的に手紙のやり取りを出来ればいいなと思います。お互いの郷里学

習、紹介にもなるのでは？と思うからです。そのネットワークがあればいいなと思いま

す。 ・音楽室のように英語教室があると非常に便利だと思います。（MD、ビデオ、

ポスター、その他完備）これからできるであろう空き教室をそのように使うとの上から

の指示があればありがたく思います。（女性・20 代・中学校・3 年未満） 

 

620 

新学習指導要領の実施（来年度）に伴い、英語のみならず、すべての教科で大きく

教育を変えようとしているのはわかるが、実際、本校では昨年度から総合学習選択

等でいろいろな取り組みをしている。しかし、問題は生徒たちの気持ちが大切であ

るということ。選択授業でやってみてもなかなかそのことをやってみようという意欲に

欠ける生徒が多い。こちらのやり方が悪いと言われればそれまでだが、研修で教え

てもらったことをやってみても、今ひとつ取り組みが思うようにいかないのが現状であ

る。もっと教員の数を増やして、より細かい指導が必要である。（男性・40 代・中学

校・20 年未満） 

 

635 

英語が 5 教科として扱われていることに疑問を感じています。できれば、今さけばれ

ているような“コミュニケーション能力”を身につけたいのならば、技能教科として扱う

べきではないでしょうか？また、実際に使える英語を身につけるためには、小人数

である必要もあると思います。40 人授業、受験科目というなかで、コミュニケーション

能力を身につけるのは難しいと思います。語学を身につけるための環境が整うのを

望んでいます。（女性・20 代・中学校・10 年未満） 

 

717 

公立の英語は来年から週三回になります。私立だと週 10 回ぐらいに加えて外国人

の先生が常駐していたりして講師の格差がますます広がっていくようで残念な気が

します。（女性・30 代・中学校・初任者） 

 

729 

我校はごく小規模校（生徒 16 名）。保体の教員である私が英語の授業を担当して

いるため答えられない質問がいくつもありました。申し訳ありありません。（女性・30
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代・中学校・20 年未満） 

 

770 

小規模校の場合、１教科１教員の配置がままなりません。校務も複数兼務し、校外

研修への参加が難しいのが現状です。（男性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

777 

私の学校は、英語が２名しかおらず、二人とも３０代の女性なので、代表して書きま

した。小規模の学校なのでなかなか刺激（？）や情報も手に入らず、ＡＬＴも常駐し

ていない、という現状ですが、こういうアンケート等の結果や、その他の情報で、私

自身、すこしでも成長していけたらと思っています。（女性・30 代・高校・15 年未満） 

 

1119 

授業数が減らされ、でも教えたい内容は沢山あり、もっとじっくり生徒と英語学習を

進めたい。行事等で授業がカットされたり短縮の授業が多かったりで、生徒への定

着が心配される。 

 

1241 

職場でよくネイティブと話す。授業の打ち合わせや英語の説明方法など様々である。

ある日ネイティブはこういった。「日本で英語教師になるのは不可能だ」と。私も全く

同感である。私は海外での留学経験も持ち、英語を教える準備はできている。しか

し、受験英語というくだらないもののために、その能力はつぶされ我々もネイティブも

自分の能力を出せない環境にある。つまり、殺されているような感じさえもうける。英

語＝学問というくさった考え方は捨て、英語＝道具という考え方が浸透し、日本で

早く真の英語教師が活躍できるような世の中になってほしいと切望している。（男

性・20 代・高校・初任者） 

 

C. 授業内容、授業運営 

 

20 

話す能力と書く能力、聞く能力、読む能力に大きな開きがあり会話力を伸ばしたい

と考えるのだが現実的に入試のこともあり書く活動が中心になりがちである。現在の

生徒の実態で「英語嫌い」「英語離れ」が多く見られる。英語の指導法について本

当に考えさせられる今日この頃である。（男性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

475 

中学校で週４時間、英語の授業を徹底してやればよいと思います。Reading, 

Writing, Speaking, Hearing 各１時間、次週は 4 技能を用いる。この繰り返しで「生

徒 40 分、教師 10 分」の授業をすればかなり能動的、活発な生徒が育つように思え
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ます。高校では英語は選択でよいと思います。（男性・50 代・高校・20 年以上） 

 

522 

最近コミュニケーション能力の育成が重要と叫ばれてその必要性も現代社会にお

いては十分認識されるところがある。しかし、その反面書く能力や文章を読む能力

がおろそかになる傾向があると思っています。やはり 4 つの技能がバランスよく身に

ついてこそ英語学習を行う目的の一つでもあると思います。4 つの技能が調和的に

伸びて体験的な学習を通して外国人の物の考え方や見方、更には学習者の人間

性を高めていくことが本来の英語学習と考えています。この点からも私はコミュニケ

ーションだけに安易に流される指導は再考の余地があると思っております。（男性・

40 代・中学校・20 年以上） 

 

681 

現在私は生徒 2 名と共に英語の学習をしております。しかも極小規模ということで免

許外の担当をしております。英語のポイントは好きであること、耳（聞き取る力）では

ないかなと思っております。教科書は毎回改善されているとは思いますが、担当外

がもつとき非常に難しく感じます。「分かる英語」を目標に授業に取り組んでいます

が、なかなかです。生徒が少しでも英語が出来て楽しい、面白いと感じられるよう努

力していきたいと思います。（女性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

685 

生徒は以前ほど音声的なアプローチに対して興味を持っていないように思う。英語

授業を行うことで以前は多少英語の嫌いなものでも、引き付けられたように思うが、

今は無関心さを感じるくらいなので不思議に思っている。それより文法的な理解力

の無さを生徒自身が高校でまず乗り越えるのが中レベル校では大変そうだ。そちら

の方に注意が行くように感じている。（女性・30 代・高校・20 年未満） 

 

757 

授業でやった部分を生徒が勉強してテストで問題が解ければ、また新たなやる気に

つながる。（男性・20 代・高校・6 年未満） 

 

1017 

若い頃は英米人とのコミュニケーションを最終目的として授業を行っていたし、自身

もそれにそうように研修もしてきた。しかし、最近では ESL の観点でお互いにコミュニ

ケーションする必要性を強く感じている。英米人とのコミュニケーションでも、自分は

ESL ラナーであることをきちんと伝えるべきだし、むしろアジアや近隣諸国の人々と

のコミュニケーションをとる時に必要なことは、何かを意識して授業を展開している

（といっても気分的なところでの話だが）。具体的な発音よりもアクセント、イントネー

ション重視であり口語体よりもきちんと文法をふまえた文章が書けるように生徒たち

になってほしいと思っています。 
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1020 

授業改善と一言でいうけれど「話す、聞く」を中心の授業をしていくと、定期テストで

はあまり（生徒自身が思うなど）点数は取れない。言えるけど「読めない、書けない」

実態が浮き彫りになる。例えば、天気のことを聞くときの文はと質問すると How is 

the weather?の意味を尋ねると空らんが多い。つまり耳からの情報は input されてい

るが、目、書き手からの訓練は少ない。しかも、定期テストはペーパーテストななので、

授業とテストの関連づけが非常に苦しい。 

 

1121 

近年、文法力が落ちている、書く能力が落ちている、文を読む能力が落ちている。

教員の資質も大切ですが高校で生徒が楽しく勉強できるように中学でもっと基本を

徹底してほしい。コミュニケーション能力を伸ばす。ライティング能力の低下のはず

です。 

 

1236 

週３時間に来年度はなるが、教科書内容を充分に指導し、定着させていくためには、

この３時間で教えるべきであるという合図の指導要領改訂に即対応しているかが今

の悩みである。（女性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

D. 研修設定、研修機会、研修内容 

 

149 

公的に行う研修で身になったと思われるものは、ほとんどありません。（男性・20 代・

中学校・10 年未満） 

 

168 

私個人が現在直面している問題として、教育困難校においては、教員の研修で得

た知識・技術は全く無意味なものとなるということがあげられます。当然長い目で見

れば、不必要な知識・技術というのものはないのですが、多くの本・多くの研修で述

べられている事は、今の私の問題を全く解決してくれません。今後は研修をするに

しても、二つに分けるなどして、日本の英語教育の底辺レベルを押し上げるのに必

要な技術を得られる場が欲しいです。（男性・２０代・中学校・3 年未満） 

 

173 

研修に関しては、やれればやりたいという気持ちがありますが、学校事情により、受

けることはできません。（女性・20 代・中学校・10 年未満） 

 

179 
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・高校であれば、中学校の英語科教員と意見交換を行なう機会を持てるようにする

事が必要。・検定教科書の作成にあたり、出版者や編集責任者が現場の教員の意

見を取り入れるシステム作り。・英語科教員の研究発表の場のより多くの提供。・イン

ターネットなどを活用して、意見交換のできる場を作ること。・指導技術の向上を目

指す研修会の設定。（男性・30 代・高校・15 年未満） 

 

189 

七年間で二回長期研修に出してもらったが、同僚の賛同を得るのは大変難しい。

必要とされていると思えばありがたいが、転勤と同じ、配置がえと同じような形で年

度の変わり目に一年、二年という単位で研修させてもらえれば、雑音もはいらず、集

中できたと思う。（女性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

325 

①研修はもっともっとしたいです。しかしながら、そのための時間確保が非常に難し

い。時間さえ、保障されれば、もっと、研修したいです。 ②Ⅲ、14，15，16 につい

て。・研修は実践されてこそ、意味があります、よね…。 ・研修には、熱心でも、実

践は？の方もいらっしゃるように思います。 ・研修は、何よりも目の前の子供の健全

な成長のためではないでしょうか？○○に評価されるからとか、○○に反映されるか

らという理由でやるものでしょうか？ ・「一人一人の生徒の今の力を把握し、そこか

ら、一歩でも二歩でも向上するよう支援し、共に喜ぶ。」この全く当たり前のことが根

底にあってこその研修と思っています。（女性・40 代・中学校・20 年未満） 

 

329 

定期テストを実施し、教師側の成果を評価するなどの、時間がなく、やりっぱなしで

あると思う。テスト内容なども、作成者個人のやり方に偏りが出るが、反省する時間

や、話し合う時間がない。個人の英語能力の向上も必要だが、テスト作りや、教材

作りの研修など、勉強する機会が必要だと思う。AET にも研修させる時間や機関が

必要であると思う。（女性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

350 

校外研修について。(外部へ)研修は大事なことだと思いますが、現場が一番大切

だと思います。現場では教科指導以外に、たくさんの仕事があり、それに押されて

研修に行けない状況が多くあります。自分の専門教科の研修に気軽に行けるような

環境設備が必要であると思います。（男性・40 代・高校・20 年未満） 

 

390 

国際化社会でリーダとして他の国々と意見を交換できるように将来を担う生徒が英

語力（特に話す力）を付けることはとても重要だと思います。生徒がその目標をもっ

て英語を学ぶという意識を持つこと、そしてそのためには指導者自身その目標を持

ち、そのための英語力（話す力）を向上していくべく、そのための研修を望みます。
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（女性・40 代・中学校・20 年以上） 

 

400 

公立中学で、いわゆる荒れた学校です。研修どころではありません。しかし、荒れを

克服する手段の一つとして高い英語力、授業を作る力、技術も必要です。順番に

研修でき、（校外で）それをサポートすることが校内でできればよいと考えます。（女

性・40 代・中学校・20 年未満） 

 

418 

英語の教員である以上高い英語の運用能力が必要であることは言うまでもないが

勤務時間内に研修できる環境がまったく整ってない以上 Speaking は苦手でも

Reading なら指導できる、生徒とのコミュニケーションがうまいといった教員（特に年

配の方たち）が気持ちよく仕事ができる雰囲気がほしい。研修は自分が興味を持ち

必要性を感じたことからでないと十分な成果が得られないと思われるが。自宅研修

や出張旅費予算への締め付けが非常に厳しくなり思うように研修できない状況にあ

る。教員を信頼し自主的な研修をみとめ、旅費予算を十分に確保して、ある程度柔

軟な運用がなされない限り創造性向上心に溢れた教員は増えない。むしろ資質は

低下していくと思われる。（女性・40 代・高校・20 年未満） 

 

424 

TOEFL,TOEIC の日本人の結果は悲惨なものと聞いています。逆に、結果の良い

国（文化的な背景はあると思いますが）中高校の英語教授法などをもっと公開したり、

身近にそういった情報が得られるような環境作りを行ってほしい。（女性・20 代・中学

校・3 年未満） 

 

469 

英語指導者研修を昨年度受講いたしました。目がさめました。もっと勉強しなくては、

と。がんばりたいです。また一人で全学年持っているので情報交換ができません。も

っと情報を得られるようにしたい。（女性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

508 

子供の数が減ったからといって教員の数を減らすのではなく、ゆとりを持った授業が

できるように教員定数を確保あるいは、増やすようにしてほしい。英語科でいえば常

に誰かは海外研修に出ている（半年以上の）という状態が望ましい。つまらないこと

に国の予算を浪費せず教育にかけるお金を優先して考えてもらいたいものだ。（女

性・40 代・中高・20 年以上） 

 

509 

実情としては日々の校務などで（放課後の講習なども含め）忙しく研修に目を向け

る時間がない。また、これまでにも様々な研究会に参加した経験はあるがあまり実り
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のあるものはなかった。（刺激にはなったが）コミュニケーションを重視した授業のた

めの教師のスキルアップを目的とするのなら今ある研修は恒常がなく役に立つとは

思えない。少なくとも身の回りに英語の母国語話者がいる状況、1 年程度を基準とし

た海外研修が必要。この制度は今もあるが人数も少なく一度退職しなければならな

いものもあり、現実的でない。（男性・30 代・高校・10 年未満） 

 

529 

大学の時の英語力をピークとして年々下がる力を食い止めるべく各各の教師がそ

れぞれで行う研修には限度があり、厳しい現場ではそれも困難である。制度的に教

員がその専門の力を伸ばす機会、専門に関して本当に自信をつけることができる

研修制度をぜひとも設けてもらいたい。切実です。（女性・40 代・中学校・20 年以

上） 

 

571 

回答するときにかなり迷ってしまったものや、矛盾する答えを書いてしまっているもの

があります。→答えがゆれていてすみません。教師の研修は本当に必要だと思いま

すが、現実的にはなかなか機会がとれなかったり、意欲が湧いてこないことがありま

す。教師自身で英語力をいかに付ける努力をしていくかが、本当に大切なことだと

思います。（男性・40 代・中学校・20 年以上） 

 

586 

少しでも実のある研修が出来るようによろしくお願いします。（男性・30 代・中学校・

15 年未満） 

 

591 

本校には英語科の教諭は一人しかおらず、互いに英語に関する情報交換できる相

手がいません。幸いに AET が週２回来校して、ティーム・ティーチングを実施してい

ます。しかし私自身の英語力が十分ではないため、なんとか改善したいのですが、

どうしても効果的な研修の時間を設けることができません。まとまった長期的、集中

的な研修を受けることができるようになってほしいと願っています。（男性・40 代・中

学校・20 年以上） 

 

614 

授業改善・指導力向上のためには、教員自身の自己研鑚が必要だが、現状に甘

んじている状態で自分自身心苦しい。現在の勤務校は小規模で英語科教員も二

名と風通しもよく、教科経営について話もしやすい雰囲気であるが、大規模校となる

とそうもいかない所がある。研修については自己研修だけで済む教科ではないと思

うので、外に目を向けた研修の必要性を感じます。（女性・30 代・中学校・20 年未

満） 

 



 21

645 

昨年度、文部省の研修に参加させていただき、英語指導のあり方や自分自身の英

語力について考えさせられる、そして刺激を受けるいろいろな意味で良い機会とな

りました。現場に戻り、また日々英語指導にあたっておりますが、高校受験という現

実や、また、自分自身の力不足など、なかなか思うようにならず、矛盾を感じることが

多いです。個人的な希望としては、長期研修のための制度がもっと整えばと思いま

す。例えば、海外の大学院で外国人への英語教授法（ＥＳＬ？）などを学びたいと

思っているのですが、そういう所で研修できる制度があれば参加しやすいのにと思

います…。（女性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

663 

英語に対して見栄やプライドを捨てて研修できる機会が沢山あればよいと思います。

なかなか他人と評価のされ方を競ったり劣等感にさいなまれたりして研修は難しい

です。非合理的な事務処理などがなくなって教科指導や研修に集中できるようにな

ったらよいと思います。（女性・30 代・高校・15 年未満） 

 

665 

1 研修は原則として教員の自由意志で行うべきであり、それを可能にする職場と国

の体制が必要である。2 研修の成果を評価するならその教員の励み・前向きな反

省・達成感に繋がるように行うべきである。３現在の学生・生徒・児童はー例えそれ

が大学生であってもー指導が非常に困難である。そのような生徒に適切な動機づ

け（英語を学びたくない生徒が多数いる）と指導（わかりやすく、かつ成果を上げるよ

うに）をするためにはどうしたらよいか、多くの教員が知りたがっていると考える。また

それは決してコミュニケーション能力の向上以前に、どうしたらクラスを 1 時間椅子に

座らせ、教員の話を聞かせることが出来るかという問題であることが少なくないと思

われる。優秀な生徒を伸ばすことはもちろん必要であるが、それとともに、英語が出

来ない生徒に適切な指導をする力と技術を教員が向上・共有できるように、また教

育環境を向上させるように国が今すぐに真剣に行われないなら、近い将来、国民全

体の教育レベルの低下と、それによる国力の衰退は避けられないと思われる。（男

性・30 代・高校・20 年未満） 

 

697 

日本の英語教育はいったい何のためのものか、教育分野の専門家、現場の教師、

文部省などが統一見解を出すことが先決だと思います。国際化という波に流される

ことなく、現在の社会情勢を見据え、社会が要求している人材を育成するために教

育は何をすべきかを初等、中等、高等教育機関に一貫のある教育方針をもとに英

語教育を進めるべきだと思います。（統一性が欠けている）日本は物質的に豊かに

なり、統計上では豊かな国のように思われますが、これまでの体制や組織は人間と

しての心の豊かさ、数字には表れないゆとりを伸ばすことをおろそかにしてきました。

気づいていた人もいるでしょうが、体制に埋められてしまったと思います。私は高校
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時代の大学受験で当時の先生が「本校から国公立大〜名合格！」というスローガン

を日々言うのを聞かされ、何のための進学なのかと常に疑問を持っていました。この

ような教育方針が、現在でも現場の教師間で何の疑問や危機感なく話し合われて

おらず、また企業で働いているこの世代の方々が日本の教育、進学指導、英語力

に多く期待をしているとは思いません。日本の大学へ進学する留学生が減少傾向

にあるのも、日本の教育に以前ほど魅力があると思われていないのでしょう。日本は

経済も落ち込み、資源もない国なので人を育てなくてはならない。自己分析・自己

表現が出来、自分の夢や能力を伸ばしていこうとする意欲やそれを正当に評価し

助長するシステム・職場、社会の形成に努めなくてはならない。そのひとつの手段と

して、英語力があげられますが、高度の英語力が必要なのは一部の人達であり、大

部分の人は教養として、また基礎的な英会話力、あるいは人間的に異文化に寛容

な心を養うという目標のもとに英語教育がなされるのだと思います。（私の意見です）

しかしながら、「英語第 2 公用語論」のような、「全日本人が英会話をしっかりできる

国」というような統一感のない、目標の核が欠けている、教育の現場を見ていない意

見は現実的に実効不可能であるし、はたして国がその目標のために一体どれだけ

の予算や労力を負おうとしているのか不明です。高い目標を掲げるのであればそれ

だけの投資が必要です。それは、現在行われている「総合的学習」でなされている

のか一考してみれば明らかです。学校における英語教育を考えるのであれば、教

育という場に社会的・政治的接点をみつけることが必要です。私的な考えばかり羅

列してしまいましたが、上記のような理由から、英語教師に関わらず、教師全員が危

機感や社会への貢献心をもち切磋琢磨し続けなくてはならないと思います。英語と

いう一つの科目を考えるのにも、生徒の学力、進路、日本の社会に多かれ少なか

れ関わっていると考えると、責任の重い仕事です。これから TESOL を学びに大学院

を受験します。学科・理論としての言語学を学びそれを教育的・社会的適応させる

必要があるからです。大学院での学業は、私自身への投資だと思っています。一人

でも多くの教師が目的意識をもち、そして教師の継続的な研修を続けていける制度

や職場が実現されるのを期待してやみません。（米国のある州では一度教師になる

と、５年以内に修士号をとらなくては終身雇用とされないのですよね。）私の一意見

から、文部省の方々が何かをとらえてくれることを期待しています。（女性・20 代・高

校・6 年未満） 

 

719 

現在自分で英語力を向上させようと努力していることはすべて自費で行っています。

府の研修は学校の業務が忙しいときにあることが多く、行けたとしても役に立ったこ

とはありません。民間の駿台外語が宣伝のために無料で行っていた研修のほうがは

るかに役に立ちました。（それも現在は不況のせいか取りやめになりました）なぜもっ

と役立つ研修を行きやすい長期休暇のときにしてくれないのか大変疑問です。また、

ＪＥＴプログラムについてですが、経験のない新卒の若者を海外から雇うよりも（大福

航空運賃だけでもばかにならない）日本にすんでいて家族もここにいるという外国

人を日本で雇うほうがはるかに上手に授業をしてくれるし「日本は初めて」という外
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国人の世話をする私たちの業務も格段に少なくなります。JET にあんなにお金を使

うならｎｅｔで長くいる人々に少しでも昇給してあげてください。いつまでも JET 発足当

時の使い捨て感覚では行けないと思う。また、JET にあんなにお金を使うぐらいなら

私たち日本人教師にも研修にたいし財政援助があってもいいのではないでしょう

か？あるいは海外の学校と提携して日本人の教師が海外の学校の日本語教育の

助手をするというような反対の研修があっても良いような気がします。（女性・40 代・

高校・20 年未満） 

 

727 

希望した研修がいつでも受けられるように設備制度を更に充実するべきだと思う。

（男性・40 代・中学校・20 年未満） 

 

735 

勤務時間外の深夜や休日を使っての限られた時間での研修が現状ではないかと

思います。最低週に一度、（半日でも）の研修日を設け大学院等の研究機関へ通

えるような体制作りが必要ではないかと思う。（男性・40 代・高校・20 年未満） 

 

744 

機会を見つけて個人で研修はしているつもりですがまとまった内容の研修を受ける

機会を（日ごろの公務多忙のため）なかなか得られないのが残念です。研修をして

インプットしていかないとアウトプットばかりでは自分自身が枯れていくような気がしま

す。そうならないために公的な機会を利用してまとまった研修を受けられやすくなり、

またより多くの教員が研修で資質の向上ができるようになれば良いと心から思いま

す。（女性・40 代・中学校・15 年未満） 

 

747 

外国の語学教師はある一定期間海外留学を公費でできるということを過去の ALT

より聞きました。長期休業中に実践されれば英語教師の研修として有効なのではな

いでしょうか？平日日々の授業やクラス運営で忙殺されておりますからなかなか普

段は研修できません。（女性・30 代・高校・10 年未満） 

 

826 

実際、現場にいて週 20 時間の授業、40 人学級の担任を受け持つ身にはなかなか

研修まで手が届きません。近年、特に少子化につき職員減のため自習にしてまで、

校外の研修には出にくい状態です。私個人はもっと授業改善や自身の教授法につ

いての知識を得たいという切なる希望はあります。最近になってようやく夜間に MA

取得のためテンプル大学の大阪校で TESOL の講義を受け始めましたが、週一回

でも、フルタイムの仕事を抱えながらの通学はとても厳しいものがあります。欧米や、

オーストラリアなどでは、語学教師になるには必ず、その使用言語の国に、一定期

間派遣されると聞いています。日本も根本的な改革なくして、語学教育に今後大き
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な改善は見られないと思います。もう少し、文部科学省をはじめ都道府県レベルで

教師が研修に参加しやすい体制を作り、より時代のニーズにあった教授法、子供と

の接し方などを、多くの現場で苦しみ、悩んでいるものに与えていって欲しいと思い

ます。ちなみに、長期休暇中に、行なわれる研修については、毎夏、ハワイ大学で

行なわれる民間組織（CAPE）の研修に何度か参加しました。主催者が元ハワイ大

学教授の Dr.（韓国人）などで、韓国からの参加者が多く、小学校レベルから高校ま

で実に熱心に受けておられます。聞くと、公費から補助が半分あるようで、毎年私費

で参加している身にはうらやましい限りです.これからはやはり英語を教えるものとし

ては、最低限 TESOL または ESL の知識が必要不可欠だとこの研修を通じて、強く

感じており、特にわれわれの年代（40 代）では英文学科出身者が多く、今一度こう

いう学問を勉強したがっている人は多いようです。大学院への研修、内地留学は受

験しても受ける前から人選され、行く人が内々に決まっているようですし、長期研修

のための休業制度も果たして、現場に戻れるか、今のこの時代ではとても不安です。

何よりも、真摯に教育に情熱を傾けて努力しようとしてもなかなか報われないご時世

です。リストラ目的の行政としか考えられない昨今の状況です。ご参考になれば幸

いです。なにとぞ、この窮状をより多くの人々に知らせていただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。（女性・40 代・中学校・20 年以上） 

 

842 

我校では子育てをしながら勤める女性教員が多いため、遠距離・長期研修にはあ

まり参加できない。勤務時間内に定期的、継続的に研修することが保証されれば大

変ありがたい。（女性・40 代・中高・20 年以上） 

 

945 

普通高校では、体力がないと、普段の日に、自己研修する時間は取れません。教

員数を増やし、持ち授業時間数を減らし、週一回くらい定期的に研修できる体制を

作ってほしい。その研修は官制研修でも、自己研修でも継続していける研修形態と

したい。（女性・50 代・高校・20 年以上） 

 

967 

教員の英語力や英語指導力を伸ばすためには、学校外に出る必要があると思う。

学校内で教員同士意見を交わしたり、授業を見せ合うことは当然すべきだが、その

上にやはり学校外に出るべきだと思う。他の学校（高校）、中学校、塾、一般企業、

海外などへ行き、経験や知識を深めれば今よりもっと教員の質を高め、生徒により

よい授業を与えられるのではないかと思う。（女性・20 代・高校・3 年未満） 

 

981 

私は個人的に国の援助を得て各都道府県の教育委員会が具体的に言えば英会

話学校を運営できないかと考えています。教師の個人負担と国の援助でそれを経

営、充実できれば、もっと教師の英語能力を伸ばせると信じています。海外だけで
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はなく、国内に目を向けると、まだまだ英語教師のブラッシュアップにつながるので

はといつも考えています。（男性・40 代・高校・20 年以上） 

 

988 

H１４からの週休二日に伴って、授業時間が 65、70、90 分となろうとしているので、今

までの授業内容というわけにもいかず、新しい授業計画、研修が必要になってくると

思います。そのあたりも調査、研究していただければと思います。研修、勉強会など

を考えても、１つには部活などで時間がないところがありますが、勉強会などがいつ、

どこで行なわれているかがわからないという側面もあります。できましたら貴会で調査

の上、教えていただくとうれしく思います。（男性・30 代・高校・15 年未満） 

 

1089 

英語教育というのは他の教科に比べて教師自身の英語運用能力Ｕｐや教授法の

勉強のために、より多くの時間を割かなくてはいけない（ような気がする）。それだけ

に勉強熱心な教師ほど学校全体や生徒やクラスのことを考えずに個人研修に走る

きらいがある。（中には大学院に行って全体のことなど考えていないものもいるが、）

現状では中学校で教える内容が薄くなっているので（例えば完了形はやらない）高

校では基礎事項をかくこむことが必要ない。生徒をつねに見守りつつがんばらせる

ことが大事になっている。教師よ教卓でがんばろう。 

 

1103 

現在、英語で授業を進め、悩みながらも教授法、指導法を改善させるべく努力をし

ているところですが、ここに至るまたにははかりしれない労力と時間とお金がかかりま

した。その理由の一つは大学の「教科教授法」の授業できちんとしたした知識や技

術を全く教えてもらえなかったことや、初任者研修の内容のまずさにあると思います。

質問 14、15、16 にあるような評価など期待せず、多くの教員は自分のため生徒のた

めに地道な研修を積み重ねています。研修を受ければ受けただけ指導技術は確

実に向上します。それができないのは、お金と時間の問題があるからです。ぜひ教

員の研修制度を充実させて欲しいと思います。 

 

1105 

もっと身近で研究集会の場があったらいいと思います。都内まではなかなか行けな

いので。 

 

1107 

英語運用能力を高める本当に効果的な研修制度をつくり、自主的に力を伸ばすチ

ャンスを多くすべきである。教員の研修ない様が個人に任されている現状では意欲

のある者でも経済的な理由などで存分に自己を高めることができない。従来のおざ

なりの研修では難しい。また、教員の中にはＡＥＴやＯＣＢなどの「運用＝会話」をさ

けてきている者も少なからずいると思う。「大学で英文学しか学んでいない方だから
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仕方ない」のではなくそういう人が自信を持てる研修をせなばならない。ＴＶのコマ

ーシャルで英語教師がＮＯＶＡに行っていますが何故自費で行かねばならな

い？？行けない人はどうすれはいいのか？？海外研修ももちろん含めて有意義な

本当の研修を！！ 

 

1120 

市が理解して研修のチャンスを教員に与える 

 

1137 

教員の研修で最も重要なことはいかにして自他に対する憶疑的な批判的な精神を

身につけるかということだと思います。真の教育改革に必要なことは、憶測や俗論を

無批判に受け入れて情緒的に反応することを抑制し、教育活動の成果を検証し、

客観的なデータに基づいた反省を行なう姿勢を育成することだと思います。『英語

教育』（2001年 10月号）で茂木弘道氏は「日本の英語教育界が大政翼賛的な体質

を改めることを切望したい」と書かれています。（p.84）この体質を改めるたまにも、上

述のような内容を含めた研修がより必要だと思います。 

 

1140 

クラブ活動で平日の夕方はもちろん、土日も出勤することが多い中学校の現状があ

る。専門委員など一部の教師は研修の機会を自ら作って、研修、研究に励むが、

大半の教師はなかなか日常の雑事に流されてしまうのではないか。英語教師の英

語力向上の為、校外でのできるだけ負担の少ない研修の機会があればと思う。私

はウン 10 万円出して勉強しているが、市の委員会がＡＬＴを使って研修の場を提供

してくれたらどれだけ助かることかと思う。 

 

1156 

英語を教える者である以上、英語力をみがかなければならないのですが、なかなか

時間を作り出すのが難しい。今回「つくばフォーマット」に参加し、かんづめ状態で

研修できたので大変勉強になった。（男性・30 代・中学校・15 年未満） 

 

1157 

アンケートの中でも希望しましたが、特に中学校は生徒指導に追われ、研修に出か

ける事もできない実態があります。そのためぜひＡＬＴを各校に 1 名配置するか、研

修の機会や費用面での優遇措置をお願いしたいです。（海外を含めた）（女性・40

代・中学校・20 年未満） 

 

1181 

生徒数が少ない学校では各々教科の教員が一人しかいないので、全学年の教材

研究をするのに時間がかかります。自分 1 人で何もかも判断しなくてはいけない。週

1 回全学年ＡＬＴとの授業があるので、生徒が意欲的に英語を使って話そうとする意



 27

欲が高い。いろいろな研修に参加して、英語教育に必要なことを吸収したい。ただ

予算のこと、時間のことを考えると難しい。（女性・中学校・講師） 

 

1184 

生徒数が少ない学校では各々の教科の教員が 1 人しかいないので全学年の教材

研究をするのに時間がかかります。自分 1 人で何もかも判断しなくてはならない。週

１回全学年ＡＬＴとの授業があるので、生徒が意欲的に英語を使って話そうとする意

欲が高い。いろいろな研修に参加して、英語教育に必要なことを吸収したい。ただ

予算のこと、時間のことを考えると難しい。（女性・20 代・中学校・講師） 

 

1228 

このアンケートを記入しながら、現実問題として大きな疑問を感じた。一つ目は本校

は１学年１学級の小規模校で担任しているとすれば、１〜３までの英語、総合的な

学習の時間、免許外教科１〜３強化、道徳、学活ともっとも多い人は９種類をもって

いる。そして放課後は部活動の指導である。あまりにも余裕のない多忙で繁雑な日

常生活の中で、現実的で有意義な研修のあり方を考えることも必要だと思うが、そ

れにもまして、教育条件の整備がどのようになされるかが大きな課題だと思う。二つ

目は過日ＡＬＴの研修会で、あるＡＬＴが「生徒たちのしつけがなってない。英語以

前の問題がある」と話していた。英語教員が英語力をつけることはもちろん必要だが、

もっと大切なこと、生徒たちにとって楽しい授業を創っていくことができるかということ

を考えた研修のあり方を検索していく必要があると思う。（女性・40 代・中学校・20 年

以上） 

 

E. 校内（地域）研修 

 

31 

研修を公費で受けられれば嬉しいですが、今の財政事情では難しいと思います。

研修時期は平常の学期中は生指等で多忙なためやはり長期休暇中に教育センタ

ーなどで設定してもらえれば、参加しやすいです。（女性・40 代・中学校・20 年以

上） 

 

58 

①一ヶ月カンヅメで英語だけを使う研修が最もよい。②任意（先生が自主的にやる）

研修では、やらない人はやらない。（男性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

105 

僻地の小規模校なので、校内に英語教師が一人しかいなく、日々悩むことばかりで

す。昨年まで、埼玉で臨採をしており、その時は夜にも自ら研修できるような講座を

みつけ、通ったりしていたのですが、今はそれもままならず悩んでいます。地方開催
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されるものがあれば教えていただきたいと思います。（女性・30 代・中学校・初任者） 

 

125 

Ⅱの研修についてですが、本校の場合、英語科が私一人ということもあり、指導法

等について他の教師と研修することはできません。そのため、町や県の行う研修に

は可能な限り参加するようにしています。（女性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

308 

Ⅲの英語科内の研修については、既に 6 年前から実践中である。学校内での研修

については、本校はかなり進んでおり、一定の成果をあげているものと思われる。本

校英語科職員 10 名（含む ALT）のうち、公的な海外研修に参加したことがあるもの

が二名いる（一年と二ヶ月）のも割合が多いと思われる。（男性・40 代・高校・20 年以

上） 

 

601 

本校は英語科教員は一人なので近隣の教員同士定期的に研究会を行なっていま

す。（山梨県はどの教科・学校も月一回はそうした研究会を行なうようになっている）

（女性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

1117 

ＡＬＴがせっかく来てくれているのだから、教員へのレクチャー英会話指導など依頼

してほしい。英会話学校に行く時間は難しく校内で研修できたらと思う。自分が学ん

でいないと授業でもうまく英語を話せないと思う。 

 

1199 

小規模校なので英語科担当が私 1 人です。先輩方の授業を見て勉強したいので、

地区ごとの英語科の勉強会がもっとあればと思っています。また、研修等があっても

部活動などが忙しく参加できない先生方も多いので（私はほとんど参加させてもらっ

ています）希望する全員が参加できるようになればと思います。様々な先生がいて、

勇気づけられること「あれ？」と首をかしげたくなることなどいろいろあります。中には

すでに目標をなくしてしまった仲間もいますが「やる気」ある仲間とともに励ましあっ

て生徒が「英語は楽しい」とずっと思えるよう指導力を高めていきたいと思っていま

す。（女性・20 代・中学校・10 年未満） 

 

F. 海外 

 

41 

英語の先生は、アメリカに 2，3 ヶ月住むと、コミュニケーション能力がとてもアップす

るので、そんな制度をつくればよい。ALT を呼ぶのも良いが JET をアメリカに行かせ
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るほうがよい。（男性・40 代・中学校・20 年未満） 

 

66 

仕事をしながら研修を続けるというのは公私ともに犠牲にするものが大きく、二の足

を踏んでしまう。また高い能力を維持または更に多くの経験、知識を身に付けるた

めにも、短期（学期単位くらい）でよいので、海外研修の機会が欲しい。ALT は大学

卒業間もない若者でなく、教員同士、少なくとも教育を専攻した学生がよい。（女

性・40 代・高校・20 年未満） 

 

110 

研修に関しては人間関係や時数など、様々な要因から進んでというのは難しいよう

に思います。海外で一年(少なくとも）研修したいという思いは強いのですが、六ヶ月

の研修に行かせて頂いて、本当にその大切さを感じ、一年は最低でも必要ではな

いかという考えも持ちました。いろいろ自分を振り返るいい機会にもなったように思い

ます。（女性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

123 

公費で長期の海外研修制度を必ず一回は行けるようにしてほしい。生徒のために、

英語教育の充実のために。（男性・40 代・中学校・20 年未満） 

 

294 

生徒指導や校内の雑務に追われ研鑚する時間がない。本当の英語を教えるため

いは、本当の英語圏の文化的背景まで理解しておく必要があると思う。それのない

教授は知識の押し付けだと思う。英語教員はなる前に海外生活を経験していくか、

なったあとしておくかは別にしてその経験が、英語を教える者の必要条件であるよう

に思う。（男性・30 代・中学校・6 年未満） 

 

378 

TOEIC の得点がある程度の基準に達した教員を文部科学省が奨学金を出す形で

半年間英語圏の学校に留学させると良い。AET の授業が生徒のコミュニケーション

能力育成にプラスであるが、問題点もある。日本人教師が英語のコミュニケーション

力をつけるほうが重要である。（女性・50 代・高校・20 年以上） 

 

384 

今までに文部省（当時）の筑波での研修と CIEE の海外研修を二度ほど経験しまし

た。その度に、ある一定期間集中的に研修を受ける大切さ、必要性を感じました。こ

れは英語教師だけではありませんが、たとえば数年に一年（OR 半年程度でも）十年

に一度でも自分の意志で研修が受けられるようにでもなれば、解決されていく問題

も多いのではないかなどと感じております。（男性・40 代・中学校・20 年以上） 
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430 

「英語力」をつける研修と「英語指導力」をつける研修とは別でそれぞれに必要です。

英語力（異文化理解を含めて）をつけるためには、英語圏での海外研修が不可欠

であり、海外では（イタリア・ドイツなど）公費での現地研修が当たり前（義務）です。

英語指導力については、指導要領についての理解から、指導法、評価法まで自分

達から学ぼうとしない限り、研修の機会はないので、プロである以上、順番などで半

ば強制的な研修が必要と思います。日本の英語教育の質が問われているとすれば、

それは教師の英語力ではなく、英語指導についての意識の低さ、勉強不足だと思

います。（女性・30 代・中学校・15 年未満） 

 

448 

海外での長期研修など年齢制度（35 歳未満など）があるのはとても残念です。40 歳

〜60 歳の教員にも認められた（休業日はなく）研修機会をあたえてほしいと思いま

す。（女性・40 代・高校・20 年未満） 

 

472 

英国在住の作家で秀明大学教授であるマークス寿子さんが提唱しておられる「英

語教員は全員半年から 1 年の研修を」という意見に私もまったく同感である。英語を

媒体に他の国を知り、その国の文化やものの考え方を理解し、互いに認め合うこと

のできる人間の育成が英語教育の究極の目的であると私は考えている。したがって

英語の運用能力はもとより、他の国のことを知ろうとする姿勢が英語教育に携わるも

のにとっては最も大切だと思っている。しかしながら現実にはこれでも英語教員か、

と思うほどに「視野の狭い島国的な考え方」をする人がいて本当に驚いたり愕然とし

てしまう。グローバルな視点、柔軟な姿勢で考えたり物事に対処できる教師が必要

とされている現在英語の運用能力のみならず自分自身の啓蒙のためにも海外で１、

2 年研鑚をつんでくるべきである。国や自治体に一部援助してもらい、残りは私費を

投じてでも絶対にすべきである。英語教育の流れが大きく変わり、潮流のように我々

を渦の中にひきこんでいるにもかかわらず、英語教員の研修が旧態依然としている

現実に唖然とするばかりである。全国の選ばれた（？）教員が海外の「学校視察」と

して物見遊山に出かけるような名ばかりで実のない研修に国民の大事な税金を投

入するぐらいならよっぽどこちらのほうを優先して貰いたいろ切に願っている。どこへ、

どう、こういった要望を働きかけたらよいのか教えてほしい。（女性・40 代・中学校・20

年以上） 

 

815 

今年の夏ハワイ大学の TESOL コース（３週間）をとった。しかし学校では研修も認め

られず、すべて自費の年休をとって行った。それに対しても校長・教頭は非協力的

態度で「英語教育が全くわかっていない」校長・教頭の下で働くことにむなしさを感

じている。本校では今年より小人数教育を英語科で取り入れたが、区教委から言わ

れるままの制度だけの「小人数教育をやっていますよ！」という学校の名をあげるだ
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け、校長・教頭が良い評価を区教委から得るためだけの導入に思えてならない。方

法に当の主役である生徒たちの話はほとんど出なかった。こんな英語教育後進国

（区）に今年から赴任してきて、やる気をなくした。私自身外国生活経験もあり、英語

で困ったことはないが、日本の英語の先生方の多くが本当の意味の語学の教授法

を知らなすぎると感じている。そういう先生方を海外研修に１〜２年行って頂く制度

を作ることが先決なのではないかと考えています。中国の都市部の学校、アジアの

国の英語教育、コンピュータ教育に目覚しい地域が多くある。それに比べ日本は今

だ文法指導、受験英語から抜け出られない教育を続けている先生方が数多くいる。

時代はもう移りかわっている。英語を 6 年も勉強して「英語がしゃべれません」「でき

ません」という日本人を作りだす時代ではないのではないだろうか。小学校からの英

会話重視の英語教育の開始に賛成派です。（女性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

1057 

本来教員は自分でオリジナルの教科書が作れるほどの専門性があるべきだと思う。

英語・言語に関する概念すら個々人で全て異なっているはずでもあり、極論を言え

ば教科書がなければどんなにおもしろいものかと考えるときがある。（ただし自分の

偏りを修正する手段があれば）自分は大学を卒業してすぐ教員になりました。海外

での経験は全くありませんでした。そのことが、本当に英語を教えてよいものだろう

か、というひけめとなっていました。在学中にもしくは卒業後にボランティアのような

形で日本語を教えるＡＬＴのような身分で海外で経験をつむシステムがあったらい

いなあと夢のようなことを考えています。 

 

1095 

４０代になって子供も大きくなってきて、そろそろ自分の研修に時間をかけたいが、

今度は同居しているしゅうとめがボケてきて…と家庭状況がいろいろ障害となってい

る。できれば集中して英語研修を受けたいのだが…。（海外で１ヶ月ぐらい有給（公

費）で行かせてくれれば嬉しい） 

 

1115 

学生の頃は英語圏に限らず、アジアの留学生とも英語で話す貴会が多かったよう

に思います。また、教科書などが英語で書かれていたりと、英語を使うことが日常的

でした。でも、今年から英語の教員になり、英語を使う機会がとても少なくなりました。

ＡＬＴは常に学校にいるのであるが、専門的な能力や資格のある人をＡＬＴとして採

用していないため、授業をどうするかといったことやほんの表面的な文化の違いに

ついて話したりといった日常会話がほとんどです。そのため自分の英語能力の向上

にはなっているとは言えないと思います。このアンケートにあるような研修が本当に

可能になれば素晴らしいことだと思います。特に日本の英語教員が海外（英語圏・

非英語圏に限らず）で日本語を教えたり、英語を教えたりする研修などもあったらい

いと思います。また、英語教師が日常的に英語を使わざるをえない状況をＡＬＴ以

外に作ってもらえたらと思っています。 



 32

 

1166 

①東京・大阪・福岡などの都市にはいくらでも英語力を伸ばすための教材、専門学

校などがあって、その周辺に住んでいる先生方はその恩恵にあずかれると思います。

ところが田舎の方は、なかなか情報や施設が手の届く所にないため、ついつい勉強

しなくなってしまいがちです。殆どの英語教員は英語が好きだとか得意だったから、

この職に就いたのだと思います。が、いざなってしまうと、自分の実力を普段の生活

の中でのばそうと思っても、なかなかできないことにジレンマを感じるのではないのか。

都市と田舎の格差をうめられるような良いアイディアがあったら教えてください。②な

ぜか若手教員（35 歳未満）の海外研修の募集には「だたし現職の英語教員をのぞ

く」という風にかいてる。昔から疑問なのですが、これは裏を返せて「現役の英語教

員はべつに有能でなくでも、中学生レベルの英語くらい教えられるだろう」ということ

なのでしょうかねえ。「ＡＬＴを呼ぶのにお金をかけているからあとはもう知らねえ」と

ばかりの制度ですが、実際目に見える効果は出ているのでしょうか？ＡＬＴをテープ

レコーダー代わりに使うような授業をするくらいなら、現職の教員を海外へ出した方

がいいような気がします。大学でたてで、人に教えた経験もなく、ＪＴＥのティーチン

グプランに頼るアシスタントのＡＬＴかなぜか来日したその日から行政職の 20 年勤

務の人と給料が同じというのは納得いかない。（女性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

1183 

文部科学省の「英語教員の海外研修」があり、期間も色々あると聞いたことがありま

す。私の県でも「○○先生は文部科学省の研修で 6 ヶ月間アメリカへ〜」といった話

を耳にする事があります。この制度（研修ということで書かさせていただきます）につ

いて、派遣される教員は、どのような形で選ばれるのでしょうか。これまでに勤めた学

校で「研修の案内」という形で出回っているものを見た範囲では、私のような一般の

教員には、このようなチャンスは教えていただけないようです。今回のアンケートのご

趣旨にもある「英語教育改善」のためには、一部の教員だけでなく、広くチャンスを

与えてはいただけないものかと思います。残念に思っています。（男性・30 代・高

校・15 年未満） 

 

G. 英語力、授業内容や教員資質と英語力、教員資格、教員養成、人

間性 

 

34 

最近、英語学習によるインターネットのサイトが増えていますが、かなりの高レベル

（TOEIC 900 点、TOEFL 600 点以上）の人でも地道なリスニング、リーディングあ

るいは文法の学習の重要性を強調しています。コミュニケーションのための外国語

学習は疑うべくものでもないですが、現在の授業形態で会話重視といった授業をや
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っても効果はいかがなものかと、感じています。また、自分も含めて英語教師の英語

運用能力の低さも問題だと思います。少なくとも、ALT 担当を嫌がる教員がいまでも

いるという実態が私の周りにもあり、嘆かわしい限りです。（男性・30 代・高校・15 年

未満） 

 

73 

＃１教師自身が英語の運用能力をつけることは確かに重要ではあるが、その成果・

努力が殆ど現実の授業・対象生徒に生かされない場合も多い。例えば、高校三年

生の三学期になっても、英検四級に絶対受からない程度の英語学習者（生徒）に

対して、教える側がいくら英語の運用能力を付けてもストレスを増すだけで教えるこ

と事体が空しくなる場面・状況に追い込まれることもよくある。＃２（特に地方の公立

高校の場合）単にいわゆる進学校に勤務しているということで、世間一般から評価さ

れることもある。そういう JTE より課題集中校（昔の底辺校）で地道に英語運用能力

を高めるべく努力している JTE を資格取得（英検・TOEIC・TOEFL など・・・そもそも

これらの試験を受験するのに公的補助が一切ない！）を条件に公正に評価してし

かるべきだ。＃３ALT についてーa）TESL／TEFL を専攻した人が望ましい。（個人

的には今までそういう ALT はいなかった、出会わなかった） b） a）に該当しなけれ

ば、せめて英語以外に一言語を修得している人が望ましい。ゲーテも言っているよ

うに「外国語が分からない人は本当の意味で母語を理解しているとは言えない」か

ら。英語（母語）しかわからない、わかろうとしない ALT は一般的に言って謙虚さに

欠け、英語に関して生徒・JTE が理解できない、もしくは理解に苦しむ点を理解でき

ないことが多い。（男性・40 代・高校・20 年以上） 

 

191 

今、英語教師に必要なのは、「謙虚な気持ち」と「やる気」だと思う。英語の能力があ

るに越したことはないが、それよりもまず子供とコミュニケーションを取ることができる

先生が必要だと思う。クラス全員の生徒を把握し、それぞれの気持ちを受け止めて、

大切にする授業が必要であると思う。そして自らは積極的に学んでいく事が大切で

あると思う。良い授業をするために英語力をつけることは大切だと思います。平素の

生活の中で職場や教科担当同士で英語が使えるとよいのにと思います。（男性・40

代・中学校・20 年未満） 

 

192 

工業高校という事情のため、教材不足に悩むことがしばしばあります。そのため、

OC 以外の教材はほとんど手作りで準備しています。また、今一番痛感しているの

は、教える側の英語能力と社会的視野の不足です。いわゆる「英語バカ」でない教

師の出現が待たれます。（男性・50 代・高校・20 年以上） 

 

219 

Ⅱの１０の項目でも意見させて頂いたとおり、英語指導に関しては各先生の英語運
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用能力よりも、むしろ授業のテクニックによって、左右されるところが多いように思え

ます。どのように生徒に興味を持たせるか、どうしたら一時間集中を切らさずに授業

に参加できるか、そう行った生徒に対するテクニックに関する、研修会があればぜひ

とも参加したいと思います。（有名予備校の「カリスマ教師」゜の講習会など）（男性・

20 代・中高・3 年未満） 

 

276 

データがないかもしれないが、日本人の英語力がないと（国際的に）いわれている。

ALT 導入 15 年目であるが（年々その数は増え、山形県では 1 校に 1 名常駐）その

効果は実際どの程度であるのか、ひょっとすると日本人の英語の力は導入前、そし

て後ではさして変わってないのではないか。むしろ本来やるべき基礎基本（文法事

項を含めて）がおろそかになっているのではないかと思う。（男性・40 代・高校・20 年

以上） 

 

322 

・塾、高校、中学に勤務経験があります。中学校の英語力は、公立ではあまり必要

ではないと思います。以前の私立の高校へ来られていた、退職された公立中学の

先生複数の英語力の低さにはびっくりしましたが、中学では指導力があればよいの

では。（でも、ハッタリ英語では困ります。）中学校と違って高校では、ある程度の英

語力（TOEIC や TOEFL、英検一級をこなす力）といわれるものは必要でしょう。まだ、

英会話を偏重して見る向きがあるが、（おせいじに英会話はできる方にはみてはい

ただいているようですが）それもコマーシャルにのっかりすぎ。 ・スポーツ系の部活

の指導の方が私にとって現状では大切。高校勤務と違ってあまり、英語に力をいれ

て勉強する時間もないし、またその必要もない程度の簡単な英語しか教えていない

ので。但し、物の見方というものは常にみがかれないとさびていくものなので、英語

力という意味ではなく「物の見方」をとぎすます研修は必要と思います。（女性・30

代・中学校・15 年未満） 

 

420 

教員の英語力についての問いが多かったですが、どんなによい研修に出てもその

後は一人一人の継続的な努力が不可欠であり英語力のなさを研修の不充分と結

びつけるのは適当ではないと思います。これだけ余裕がない中、毎日の授業の教

材教具を自分で作ることは不可能です。少ない時間で楽しくできる教材教具を開発

してもらえることが目下のところ一番ありがたいです。研修の成果が評価されたほう

がよいというお考えのようですが、教員間で競争が生まれることは教職の性質上好

ましくないと思われます。絶対に反対です！！（男性・30 代・中学校・15 年未満） 

 

468 

このアンケートでも、英検や TOEFL、TOEIC など「点数」や「グレード」などで「英語

力」を評価しようというような考えが感じられたが、実際のコミュニケーション能力（英
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語のみならず）（※コミュニケーション能力というのはただ「英会話をする」というこよで

はなく、相手の話を興味をもって聞く、相手の文化・趣味などについての基礎的な

知識を持っておく、自国のことについてある程度はなせる、相手に不快感を与えな

いなど多くのものが含まれる。）文化の理解（日本とそして外国の）というのは、そん

なものでは計れない。実際、英検で上級を持っていたり、TOEFL などで高得点であ

りながら、人とのコミュニケーション能力が低い人（英語が活用できないなど、目を見

て話せない、話が続かない）多分かを理解しようという柔軟性に乏しい人などがたく

さんいる。もちろん語彙力というのはより密度の濃い英会話をしようと思えば必要な

のであるが、まずは、日常生活レベルの会話を自然にできること、外国の人々、文

化と自然に接し理解することが大切である。ということで実際、海外で生活してみる

と外国人と接し、彼等の文化、考え方を理解すること、また日本人のものの考え方な

ども説明する（伝える）ことが重要である。（女性・20 代・高校・10 年未満） 

 

542 

教員の英語力は決して高いとは言えない。どれだけ英語が運用できるかは、普段の

研修によるもので、ALT の常駐は不可欠と考える。ずいぶん教員の英語力（運用

力）を気にしているようであるが、優秀な成績を修めたものは優秀な指導者かは疑

問が残る。学力があっても授業の成立できない教員があることはたしかだし。このあ

たりの相関関係が立証できるとは思えない。大切なのはそのクラスにあったレベル

で授業ができるかである。また、研修しない教員は自然と授業ができなくなります。

常に勉強していくことが教員に限らず重要です。（男性・30 代・中学校・6 年未満） 

 

584 

最近感じることは、英語運用能力と授業実践には必ずしも相関に働かないので

は？ということです。（と自分の不勉強の言い訳にしてすみません。）若い２，３０代の

先生方には英語がとても流暢に話せる先生方が多数おいでますが、彼等が必ずし

も授業に情熱があったり、授業改善したりしているとはとても思えないのです。（高知

だけでしょうか？）彼等は自分の英語の brush up には熱心ですが、それを生徒に還

元したりしていないように思えるのです。そこが問題では？（女性・40 代・高校・20 年

未満） 

 

648 

英会話に優れている先生がいい教師とは限らないが、英語力は英語教師としての

必要条件だと思います。有効な研修の機会をできるだけ多く与えていただける方向

になってほしいと思います。（女性・40 代・中学校・20 年以上） 

 

708 

学校によって違いすぎる。（なにもかも）本校では英語の授業をするには英検 2 級も

いらない程度である。教師の英語力と授業のきちんとすることがほぼまったく別物で

ある。受験英語が実用英語とかけ離れすぎている。大学受験をもう少し「英検」か
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「toeic」のようにできれば改善されると思うのだが…。（男性・30 代・高校・15 年未満） 

 

810 

来年定年を迎えますが、なかなか思うように授業ができません。特にコミュニケーショ

ン能力を高めるためにいろいろと考えて実践していますが…。また、これを機会にし

て、自分自身の英語力の改善をもっと真剣に考えたいと思いましたが、毎日のことと

なると結構雑用に追われてしまっています。（女性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

820 

学生時代はある程度話せた英語が教職について１年後、英語が口からほとんど出

てこなくなり、これは大変なことになったと英会話に通うようになりました。そこでいろ

いろな職業の方との出会いを通じて、英語力不足を思い知らされつつも、授業では

少しでも英語を使おうと努力する毎日ですが、いつもいつも思うようにいかず、反省

しきりです。（女性・20 代・中学校・10 年未満） 

 

832 

英語運用能力と教科指導技術は別のもの、また公立中学（一般）では生徒指導技

術も必要。研修内容に（文化）の側面がぬけおちているのはいかがなものか。背景

知識として含まれていると、解決するにはちょっと…。生徒にとり英語学習そのもの

が異文化体験であるのから…。（女性・40 代・中学校・20 年未満） 

 

906 

英語の教員に英語能力が必要なのはあたりまえだが、はたして今の公立高校でそ

のほう力をいかせる（必要とされる）学校はいくつあるのか？生徒の実態を考えると、

高度な英会話能力は本当に必要なのか？それよりもっと必要なものがあるのではな

いか？私自身は英会話は苦手なので研修などで力をつけたい気持ちはあるが、上

記のような疑問も持っています。（女性・40 代・高校・20 年未満） 

 

966 

教師の個人的な英語運用能力に主眼が置かれているようですが、教室では生徒が

対象だということを忘れてはいませんか？どんなに運用能力を持つ教師であっても、

生徒の語学力や興味によって方法を変えていかなくてはいけません。特に、学習指

導要領の訂正に伴い、語彙力や文法力が不足する生徒たちを相手に英語力の底

上げから実力向上まで幅広い目的を持つ生徒にどう教えるかは、現場で考えていく

問題です。また、教師の仕事は教科を教えることだけではありません。多様な仕事

の中でいかにモティベーション（学習の）を持ち続けて自己の語学力を維持、向上

させるにはよほどの強い意思が必要なことも忘れないでください。（男性・40 代・高

校・20 年以上） 

 

1190 
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部活動やその他のことで授業にさける時間がない。教科を教える前にまず「先生」と

しての役割が中学校にあり、忙しさについつい授業準備がおろそかだが、その中で

も上手な先生はいるのでがんばりたいと思う。英語能力は高ければ高いほど良いが、

その前に子供の扱いが上手なことが必要条件であり、必ずしも高ければ良い訳で

はない。（女性・20 代・中学校・3 年未満） 

 

H. 自己研修 

 

1 

来年度からは週休２日制になるので自から研修することが全教員に必要だと思う。

今年度から大学院休業制度ができたのだが今年度何名がこの制度を利用したのか

教えていただきたいものである。この制度は無給であるが大学院の費用生活費保

険料などをすべて用意して研究しなさいという形はとても不規則であるような気がし

てならない。私自身教員となり３年が過ぎたがやっと年収以上費用をためることがで

きたが海外で研修しようとすると後倍は必要であろう。ある大学教授もいっていたが

基本給は出ないと生活を考えるととても苦しい、と感ずる。 

(男性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

33 

自分自身が英語学習を楽しいと思えなければ、生徒に楽しいと思わせることは不可

能だろう。そのためには、自分自身の研修をもっと積極的に取り入れたい。（女性・

40 代・高校・20 年以上） 

 

152 

・２０代、３０代までは私費で多くの研修会に出かけました。現在５０代ですが、リスニ

ング（ある方法でー自分を実験台にしています）を中心に毎日、自分で英語力をア

ップさせるよう努力しています。１年前まではとにかくシドニーシェルダンなどの小説

ばかり娯楽と英語の感覚を磨くために読んでいました。新聞（インターネット等で入

手する英字新聞）は時折読みます。・研修は教員個人が自分のために、自分で参

加するのが良い。その熱意は授業で生かされる。・研修に数多く行っていれば高く

評価されるようだと少し問題ではないか？生徒にどう教えたかで評価されるべきだと

思う。尚、本校では五十代二人しかおりませんので一人がアンケートにお答えしまし

た。（男性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

762 

もっと自己研修できる時間があればいいなと思います。どうしても旅費や時間、日々

の授業以外の雑務などで制限があるようです。学校のほうへ送付していただけると

ありがたいです。（女性・30 代・中学校・15 年未満） 
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1188 

①基本的に教員が行なう研修は、授業の改善のために行なうべきだと思いますが、

英語科教員の場合は「自分の英語（能力）」のための研修であることが多いように思

います。②まずは、授業数が多すぎます。それを軽減して、自己研修のための時間

を確保すれば自然と研究も進むのではないか。（男性・20 代・高校・6 年未満） 

 

I. 教員評価 

 

330 

研修は大切だと思いますが、研修の目的が昇進や昇給、表彰などであってはなら

ないと思います。（女性・40 代・中学校・20 年以上） 

 

483 

教員が研修を高めることは大切だと思いますが、それが評価されることや、その評

価によって給与、昇進にかかわるようなことがあればそれはおかしいと思う。教員は

サラリーマンではないし、評価を気にして仕事をするのは子供にもわるいと思う。（女

性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

535 

私は昔の人間で、今の教授法（コミュニケーションの育成）は大学でも勉強していま

せん。しかし、必死に学び、コンピュータもある程度駆使できるまでになり、昔の良さ

と今のやり方を合致させ、生徒にメキメキ力をつけている一人だと自負しているもの

です。しかし、これから研修を受けた教師に給料で差をつけるという能力主義なるも

のが取り入れられようとしています。教師の使命感はどこへ消えたのでしょうか？私

たちは当然のこととして仕事もうちへ持ちかえり、がんばってきたのです。給料の差

をつけることで私はやる気のある一部の教師とやる気のない大多数の教師にさらに

拍車をかけるような気がします。学校体制の中で協力して仕事を進める学校体制作

りこそが必要だと考えます。能力のある人、多少劣る人も含めて、人間味のある温か

い学校ができるのではないでしょうか。生徒にとってどちらが幸せなのでしょうか。う

そやごまかし、陥れのない社会を望むものとして書かずにはいられませんでした。

（女性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

598 

英語力、英語指導力の向上の必要性は、痛感しながらも、日々の生徒指導、雑務

に追われているのが現状です。授業日内で研修に足を運ぼうと思うと、校務分掌の

仕事対生徒の指導が不十分になることが多いのに、研修を多く受けたからといって、

評価されるのもどうかと思います。（女性・30 代・高校・20 年未満） 

 

618 
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英語が好きで教師をしています。自分の英語をブラッシュアップさせ、生徒がわかる

授業をしたいと考えています。英語教師なら誰もがそう感じているのではないでしょ

うか。そのための研修制度であって、誰かに評価されるものであってはならないと思

います。ただ現場は教科指導のみならず、絶えず雑務におわれています。できるな

らばもっとゆとりを持って研修ができればいいと思います。（女性・20 代・中学校・6

年未満） 

 

669 

教科内でお互いに公開授業をして advice し合うのはいいが「評価する」という項目

はおかしい「評価する」という行為は「上から物事を見る」というニュアンスを含むから。

（女性・50 代・高校・20 年以上） 

 

J. ALT 

 

132 

ALT と協力し、現在隣近所の子供を集め、週一、English Class を開いている。幼児

から小学三年生くらいまで（３５位集まる）集まってくるが、簡単な英語がこのような

kids にどの程度通用するか。そして音楽（歌）との関連も試している。反応は明るく、

大変楽しいものである。（男性・50 代・高校・20 年以上） 

 

222 

現在、もっとも気になるのは、AET の質についてです。質といっても、まじめに仕事

をしてくれない、働く気がないなど、以前にあった問題でなく、ほぼ即戦力として、教

育現場で活躍できるかどうかについてです。県内でも、ほぼすべての高校に AET が

配置されるようになりましたが、この AET の教員としての資質を育てることが現場の

英語教員に任されていることに無理があると思います。日本人同士であってもなか

なか困難で、時間がかかるのに、本来（多くの AET が）素人であり教室に立ち、学

校の現状を理解し、仕事をしていくのは本当に大変なことです。特に、教育困難校

である場合、ある程度の教育心理学的知識が要されることが多いと思います。本来、

大学などで何年もかけて学んでくるはずのことを一年や二年で、英語教員が AET

に伝えるのは無理だと思います。生徒にも気を使い、AET の立場にも気を使い、で

はティームティーチングはかえって、やりづらくなるばかりです。（女性・30 代・高校・

10 年未満） 

 

284 

ALT の方が来られるのは生徒にとって大変意味のあることだと思います。が、T.T.を

行う上での打ち合わせ等、時間的に大変な面もあります。ALT のために、ゲームや

指導案が用意してあるとありがたいと思います。（男性・30 代・中学校・6 年未満） 
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712 

ALT が正規の教員として任務にあたるようなシステムを希望する。現在は ALT が学

期 6 日間ぐらい間隔を置いて日本人教師の主導型の指導案に基づいて team 

teaching をしている。各クラス 1 学期に 1 時間ぐらいの授業ができれば良いほうであ

る。生徒が聞く力を身につけ正確で自然な英語を聞いたり話したりするには常に

ALT が学校にいたほうが善い。ALT にも正規の教員としての授業を組み込む継続

的な指導ができ、責任を持たせるシステムにしたほうが ALT にとってっもやりがいが

出てくるのではないかと思う。現在の team teaching のやり方だと指導方法が日本人

の先生に偏ってしまっているしお互いに指導内容に検討する時間がない。また、一

時的の訪問なので生徒と話をする時間も少ないし継続的指導がなされないために

定着がされない。小学校に英語教育が導入されているので中学校との連携をとっ

て学習内容や指導方法などで研修し合いバラバラな指導にならないように配慮す

べきである。（女性・50 代・中学校・20 年以上） 

 

808 

ALT にかなり高い給料を与えるよりも、もう少し金額を押さえて日本人の英語教諭の

海外研修（１年程度の）ための休業を許可すべき。あるいはそれができなければ、

ALT の数をもっと増やすべき。またあるいは ALT がもっと研修をした状態で現場に

来るべき。お金をもうけのために日本に来る ALT はかなり多い（ウワサを聞きつけ

て）うちの学校の ALT は違うが。（女性・20 代・高校・10 年未満） 

 

982 

自分ではせいぜい１００Ｍぐらいしか泳げないものが、生徒に水泳の理論を教えて

「さあ、泳ぎなさい」といっているのが、学校の英語教育だと思う。何キロも泳ぐ力を

つけるための研修はおおいに必要だが、学校によっては或いは校内でどんな仕事

をするかによって、研修をする期間がほとんど取れないこともある。学校間隔差を是

認するわけではないが、進学校に転勤することが研修の機会を得るチャンスにつな

がっている。集中的な長期研修・海外研修の有用性は理解できるが、費用や家庭

のことを考えると、二の足を踏む。もっと予算を設備を、たくさんのＡＥＴを配置して

ほしい。※４年ＡＥＴの配置校に勤務し、今年はＪＥＴが来ているが、彼らの研修（日

本人教員も付き添わねばならない）が授業時間に行なわれるのが理解に苦しむ。

貴重な授業時間をつぶすのは本末転倒というべきだ。昨今は選択科目が増えて、

時間割を変更したり、振り替えたりするのが困難になっていて、埋め合わせが大変

である。考査期間中も長期休暇中に限定して行なうべきだ。（男性・40 代・高校・20

年未満） 

 

983 

もっと研修して、自分の能力を高めたいと切に思うが、毎日の繁雑な仕事（生徒指

導、ノートや課題の点検）に追われて疲れ果て、ニュースを英語で聞くくらいがやっ

とだ。（一人暮しなので生活全般を一人でやらないといけないし。）ＡＬＴが町に一人
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いるが、忙しくてひっぱりだこで自分にまで回ってこない。学校に一人いれば話す

機会も増えて、自分のブラッシュアップになると思う。夏休みを利用して、もっと気軽

に英語力向上の海外研修があるといいと心から思う。（なるべく安くて充実した）（女

性・30 代・中学校・15 年未満） 

 

1004 

現在、2 名の外国人教師（英語母語話者）がおり、チーム・ティーチングも実施され

ている。英語を話す機会が増え、教授法に関する話し合いも持てるので、非常に勉

強になっている。自己の能力向上のためにも、研修制度があると良いと思う。 

 

K. 大学院 

 

619 

Temple 大学大学院教育学修士課程を修了しまして、フィラデルフィアの本校から

Ｍｅｄ．を取得しました。私は日本で取りましたが、日本で授業を取り始め、アメリカで

修了することも問題なくできるようになっています。日本校は専修学校扱いとなって

おり、教員免許の切り替えにも使うことができません。普通免許から専修免許に切り

替えるには大学院で６単位履修したということが証明されることだけが条件です。海

外で履修した場合は 18 条適用となり、条件を満たすことになります。とっても大変だ

った割に全く報われないというのも何とも言えません。本学の学位が認められれば、

18 条適用していただけるようにご検討お願いいたします。（女性・40 代・高校・20 年

以上） 

 

L. 教員意識、適材適所 

 

651 

単に英語の教員ではなく、生徒の人生の先輩として生徒に信頼される（好かれるで

はない）教師であるべきだと常に考えている。（女性・50 代・高校・20 年以上） 

 

716 

コミュニケーション重視の英語教育においては TEE の実践や ALT との TT での教

師の英語力が以前に益して求められます。その点で現実としてその不足があること

も否定できません。これを改善するための様々な研修の機会を得ることは比較的容

易だと思いますがそれを積極的に活用し自らの能力をアップしようという教師が意

外に少ないことが残念です。市の研修でも参加者は非常に少なくいつも決まった人

ばかりといった状態です。時間がない、仕事が多い、などなど理由は色々ですが要

は私たち自身の意識の問題だと日ごろから感じています。英語教師はまず、英語を

話さなければ･･･！（女性・40 代・中学校・20 年以上） 
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1231 

教師の意識改革（場合によっては世代交代）が必要。そのためには大学入試のあり

方を考える必要があると思います。（変わってきているのですが）ある程度の余裕

（精神的、金銭的）がないと研修は続けることができないと思います。勤務校の状況、

そこで必要とされている英語のレベルによる影響を小さくしないでしょうし。英語のコ

ミュニケーション能力について、信頼するに足る資格試験がないように思っているの

ですが、これまで受けてきた中では、ＴＯＥＩＣのスピーキング・テストは比較的ましだ

と思います。（男性・30 代・高校・10 年未満） 

 

288 

アンケート作成、回収まとめ等大変な作業であることは私の過去（大学時、20 年も

前ですが）の経験から理解しています。まとめや結果のフォローもしてくださるという

ところがすばらしいですね。私は在外教育施設派遣でアメリカに 3 年間生活し、日

本人の子供のために現地校との橋渡し、補習校の運営をしてきました。その知識、

経験を生かす場がないのが残念です。個人的には、その時の経験や英語体験が

授業に大きなプラスになっています。（男性・40 代・中学校・20 年未満） 

 

M. テスト 

 

143 

＜定期考査制度の問題点と小テストの利点＞ 小テストの利点…①答えあわせが

すぐ出来る。②試験問題が作りやすい。③試験監督しやすい。④答案用紙返却が

早い。⑤柔軟に問題を変更したり、できる（試験中）。⑥試験範囲のプリントをなくさ

ないうちに実施できる。⑦試験時間を全員がおわるまでに設定できる。定期考査の

利点…①欠席者が少ない。利点は以上 1 点である。小テストで述べた利点 7 点は

定期考査においては問題点となっている。（男性・40 代・高校・20 年未満） 

 

435 

何か目標（テスト）があった方が、生徒もやる気を出すから。（女性・20 代・中学校・

初任者） 

 

713 

24）について。現在実施しているテストのことを考えると上記の順位付けになります

がこれから絶対評価になりまた授業数の減少も考慮すると定期テストも現行の物を

見なおす必要があるかと思います。（女性・20 代・中学校・6 年未満） 

 

853 

何分小さい学校なので学力の差が激しく、定期試験なども下は一桁から上は９０点
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後半までなので、テスト制作が非常に難しい。（初任ということもあるが…）（男性・20

代・中学校・初任者） 

 

1055 

研修を受けに行くと communicative な活動が多く、「ぜひ生徒にもやらせたい」という

気持ちにはなるが、受験のことを考えると矛盾していると思う。日本の英検制度、英

語における試験のあり方が変わらないといつまでたっても英語を運用できる能力は

身につかないと思う。 

 

N. その他 

 

235 

常に、様々な問題が思い浮かぶ。１．英語の能力が高いとは、４技能に優れるという

ことか？「優れている」と何をもって判定するのか？TOEFL の得点が高いことを指す

のか？ ２．「コミュニケーション重視」とは「聞く」「話す」に向けられているのか、それ

とも４技能全範囲なのか？ ３．「コミュニケーションを重視した授業」と「読む・書くを

重視した授業」とでは、どんな点でどのような効果の違いが発生し、結論はどうなる

のか？客観的なデータがあるのか？ ４．大学入試問題も研究しているが、結局中

心は読解力と英作文力を問うものである。われわれは、現実も直視せねばならない。

（男性・40 代・高校・20 年以上） 

 

452 

Ⅴで出てる統一定期試験が何かわからない。普通の中間考査、期末考査なら毎年、

毎学期行っている。また、本校は一学年に一人英語教師がいるので、それぞれの

学科の定期テストはその担当する英語教師が作成している。（女性・40 代・中学校・

20 年未満） 

 

463 

アンケートの記入を通して、日々の努力を忘れている自分を振り返りました。よいき

っかけになりました。（女性・30 代・高校・15 年未満） 

 

479 

データの結果と分析に大変興味を持っております。（特に自分は院生として生成文

法の枠組みで修論を書いているので。このような質問紙によるデータの分析はあま

り学習していないので是非読ませていただきたいです。）（男性・30 代・中学校・20

年未満） 

 

532 

このようなアンケートを Web 上でできるようにしたらどうでしょう？学校の現場にはこ
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のようなアンケートがよくきます。それが教師の時間を奪っていることを考えてくださ

い。（もちろん、必要なことはわかります。）（男性・30 代・中学校・10 年未満） 

 

633 

結果をもし良ければ教えてください。（男性・30 代・中学校・3 年未満） 

 

655 

個人的に教員の研修制度について関心があります。これまでの研究成果報告書や

学界等での発表記録、論文 etc ありましたらぜひお送りください。（女性・40 代・高

校・20 年以上） 

 

742 

小規模校に勤めているため英語教師は私一人です「。アンケート対象は各学校 2

名となっていましたが１名分のみをお送りいたします。どうぞよろしくお願いいたしま

す。（女性・20 代・中学校・3 年未満） 

 

763 

12 の②と③が同じ選択肢になっています。せっかくの質問項目が無効になってしま

います。残念だと思います。（女性・40 代・高校・20 年未満） 

 

825 

お役目ご苦労様です。19 は設問は私にとってあいまいでした。その他少し不備があ

ると思われます。（男性・50 代・高校・20 年以上） 

 

907 

大学受験にディベイト、又は、論文（英文）を書かせる、等を入れて、高校でのコミュ

ニケーション授業を活発にすることが肝要と思う。（男性・40 代・高校・20 年以上） 

 

943 

アンケートの送付ありがとうございました。日頃から、自分自身の能力を高めること必

要性と、そうしていきたいという願いを持ちながら、学校運営のための仕事にながさ

れていく毎日です。また、いろいろとご指導いただけることを願います。（女性・30

代・中学校・15 年未満） 

 

957 

小中高大一貫した教育目標がコミュニケーション重視にならないと、いつまでたって

も生徒が英語で話せるようにはならないと思う。中高の教育目標が分断され、いまだ

に読み取りと文法中心の高校教育と入試問題がネックになっていることが理由であ

る。進学校の公立高校の先生に生徒がペーパーテストで点数が取れないのは、中

高学校教育のせいだというようなクレームをつけられるのが現状です。（女性・40 代・
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中学校・20 年以上） 

 

984 

６月〜７月つくばでの英語教育指導者講座でもこのようなアンケートに答えました。

もし同じものならば今回もアンケートに答えて申し訳ございません。つくばでは緑川

先生に大変お世話になりました。マイクロチームティーチングを実施し（ＪＴＥ役）ご指

導いただいたことは忘れません。良い勉強をさせていただきました。今、中３を教え

ていますが、ほとんど all English で授業をするよう心がけています。（男性・30 代・中

学校・15 年未満） 

 

1000 

アンケートを書いてもそれがどのように現場に反映するのか、よりよくなるのか現状が

一人一人の教員のすることがパンパンでよくなるのか疑問です。（女性・20 代・中学

校・6 年未満） 

 

1013 

アンケートに教授法に関するものがなかったのが不満である。16．や 19．など語学

質問（質問者の意図にそう質問）が多いので選択肢に改善の余地がある。 

 

1016 

公的アンケートということで管理職より答えるように言われましたが、誤字が多かった

り、質問内容が現場に合ってなかったり答えづらかった。 

 

1123 

質問に表現や意図などについて再検討していただいたほうがよいと思われるものも

ありました。その都度意見をメモしておきましたので参照ください。 

 

1242 

小規模校のため英語科教員は 1 人です。答えられるものと、当てはまらないものとあ

りましたのでご理解ください。（女性・20 代・中学校・10 年未満） 

 

1274 

好ましい人間関係の中で、お互いに情報を交換し、自由に話し合える雰囲気の中

で、研修効果も出てくる。情報なくして授業の改善も出てこない。（男性・50 代・高

校・20 年以上） 
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Appendix 1        アンケート集計結果 

        (回答者総数 1278 名) 

 

 

   （数字は回答者数、カッコ内は％） 

Ⅰ あなた自身について 

１．勤務校（                               ） 

（＊本調査結果のデータをご返送する際に必要ですので、必ずご記入ください。） 

２． 性別は： 1) 男性    576(45.1) 

        2) 女性    699(54.7) 

        3)  無回答      3(0.2) 

 

３． 年令は： 1) ２０代  326(25.5) 

               2) ３０代         397(31.1) 

               3) ４０代   381(29.8) 

               4) ５０代    163(12.8) 

               5) ６０代以上     7(0.5) 

               6) 無回答       4(0.3) 

 

４．勤務校の種類は： 1) 中学校             739(57.8) 

                      2) 高校（全日制）              506(39.6) 

                      3) 高校（定時制）              15(1.2) 

                    4) 高専                           1(0.1) 

                      5) 教育センターまたは指導課         0 

                      6) その他（        ）   16(1.3) 

                      7) 無回答                         1(0.1) 

 

５．教育歴：1) 初任者       57(4.5) 

             2) 3 年未満     87(6.8) 

             3) 6 年未満    169(13.2) 

             4) 10 年未満   171(13.4) 

             5) 15 年未満   211(16.5) 

             6) 20 年未満  219(17.1)   

             7) 20 年以上   346(27.1) 

             8) 無回答       18(1.4) 

Ⅱ 教授法や授業指導に関する研修について 

６．研修場所と時期，方法に関する質問です。先生が望ましいと思うものを順位をつけて３つ選

んでください。 
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                                        1 番         2 番      3 番   

    １）授業数を調整して，平日に行う研修 357(27.9)  151(11.8) 183(14.3) 

２）土曜日に定期的に行う校内研修 43(3.4)  89(7.0)  76(5.9) 

３）都道府県の研修センターで行う研修  204(16.0)  287(22.5)  240(18.8) 

４）大学院修学休業制度を利用した研修  98(7.7)  314(24.6) 199(15.6) 

５）週末に民間その他の研修機関で行う研修 82(6.4)  202(15.8) 182(14.2) 

６）海外で行う一定期間の研修  461(36.1)  206(16.1)  338(26.4) 

７）その他     30(2.3)     14(1.1)    21(1.6) 

８）無回答    3(0.2)     15(1.2)     39(3.1) 

  

７．上記１の３），４），５），６）は校外研修についてですが，これらのいずれかを選んだ方は，

この項目にお答えください。）校外研修について，先生が最も望ましいと思うものを順位を

つけて２つ選んでください。 

                                         1 番                 2 番  

１）１週間程度とする                 221(17.3)  163(12.8) 

２）２週間程度とする                    76(5.9) 156(12.2) 

３）３週間程度とする                    33(2.6) 74(5.8) 

４）１ヶ月程度とする                   165(12.9) 221(17.3) 

５）１学期程度とする                    150(11.7) 325(25.4) 

６）１年を通して定期的、継続的に行う   564(44.1) 222(17.4) 

７）その他                               44(3.4) 29(2.3) 

８）無回答                          25(2.0) 88(6.9) 

 

８．研修内容について，先生はどの程度必要と感じていますか。下の４段階の数値を使ってお答

えください。 

① 必要 

② どちらかというと必要 

③ どちらかというと不必要 

④ 不必要 

１）外国人とコミュニケーションする能    

       ①1047(81.9)  ②187(14.6) ③25(2.0)  ④19(1.5) 無回答 なし 

２）ALT とのティームティーチングをする力  

   ①908(71.0) ②308(24.1) ③45(3.5) ④15(1.2)  無回答 2(0.2)      

３）教科書やワークブック等の教材を扱う技術 

     ①612(47.9)  ②464(36.3) ③142(11.1) ④58(4.5)  無回答 2(0.2) 

４）教材を作成する技術 

     ①633(49.5)  ②481(37.6) ③128(10.0) ④34(2.7)  無回答 2(0.2) 

５）英語の教授法の知識 

     ①630(49.3)  ②500(39.1) ③114(8.9)  ④31(2.4)  無回答 3(0.2) 
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６）生徒を指導する技術 

     ①885(69.2)  ②286(22.4) ③70(5.5)  ④36(2.8)  無回答 1(0.1) 

７）生徒理解に関する知識 

        ①704(55.1)  ②400(31.3) ③116(9.1)  ④41(3.2) 無回答 17(1.3) 

８）評価に関する知識 

     ①622(48.7)  ②502(39.3) ③102(8.0)  ④34(2.7) 無回答 18(1.4) 

９）評価の技術 

       ①579(45.3)  ②528(41.3) ③118(9.2)  ④32(2.5) 無回答 21(1.6) 

１０）授業を運営する技術 

        ①812(63.5)  ②344(26.9) ③71(5.6)  ④32(2.5) 無回答 19(1.5) 

１１）コンピュータその他の教育機器を効果的に用いる技術 

     ①538(42.1)  ②617(48.3) ③87(6.8)  ④18(1.4) 無回答 18(1.4) 

 

Ⅲ 教師の英語運用能力について 

９．コミュニケーション重視の英語教育の必要性が叫ばれています。教師はどの程度の英語運用

能力を持つことが望ましいと考えますか。１つ選んでください。 

１）英検 2級程度   236(18.5) 

２）英検準 1級程度    706(55.2) 

３）英検 1級程度      271(21.2) 

４）無回答              65(5.1) 

 

ただし，TOEFL,TOEIC のテストをよくご存知の先生は，それぞれまたは，どちらかの望まし

い得点を記入してください。 

TOEFL （    ）   TOEIC （   ） 

 

10．先生が「英語運用能力」を向上させる研修を恒常的に受けるには，どれが現実的で，また効

果的であると思いますか。順位をつけて３つお選びください。 

１）授業数を調整して，都道府県の研修センターで運用能力訓練を目的とした研修を継続的

に受ける 

    １番 281(22.0)   ２番 251(19.6)   ３番 240(18.8) 

２）校内または近隣の学校に ALT を配置して，放課後に運用力強化の研修を行う 

      １番 216(16.9)   ２番 253(19.8)   ３番 209(16.4) 

３）授業数を調整して，自由な勉強時間を持つ 

      １番 154(12.1)    ２番 151(11.8)    ３番 156(12.2) 

４）授業数を調整して，民間の英会話学校に通えるようにする 

      １番 82(6.4)     ２番 190(14.9)   ３番 162(12.7) 

５）英検，TOEFL,TOEIC の得点を基準としてある段階に達した場合に昇給する 

      １番 65(5.1)     ２番 123(9.6)    ３番 115(9.0) 

６）長期休業中に，海外研修に参加しやすくする 
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      １番 433(33.9)   ２番 260(20.3)   ３番 318(24.9) 

７）その他  １番 25(2.0)      ２番 17(1.3)    ３番 15(1.2) 

  ８）無回答 １番 22(1.7)     ２番 33(2.6)     ３番 63(4.9) 

 

Ⅳ 英語科内の研修について 

11．英語科内の研修を活発化させるにはどのよう方法が，現実的かつ有効的だと思いますか。順

位をつけて３つお選びください。 

１）都道府県の研修センターが研修テーマや教材を準備したものに基づいて，各先生が任意

に研修する 

            １番 133(10.4) ２番 140(11.0) ３番 161(12.6) 

２）授業を自由に公開して相互に技術や意見の交換をする 

             １番 335(26.2) ２番 172(13.5) ３番 129(10.1) 

３）近隣の学校と協力して研究会等を行う 

             １番 66(5.2)   ２番 142(11.1) ３番 128(10.0) 

４）先生が順番に公的研修期間の研修に参加する 

             １番 133(10.4) ２番 196(15.3) ３番 152(11.9) 

５）英語教育関係の図書やビデオ教材等を充実させるために，科内予算を取る 

             １番 64(5.0)   ２番 107(8.4) ３番 125(9.8) 

６）学校でインターネット環境を充実させ，先生がインターネットで自由に勉強できるよう

にする 

             １番 25(2.0) ２番 65(5.1) ３番 100(7.8) 

７）ＡＬＴを常駐させる 

             １番 215(16.8) ２番 248(19.4) ３番 160(12.5) 

８）長期休業中に，海外研修に参加しやくする 

             １番 271(21.2) ２番 177(13.8) ３番 264(20.7) 

  ９）その他    １番 19(1.5)   ２番 5(0.4)   ３番 13(1.0) 

    １０）無回答  １番 17(1.3)    ２番 26(2.0)  ３番 46(3.6) 

 

12．最近，海外では授業改善を目指した教師の科内研修が盛んになってきています。先生の学校

の英語科で定期的に次のような研修をしたいと考えたときの可能性を，下の４段階の数値で

お答えください。 

① 可能である 

② どちらかというと可能である 

③ どちらかというと可能である (注：不備選択肢、「不可能」が正) 

④ 不可能である 

  １）授業を公開しあう 

         ①683(53.4)  ②411(32.2)  ③96(7.5)   ④57(4.5)   無回答 31(2.4) 

  ２）授業をお互いに評価しあう 

         ①434(34.0)  ②539(42.2)  ③184(14.4)  ④85(6.7)  無回答 36(2.8) 
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  ３）授業について問題点を発見しあう 

         ①444(34.7)  ②602(47.1)  ③143(11.2)  ④56(4.4)  無回答 33(2.6) 

  ４）発見した問題点を解決するためにワークショップを開く 

         ①154(12.1)  ②566(44.3)  ③399(31.2)  ④122(9.5)  無回答 37(2.9) 

    ５）発見した問題点を解決するために実験的授業を行う 

         ①144(11.3)  ②528(41.3)  ③422(33.0)  ④147(11.5) 無回答 37(2.9) 

 

13．先生が教授法や指導技術，またご自身の英語運用能力を高めるために特に費用を要する研修

に参加しようとする場合，費用の負担についてどれが望ましいと思いますか。 

１) すべて公費負担                      363(28.4) 

２）多くは公費だが，一部私費負担       703(55.0) 

３）多くは私費だが，一部公費負担       131(10.3) 

４）すべて私費負担                        22(1.7) 

５）その他                                25(2.0) 

６）無回答                                34(2.7) 

 

14．教員の研修は評価されるべきだと思いますか。 

１）はい                 648(50.7) 

    ２）いいえ               146(11.4) 

    ３）どちらとも言えない     459(35.9) 

  ４）無回答                   25(2.0) 

 

15．教員の研修の成果はだれによって評価されるべきだと思いますか。 

１）校長，教頭               177(13.8) 

２）教育委員会                94(7.4) 

３）外部の第三者評価機関    253(19.8) 

４）同僚                     224(17.5) 

５）その他                   280(21.9) 

６）無回答                   250(19.6) 

 

16.  教員の研修の成果はどのようなかたちで評価されるべきだと思いますか。 

  １）給与，手当て   450(35.2) 

    ２）表彰，顕彰，      122(9.5) 

    ３）異動，昇進        140(11.0) 

    ４）その他            339(26.5) 

  ５）無回答           227(17.8) 

 

Ⅴ 英語力について 

17．先生は英検，TOEIC, TOEFL 等の能力試験をお受けになったことがありますか。 
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１）ある    783(61.3) 

２）ない 436(34.1) 

３）無回答 59(4.6) 

 

18．  17．で「ある」とお答えになった先生におたずねします。 

(1)受験した能力試験の結果を教えてください。 

       英検１級程度      68(5.3) 

     英検準１級程度        180(14.1) 

     英検２級程度          349(27.3) 

          TOEIC９００点以上      4(0.3) 

      TOEIC８１０点以上     11(0.9) 

      TOEIC７３０点以上     19(1.5) 

     TOEFL６００点以上    15(1.2) 

       TOEFL５８０点以上     4(0.3) 

     TOEFL５５０点以上    23(1.8) 

     その他                  65(5.1) 

     無回答                 252(19.7) 

 

(2)上記の能力試験を最後に受けたのはいつですか。 

     １年未満      45(3.5) 

     ３年未満      104(8.1) 

     ６年未満      124(9.7) 

     10 年未満     118(9.2) 

     15 年未満     146(11.4) 

     15 年以上     211(16.5) 

     無回答        248(19.4) 

 

 

19．先生は，英語で授業を行うのに必要な英語力を「能力試験」のレベルで考えると、どの位の

レベルが適切だと思われますか。１つお選びください。 

 1) 英検１級程度           302(23.6) 

  2) 英検準２級程度         218(17.1) (注：不備選択肢、「準１級」が正) 

 3) 英検２級程度          433(33.9) 

 4) TOEIC 900 点以上      9(0.7) 

  5) TOEIC 810 点以上     48(3.8) 

 6) TOEIC 730 点以上      62(4.9) 

 7) TOEFL 600 点以上     26(2.0) 

 8) TOEFL 580 点以上     13(1.0) 

 9) TOEFL 550 点以上      30(2.3) 
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 10) その他               48(3.8) 

 11) 無回答                89(7.0) 

 

20．先生は日頃ご自身の英語力を向上させるためにどのような勉強をされていますか。次の項目

で，当てはまる場合は２，当てはまらない場合は１でお答えください。 

1）  ラジオやテレビの英会話番組を視聴するようにしている。   

    当てはまる 769(60.2)  当てはまらない 455(35.6) 無回答 54(4.2) 

2）  できるだけ授業で英語を使うよう努めている。    

    当てはまる 771(60.3)  当てはまらない 450(35.2)  無回答 57(4.5) 

3）  職場の日本人の同僚と英語で話すよう心掛けている。    

    当てはまる 74(5.8)  当てはまらない 1146(89.7)  無回答 58(4.5) 

4）  できるだけ英語でメモや日記を書くよう努めている。     

   当てはまる 255(20.0)  当てはまらない 965(75.5)  無回答 58(4.5) 

5）  英和辞典を使わず，英英辞典を使うよう努めている。    

   当てはまる 355(27.8)  当てはまらない 862(67.4)  無回答 61(4.8) 

6）  ＡＬＴと機会があればできるだけ英語で話すようにしている。 

   当てはまる 1032(80.8)  当てはまらない 188(14.7)  無回答 58(4.5) 

7）  英語母語話者の友人を作って英語で話すようにしている。   

   当てはまる 405(31.7)  当てはまらない 814(63.7) 無回答 59(4.6) 

8）  日本で発行されている英語や英語教育の雑誌や専門誌を読むよう心掛けている。  

   当てはまる 618(48.4)  当てはまらない 600(46.9) 無回答 60(4.7)                

9）  日本で発行されている英字新聞を読むように心掛けている。  

   当てはまる 426(33.3)  当てはまらない 794(62.1) 無回答 58(4.5) 

10) 英会話学校に通っている。                 

   当てはまる 131(10.3)  当てはまらない 1089(85.2) 無回答 58(4.5) 

11)  英語の歌を聞いたり歌ったりしている。           

   当てはまる 878(68.7)  当てはまらない 342(26.8) 無回答 58(4.5) 

12)  英語の漫画，童話，小説などを読むようにしている。     

   当てはまる 530(41.5)  当てはまらない 689(53.9) 無回答 59(4.6) 

13)  英語のインターネットを利用して、英語力を高めている。   

   当てはまる 401(31.4)  当てはまらない 819(64.1) 無回答 58(4.5) 

14)  英語の映画を見るよう心がけている。            

   当てはまる 913(71.4)  当てはまらない 307(24.0) 無回答 58(4.5) 

15)  英検や TOEFL，TOEIC などの能力試験の勉強をしている。 

   当てはまる 288(22.5)  当てはまらない 930(72.8) 無回答 60(4.7) 

16)  BBC, CNN などのラジオやテレビ番組を視聴している。  

   当てはまる 434(34.0)  当てはまらない 784(61.3) 無回答 60(4.7) 

17)  TIME, NEWSWEEK などの英米の新聞，雑誌を購読している。   

   当てはまる 228(17.8)  当てはまらない 992(77.6) 無回答 58(4.5) 
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18)  学校外で行われている研修会や講演会に参加している。   

   当てはまる 511(40.0)  当てはまらない 704(55.1) 無回答 63(4.9) 

19)  その他 

   当てはまる 2(0.2)  当てはまらない 14(1.1)  無回答 1262(98.7) 

 

Ⅵ 定期試験について：今までの調査結果によると，授業の内容に影響を与える大きな要因とし

て学年単位で実施される統一定期試験があげられます。それで，その統一試験についてどの

ように実施しておられるのか，またどのようにお考えなのか，お伺いします。該当するもの

を１つお選びください。 

21．定期試験は統一で 

1) 毎回行う。           1014(79.3) 

2) 毎回でないが行う。     64(5.0) 

3) 年に１回だけ行う。     12(0.9) 

    4) 行っていない。         101(7.9) 

5) その他                   31(2.4) 

6）無回答              56(4.4) 

この項目で 1),2),3)とお答えになった先生は，次の質問にお進みください。それ以外の先生

は 24 にお進みください。 

 

22．試験範囲について 

1) 教員同士で事前に相談する。また，範囲を修正する場合も相談。    500(39.1) 

2) 教員同士で事前に軽い合意をする程度で，試験が近づいた段階で相談する。 

                                                                 244(19.1) 

    3) 教員同士で事前に合意を得る程度で，試験が近づいた段階で，進度が遅れている 先  

    生に合わせて修正する。                                         220(17.2) 

4) その他                                                        134(10.5) 

5) 無回答                                                        180(14.1) 

 

23．試験項目について 

1) 事前に相談し，試験項目に配慮して授業を行う。               243(19.0) 

2) 試験項目について事前には相談しないが，試験が近づいてきた時相談する。 

                                                                  244(19.1) 

3) 事前には相談しないが，試験が近づいてきた段階で，試験作成担当者が作った試験原案

を各教員が個別に検討する。                                359(28.1) 

4) 試験作成担当者が作った試験原案をそのまま使う。               143(11.2) 

5) その他                                                         88( 6.9) 

6) 無回答                                                        201(15.7) 

 

24．定期試験を実施する目的について 
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先生個人が考えている定期試験の目的（実施されていること）について順位をつけて３つ選

んでください。 

                                           1 番       2 番       3 番 

  １）生徒個人の習熟度を把握するため。     731(57.2)  245(19.2)    121( 9.5) 

 ２）学習者を評価するためのデータを得るため。 168(13.1) 360(28.2)   228(17.8) 

 ３）学習者集団全体の順位付けするため。       9( 0.7) 36( 2.8)    44( 3.4) 

 ４）先生が実施した授業の成果を評価するため。  84(6.6)  269(21.0)   273(21.4) 

 ５）授業を改善するデータを得るため。            14(1.1)   112( 8.8)   213(16.7) 

 ６）生徒に勉強をさせるため。                  220(17.2)  200(15.6)   323(25.3) 

 ７）その他                                    11( 0.9)    6( 0.5)     5( 0.4) 

 ８）無回答                                     41( 3.2)  50(3.9)     71( 5.6) 

 

 

 

Appendix 2            調査対象校 

 
表 1 都道府県別の送付校数及び回答校数            送付校数(回答校数) 

 公立中学 私立中学 公立高校 私立高校 合計 

北海道 76(22) 1(0) 29(10) 5(1) 111(33)

青森県 192(72) 0(0) 74(32) 18(3) 284(108)

岩手県 22(10) 0(0) 9(0) 1(0) 32(10)

宮城県 23(11) 0(0) 9(2) 2(0) 34(13)

秋田県 13(5) 1(0) 6(4) 1(1) 21(10)

山形県 14(5) 0(0) 6(2) 1(1) 21(8)

福島県 24(7) 0(0) 9(4) 2(1) 35(12)

茨城県 24(4) 1(0) 11(3) 2(1) 38(8)

栃木県 18(9) 1(0) 7(3) 2(1) 28(13)

群馬県 17(6) 0(0) 8(3) 1(0) 26(9)

埼玉県 43(7) 1(0) 18(5) 5(0) 67(12)

千葉県 38(10) 2(0) 15(5) 6(2) 61(17)

東京都 68(16) 18(0) 23(8) 24(3) 133(27)

神奈川県 42(14) 6(0) 18(4) 7(2) 73(20)

新潟県 25(8) 0(0) 11(5) 2(0) 38(13)

富山県 9(4) 0(0) 5(3) 1(1) 15(8)
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石川県 10(1) 0(0) 7(4) 1(0) 18(5)

福井県 9(4) 1(0) 3(3) 0(0) 13(7)

山梨県 10(2) 0(0) 4(1) 2(0) 16(3)

長野県 19(9) 0(0) 9(3) 1(0) 29(12)

岐阜県 20(12) 1(0) 8(3) 2(0) 31(15)

静岡県 28(12) 1(0) 10(5) 4(2) 43(19)

愛知県 42(14) 2(0) 17(10) 6(3) 67(27)

三重県 17(5) 1(0) 7(1) 1(1) 26(7)

滋賀県 10(5) 1(0) 5(2) 1(0) 17(7)

京都府 18(2) 2(0) 7(2) 4(0) 31(4)

大阪府 467(56) 59(0) 189(48) 93(19) 809(123)

兵庫県 36(10) 3(0) 17(8) 5(0) 61(18)

奈良県 11(3) 1(0) 5(2) 2(0) 19(5)

和歌山県 14(5) 0(0) 4(3) 1(0) 19(8)

鳥取県 6(2) 0(0) 7(3) 1(0) 14(5)

島根県 12(4) 1(0) 7(0) 1(0) 14(4)

岡山県 17(10) 0(0) 8(3) 2(0) 27(13)

広島県 26(6) 2(0) 11(1) 3(0) 42(7)

山口県 19(5) 1(0) 7(3) 3(0) 30(8)

徳島県 9(2) 0(0) 5(4) 0(0) 14(6)

香川県 9(4) 1(0) 3(2) 1(1) 14(7)

愛媛県 15(5) 0(0) 6(3) 1(0) 22(89

高知県 13(3) 1(0) 3(2) 1(0) 18(5)

福岡県 35(7) 3(0) 13(6) 8(1) 59(14)

佐賀県 10(4) 0(0) 3(1) 1(0) 14(5)

長崎県 20(5) 1(0) 7(2) 2(1) 30(8)

熊本県 20(3) 1(0) 6(3) 3(2) 30(8)

大分県 16(7) 0(0) 6(0) 2(0) 24(7)

宮崎県 15(6) 1(0) 4(1) 2(0) 22(7)

鹿児島県 275(59) 10(3) 83(38) 22(7) 390(107)

沖縄県 16(6) 0(0) 6(4) 0(0) 22(10)

合計 1891(487) 125(3) 728(264) 257(54) 3001(809)

注：勤務高の未記入は 59 
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Appendix 3               回答者  

 
表3  都道府県別の回答者数 

 中学校 高校（全）高校（定） 高専 その他 無回答 合計 

北海道 26 17         43

青森県 99 52 3       154

岩手県 14           14

宮城県 16 4         20

秋田県 6 7         13

山形県 8 4 1       13

福島県 17 8         25

茨城県 8 6         14

栃木県 12 8       1 21

群馬県 10 4         14

埼玉県 11 9         20

千葉県 17 11         28

東京都 19 16     5   40

神奈川県 23 10     1   34

新潟県 14 9         23

富山県 4 4 1       9

石川県 1 7         8

福井県 10 4         14

山梨県 2 2         4

長野県 14 4         18

岐阜県 16 6         22

静岡県 18 13         31

愛知県 24 21     1   46

三重県 6 3     1   10

滋賀県 7 2 1       10

京都府 3 4         7

大阪府 81 103 2   5   191

兵庫県 14 7 4   1   26

奈良県 4 5         9

和歌山県 6 6         12

鳥取県 5 5         10

島根県 4           4
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岡山県 16 3         19

広島県 7 7     1   15

山口県 7 5         12

徳島県 3 5         8

香川県 5 3         8

愛媛県 7 5         12

高知県 3 3         6

福岡県 8 13         21

佐賀県 6 1         7

長崎県 8 4         12

熊本県 4 8         12

大分県 6           6

宮崎県 10 2         12

鹿児島県 79 63 1   1   144

沖縄県 12 5         17

無回答 39 18 2 1     60

合計 739 506 15 1 16 1 1278
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